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◆ 各名称部をクリックして、選択します。 

 

◆ 直接数字の入力も可能です。 

 

◆ 勘定科目を検索します。 

 

 

① 勘定科目入力欄で、各検索ボタンを押すと下記画面が表示されます。 

 

② 勘定科目を選択し、決定[F1]を押します。※上記は詳細表示です。（区分、カナ有） 

各種機能 

1.  各検索、及び選択   

2.  勘定科目検索   

 
1
  
1 
 

 
1
  
1 
 

① ① 

 ① 

 ② 
 ② 
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※ 各（大、中、小）区分に表示されている[＋]記号[－]記号で下層区分の表示/非表示をします。 

3.  日付の入力   

 

※ 入力の際「月/日」のみ（例：0401）入力していただくと、年度は自動的に表示されます。 

◆ 西暦、和暦の両方を利用できます。 

 

 

◆ 西暦、和暦の変更は「初期設定メニュー」⇒「拠点区分マスタ」よりおこないます。 

 

4.  共通選択ボタン（ファンクションキー）   

 

 

◆ 画面下部のボタンは、キーボードのファンクションキー（F1～F12）と連動しています。 

※削除と取消の違い 

 削除:F4  登録済みのデータ（伝票など、表示画面の内容）を抹消します 

 取消:F9  表示中の入力画面をキャンセルします。保存されているデータの削除ではありません。 

※ 作業を途中でキャンセするため、登録されていないデータは保存されません。 

 

・・・・大区分 
・・・中区分 

・小区分 

削除します。 
現在登録中の画面がキャンセルされます。 
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・法 人 名：法人名を入力します。 

・年号設定：法人単位で表示する画面や帳票で表

示する年号を選択します。 

・就労支援事業：運用中のデータが就労支援事業

に対応しているかどうかを表示します。 

・貸借対照表管理区分：運用中のデータが、貸借

対照表をサービス区分ごとに金額を把握してい

るかどうかを表示します。 

・伝票入力区分：伝票の整理番号をサービス区分

ごとに採番する場合は「サービス区分単位」、拠点区分ごとに採番する場合は「拠点区分単位」を選択します。 

      ＜サービス区分単位伝票＞               ＜拠点区分単位伝票＞ 

  

※貸借対照表管理区分が「拠点区分単位」の時、伝票入力区分は「拠点区分単位」以外は選択できません。 

・財産目録作成区分：財産目録を法人単位で作成するのか、拠点区分単位で作成するのかを選択します。 

 

  

基本設定（システム導入時） 

1.  法人名：年号の設定 初期設定 → 基本マスタ → 環境設定 → システム設定  
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拠点区分を登録します。 

 

・コ ー ド：1～99 で入力します。 

・拠点区分名称：半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力可能です。 

・略 称：半角 32 文字(全角 16 文字)まで入力可能です※決算帳票にも使用します。 

・事 業 区 分：事業区分を選択します。 

・年 号 区 分：拠点区分単位の画面や帳票で表示する年号を選択します。 

・導 入 開 始 日：拠点区分のシステム使用開始日を入力します。（通常は処理年度の 4 月 1 日） 

      ※4 月以外の日付を入力した時は中途開始となり、この日付より前の伝票は入力できません 

・科 目 体 系：選択する科目体系により、デフォルトで使用できる科目が変わります。 

・当期支払資金チェック：「する」を選択するとチェック 開始月 の設定が可能です。 

・連 番 区 分：「月ごと」決算伝票は 3 月とは別にカウントします。 

     「日ごと」決算伝票は 3/31 とは別にカウントします。 

・開 始 番 号：通常は「1」 

・加 算 値：通常は「1」 

・伝票番号区分：「任意」を選択すると伝票番号を手入力できます。 

・サービス区分管理：拠点区分に対してサービス区分が複数ある場合「する」を選択します。 

・予算管理区分：（サービス区分管理「する」場合にのみ表示） 

予算書の入力を、サービス区分単位か拠点区分単位かを選択します。 

※処理年度中に予算登録をしている時は変更できません。 

・科目マスタコピー元：（新規登録時のみ表示）選択した拠点区分と同じ科目設定を行います。 

 

 

2.  拠点区分マスタ登録 初期設定 → 基本マスタ → 拠点区分マスタ  
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◆当期支払資金チェック ⇒「する」を選択すると、試算表に内容が表示されます。（保育園用） 

 

 

各サービス区分の設定を行います。※部門管理が必要な場合、部門管理表示が出ます。 

 

・拠点区分：サービス区分を登録する拠点区分を選択します。 

※拠点区分マスタで「サービス管理する」拠点区分のみ選択できます。 

・コ ー ド：1～99 で入力します。 

・名  称：半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力可能です。 

・略 称 １：半角 32 文字(全角 16 文字)まで入力可能です。※決算帳票にも使用します。 

・略 称 ２：半角 16 文字（全角 8 文字）まで入力可能です。 

・部門管理：（就労事業を使用するユーザーでのみ表示され、サービス区分の新規登録時にのみ変更が可能） 

部門管理をするか否かの選択をします。 

また、部門管理するサービス区分で就労移行(移行)支援に該当しない場合は 

右側のチェックをＯＦＦにすると就労帳票に集計されなくなります。 

 

 ※3 章 科目マスタを参照してください。 

 

 ※3 章 科目マスタを参照してください。 

  

3.  サービス区分の登録 初期設定 → 拠点区分マスタ → サービス区分  

4.  法人科目マスタ 初期設定 → 基本マスタ → 法人科目マスタ  

5.  拠点区分科目マスタ 初期設定 → 拠点区分科目マスタ  
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※残高設定の前に、拠点区分マスタ(サービス区分マスタ)の設定が必要です。 

システム開始時の金額を設定します。 

年度期首から使用開始の時 

・貸借対照と事業活動の前年度末残高が設定できます。 

・設定した金額は決算書の前年度額に表示されます。 

年度中途から使用開始の時 

・貸借対照表・事業活動・資金収支の残高が設定できます。 

・前年度残高に設定した金額は決算書の前年度額に表示されます。 

 

◆部門管理している時 

 ・部門区分を選択している時、その部門ごとに把握されている金額の入力を行います。 

 ・部門区分で「一般」を選択している時、部門ごとに把握していない金額の入力を行います。 

 ・各部門区分及び一般で入力した金額の合計がサービス区分全体での金額になります。  

◆貸借対照表管理区分が拠点区分単位の時 

・貸借対照表管理区分が拠点区分単位になっている時、選択している拠点区分にサービス区分が複数ある場合

でも、サービス区分の項目は表示されません。拠点区分単位の金額を入力します。  

6.  残高設定 初期設定 → 基本設定 → 残高設定  
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※18 章 環境設定を参照ください。 

 

パスワードを設定することにより、ユーザー別に機能の使用制限が可能になります。 

パスワード設定画面と環境設定は「管理者」のみ使用できます。 

 

1. コード、ユーザー名称を入力し  登録：F1  をクリックします。 

2. パスワードは半角英数で最高 20 桁まで設定が可能です。 

3. 担当者ごとに使用拠点区分を制限する場合は、拠点区分制御を「する」に設定し、 

必要な拠点区分にチェックを入れます。各画面で、選択した拠点区分のみ選択できるようになります。 

※パスワードを使用するには、環境設定の「パスワード管理」を  する  に設定する必要があります。 

 

◆拠点区分制御時 

  拠点区分制御しているユーザーでシステムを起動した時、下記の機能は使用できません。 

  画面 財産目録 / 借入金明細書 / 寄附金収益明細書 / 補助金収益明細書 / 基本金明細書 

     国庫補助金明細書 / 脚注・注記の法人データ登録 /  

     区分間繰入金明細書の拠点区分間、事業区分間データの登録 /  

     区分間貸付残高明細書の拠点区分間、事業区分間データの登録 /  

     内部取引消去入力の拠点区分間、事業区分間データの登録 /  

     法人科目マスタ / 特定科目マスタ / 帳票タイトル設定 / 科目データ読込 / 科目再更新  

  印刷 1 号 1 様式 資金収支計算書 / 1 号 2 様式 資金収支内訳表 / 1 号 3 様式 資金収支内訳表(事業区分) / 

     2 号 1 様式 事業活動計算書 / 2 号 2 様式 事業活動内訳表 / 2 号 3 様式 事業活動内訳表(事業区分) / 

     3 号 1 様式 貸借対照表 / 3 号 2 様式 貸借対照表内訳表 / 3 号 3 様式 貸借対照表内訳表(事業区分) / 

     財務諸表に対する注記(法人全体用) / 別紙 5 財産目録 / 別紙① 借入金明細書 / 

     別紙② 寄附金収益明細書 / 別紙③ 補助金事業等収益明細書 /  

     別紙④ 事業(拠点)区分間繰入金明細書 / 別紙⑤ 事業(拠点)区分間貸付(借入)金残高明細書 / 

     別紙⑥ 基本金明細書 / 別紙⑦ 国庫補助金等特別積立金明細書 

7.  環境設定 初期設定 → 基本マスタ → 環境設定  

8.  パスワード設定 初期設定 → パスワード設定  
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各画面が使用できるユーザーレベルを設定します。 

 

・管理者：全ての画面が使用できます。 

・一 般：一般レベル、ゲストレベルの画面が使用できます。 

・ゲスト：ゲストレベルの画面が使用できます。 

 

  

9.  画面設定（パスワード設定） 初期設定 → パスワード設定 → 画面設定  
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  頻繁に使用する仕訳の登録、修正、コード変更、複写が行えます。 

  分類を設定することにより、検索しやすくなります。 

 定型仕訳マスタ登録 初期設定 → 定型仕訳マスタ 

  単一伝票入力時に使用するマスタの登録を行います。（複合伝票では使用できません） 

 

1. 拠点区分を選択します。 

2. 必要箇所を入力し（*の箇所は必ず入力を行います）、 登録：F1  ボタンで登録します。 

 

・定型コード：1～999 まで入力が可能です。 

・内 部 取 引：内部取引に該当する場合に設定を行います。 

・定 型 名：半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力が可能です。 

・分   類：2 つまで設定可能。 

・摘   要：変数の設定が可能です。（詳細は「11.摘要マスタ」を参照） 

・金   額：電気代など毎回金額が変動するものは空欄のままで登録可能です。 

       リース料など、毎回金額が同一のものは入力すると金額もセットされるため便利です。 

 

  

10.  定型仕訳マスタ 初期設定 → 定型仕訳マスタ  
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 定型仕訳(複合)マスタ登録 初期設定 → 定型仕訳(複合)マスタ 

  複合伝票入力時に使用するマスタの登録を行います。（単一伝票では使用できません） 

 

定型仕訳マスタと同様の方法で、複合仕訳用の定型仕訳を登録します。 

 

 

 定型仕訳分類の登録、修正  

  定型仕訳分類の登録、修正を行います。 

  定型仕訳マスタ、定型仕訳(複合)マスタ画面の 

    設定  ボタンから分類マスタ画面へ移動します。 

 

 

 ・分類は 20 個まで登録が可能です。 

 ・分類名称：半角 10 文字（全角 5 文字）まで入力が可能です。 
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 定型仕訳マスタ複写  

  他の拠点区分の定型マスタから、設定を複写することができます。 

  定型仕訳マスタ、定型仕訳(複合)マスタ画面の      から複写画面へ移動します。 

 

1.複写元の拠点区分に、複写したい拠点区分を選択します。 

2.複写区分：個別複写か全複写を選択します。 

       個別複写  定型マスタを一つずつ複写します。 

       全 複 写  選択した拠点区分の定型マスタをすべて複写します。同拠点への複写は不可。 

3.複写区分で  個別複写  を選択している時は、複写する定型を左側のスプレッドから選択します。 

4.複写先の拠点区分に、マスタを設定したい拠点区分を選択します。 

5. 複写区分で  個別複写  を選択している時は、登録したいコードを入力します。 

  ※すでに登録済のコードを入力した時は、既存の設定は上書きされます。 

6. 登録：F1  ボタンで処理を実行します。 

 

※  全複写  を選択している時は、コードは自動で 1 番から順に採番されます。 

  コードを変更したい場合は、コード変更画面で行います。 

  複写先に登録済データがある時は、消さずに追加登録を行います。 
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 定型仕訳マスタコード変更  

  摘要コードを変更することができます。 

 

1.コードを変更したい定型の新規コードに、新しいコード番号を入力します。 

2. 実行：F1  ボタンで処理を実行します。 

 

・  連番セット  ボタンを押すと、カーソルがある場所から下方向に連番をセットします。 
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仕訳で使用する摘要の登録、修正、コード変更、複写が行えます。 
 

 摘要マスタ登録  

  摘要マスタの登録を行います。 

 

・コード：1～999 まで入力が可能です。 

・カ ナ：摘要検索時にカナでの並び替えが可能です。 

・摘要名：半角 40 文字（全角 20 文字）まで設定が可能です。 

・集 計：チェックを入れると摘要集計が可能です。（詳細については 9 章 摘要集計を参照） 

  

 入力作業（年度、年、月）簡素化機能  

◆摘要に<月>月分、<月-1>月分、<年度>年度、のように入力する事により、 

 実際の伝票入力時に、仕訳伝票の日付より「月」「年」「年度」を自動で変換します。 

 例）水道光熱費を前月分として処理する場合、 

   平成<年度>年度<月-1>月分 水道光熱費 と設定します。 

 伝票日付が平成 24 年 5 月 20 日の時に摘要を使用すると、 

   平成 24 年度 4 月分 水道光熱費  と表示されます。 

   ◆変数一覧 （「<>」は、半角英数を使用） 

   当月：<月>  前月：<月-1>  翌月：<月+1>  当年：<年>  当年度：<年度>  

 マイナスやプラスは年にも使用できます。 

 

  

11.  摘要マスタ 初期設定 → 摘要マスタ  

変数または、業者名の入力が可能

です。 

<月>月分と入力した場合、（入力

作業月が 4 月の場合は）4 月分と

表示されます。 

チェック項目のみ集

計されます。 
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 摘要マスタ複写  

  他の拠点区分の摘要マスタから、設定を複写することができます。 

  拠点区分が一つしかない場合、複写画面は使用できません。 

 

1.複写元の拠点区分に、複写したい拠点区分を選択します。 

2.複写区分：個別複写か全複写を選択します。 

       個別複写  摘要を一つずつ複写します。 

       全 複 写  選択した拠点区分の摘要マスタをすべて複写します。 

3.複写区分で  個別複写  を選択している時は、複写する摘要を左側のスプレッドから選択します。 

4.複写先の拠点区分に、マスタを設定したい拠点区分を選択します。 

5. 複写区分で  個別複写  を選択している時は、登録したいコードを入力します。 

  ※すでに登録済のコードを入力した時は、既存の設定は上書きされます。 

6. 登録：F1  ボタンで処理を実行します。 

 

※  全複写  を選択している時は、コードは自動で 1 番から順に採番されます。 

  コードを変更したい場合は、コード変更画面で行います。 

  複写先に登録済データがある時は、消さずに追加登録を行います。 
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 摘要マスタコード変更  

  摘要コードを変更することができます。 

 

1.コードを変更したい摘要名の新摘要コードに、新しいコード番号を入力します。 

2. 実行：F1  ボタンで処理を実行します。 

 

・  連番セット  ボタンを押すと、カーソルがある場所から下方向に連番をセットします。 

            

 

 集計にチェックを入れている摘要のコードを変更する時 

  摘要コードを変更することができますが、登録済の伝票の摘要コードは変更されません。 

  集計を行う摘要のコードを変更すると、摘要集計表で正しい金額が集計されなくなりますので 

  ご注意ください。 

  

 

 

 

 

  コード変更した後に、登録済伝票を含めて摘要集計印刷する場合は、 

  対象の伝票を開き摘要コードの修正をお願いします。 
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印刷物に表示する印鑑欄の設定をします。 

 

・確認印コード：1～99 で入力します。 

・確認印登録名：半角 20 文字（全角 10 文字）まで入力可能です。 

・確 認 印 列 数：1～6 で指定が可能です。 

・名    称：半角 10 文字（全角 5 文字）まで入力可能です。 

 

各決算明細書等で仕訳などから金額を集計するための設定を行います。 

・法人で共通の設定です。 

・単独科目は設定できません。 

 

 借入金明細表   寄付金収入明細表   補助金収入明細表   積立金明細表   区分間明細書 の設定を 

各タブから登録できます。 

  

12.  確認印欄の登録、修正 初期設定 → 確認印マスタ  

13.  特定科目の修正 初期設定 → 基本マスタ → 特定科目マスタ  
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各種帳票に印刷されるタイトルを変更することが可能です。 

 

帳票タイトルは、半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力可能です。 

 

 

※17 章 区分間按分を参照してください。 

 

※16 章 給与取込を参照してください。 

 

※16 章 給与取込を参照してください。 

 

 

14.  帳票タイトル名称の修正 初期設定 → 基本マスタ → 帳票タイトル設定  

15.  区分間按分マスタ 初期設定 → 各種取込マスタ → 区分間按分マスタ  

16.  給与施設変換マスタ 初期設定 → 各種取込マスタ → 給与施設変換マスタ  

17.  給与仕訳マスタ 初期設定 → 各種取込マスタ → 給与仕訳マスタ  
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・勘定科目の設定は【拠点区分科目マスタ】【法人科目マスタ】で行います。 

・登録する画面により、決算帳票への表示の有無が変わります。 

・拠点区分単位、サービス区分単位で科目使用の有無が設定できます。 

・科目を呼び出すコードを任意で設定する事ができます。 

・科目は大区分を含め５階層まで作成できます。 

 

法人科目マスタ 

 この画面で登録されている科目は全て決算帳票に出力されます。 

 大区分、中区分科目は必ず法人科目マスタ画面にて登録を行います。 

 新会計基準では、収入・支出の科目については小区分まで決算書に表示する事になって 

 いますので、特に不都合がない限りは小区分科目まではこちらの画面で登録を行います。 

 なお、資産・負債科目については、決算書への表示は中区分科目までとなっています。 

 

拠点科目マスタ 

 この画面で登録されている科目は全て決算帳票に出力されません。 

 大区分、中区分科目はこの画面では新規登録できません。 

 拠点科目マスタでは科目属性として【共通】【単独】の二種類があります。 

 【共通】すべての拠点区分で使用できる科目で、法人単位、事業区分単位の内部資料を 

     出力した時に他の拠点区分との金額を集計表示する事ができます。 

 【単独】設定した拠点区分のみで使用できる科目で、法人単位、事業区分単位の内部資料を 

     出力した時に科目は表示されません。 

 

 

 年度更新後に前年度の科目を修正した時 

  前年度の科目を修正・追加・削除した時、翌年度の科目には反映されません。 

  年度更新前に作業を行うか、科目再更新を行ってください。 

  ただし、翌年度の科目で修正を行っていた場合、前年度の科目設定に上書きされますので 

  ご注意ください。 

  

科目マスタについて 
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 法人科目マスタ、拠点区分科目マスタの項目の説明 
 

科 目 名 半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力可能です。 

科目 名カナ  半角カナで 50 文字まで入力可能です。 

科目名を入力した時に自動で表示されます。（修正可能） 

科 目 略 称 半角 24 文字（全角 12 文字）まで入力可能です。 

画面上に科目名を表示する場合に使用します。 

空欄の時は、科目名からコピーして表示します。（修正可能） 

呼出 コード  半角数字 9 桁まで入力可能です。 

伝票入力時などの科目検索に使用できます。 

部 区 分  資産   負債   支出   収入  どの区分に属するのかを表示します。 

大区分科目を表示している時のみ、修正が可能。 

（資産、負債は選択不可） 

貸 借 区 分 借方・貸方のどちらで仕訳をした時に残高が増えるかの設定を表示します。 

通常、資産・収入が「借方」、負債・支出が「貸方」の設定になります。 

支払資金区分 支払資金に該当するかしないかの設定を表示します。 

通常、流動資産・流動負債の科目が「該当」になります。※一部例外あり。 

法人科目マスタでのみ修正が可能。 

現金預金区分 ※現金預金が「該当」になります。 

事業活動区分 事業活動計算書でどの区分に属するかの設定を表示します。 

部区分が「支出」「収入」の時に表示されます。 

大区分科目を表示している時にのみ修正が可能。 

（繰越活動、専用科目は選択不可） 

資金収支区分 資金収支計算書でどの区分に属するかの設定を表示します。 

部区分が「支出」「収入」の時に表示されます。 

大区分科目を表示している時にのみ修正が可能。 

就労支援区分 運用中のデータが「就労支援事業あり」の時に表示されます。 

就労専用科目がどの区分に属するかの設定を表示します。 

収支 科目名  資金収支計算書に表示する科目名を設定します。 

半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力可能です。 

事業活動区分と資金収支区分の両方が「非該当」ではない時に表示されます。 

自動仕訳借方・貸

方 

特定の相手科目と仕訳伝票を作成した時、資金収支計算書にも反映させる科目の設

定を表示します。 

下記のいずれかに該当する時に表示されます。 

・支払資金区分が「非該当」 

・資金収支区分が「非該当」 

 

1.  科目マスタ：共通項目説明   
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 科目修正  

 決算書に表示する科目を修正します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. ツリーから科目を選択します。（科目コードに直接コードを入力することも可能） 

3. 必要な箇所を修正し、     より保存します。 

 

呼出コード 

 法人科目マスタ画面で呼出コードを修正・登録すると、拠点科目マスタ画面での呼出コードも変更されます。 

 そのため、各拠点区分ごとに呼び出しコードを変更している場合ご注意ください。 

 

 
  

2.  法人科目マスタ 初期設定 → 基本マスタ → 法人科目マスタ  
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 部門科目  

  ※就労支援事業を使用するデータでのみ使用可能です。 

         部門管理している場合に、科目と部門を結びつける設定を行います。 

 

 

 

1. 拠点区分、サービス区分、処理年度を選択します。 

2. 選択したサービス区分で使用する科目に対し、よく使用する部門区分を設定します。 

  コードを選択している状態で[F8]をクリックし、部門検索画面から選択します。 

  コードが分かる場合はコードに直接番号を入力も可能です。 

3. 必要な箇所を設定し     より保存します。 
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 科目修正  

   

1. 拠点区分、処理年度を確認します。 

2. ツリーから科目を選択します。（科目コードに直接コードを入力することも可能） 

3. 必要な箇所を修正し、     より保存します。 

 

＜勘定科目ツリー＞【科目名の色による識別】 

青色 ： 法人科目【法人共通】（法人科目マスタにて編集可能） 

黄色 ： 拠点科目【共通科目】（拠点科目マスタにて編集可能）  

黒色 ： 拠点科目【単独科目】（拠点科目マスタにて編集可能） 

 

＜科目属性＞ 

・他の拠点区分と合算して金額を集計する科目は「共通」で登録を行います。 

 特に不都合がない限り、「共通」設定を推奨します。 

・「単独」の場合は、拠点区分単位ごとの設定になります。他の拠点区分との合算は出来ません。 

※共通から単独への変更は可能。 単独 ⇒ 共通への変更は出来ません。 

 

 科目属性を共通→単独へ変更 

  同階層に設定される科目は「共通」または「単独」のいずれかに統一されます。 

  (例)小口現金を｢共通｣→｢単独｣へ変更すると、普通預金、当座預金なども、強制的に｢単独｣へ変更されます。 

  変更前に十分ご検討ください。 

4.  拠点区分科目マスタ 初期設定 → 拠点区分科目マスタ  
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＜科目使用＞ 

 科目を仕訳や予算等で使用「する」か「しない」かの選択します。 

※「しない」に設定した科目は伝票入力等に科目が表示されません。 

条件により、科目使用する→しないに変更できない場合があります。 

条件及び対策については「5.科目の削除、科目使用しない設定条件」の項目を参照してください。 

 

 注意 

  ｢共通｣科目の時、科目名･科目名カナ･科目略称を修正した時は、他の拠点区分の設定も一律で修正されます。 

  呼び出しコード・科目使用設定は、選択している拠点区分のみ修正されます。 

 
 

 一覧修正  

  複数の科目の科目使用や呼び出しコードをまとめて変更したり、サービス区分ごとに科目使用の設定が 

  行えます。 

 

・科目使用：○が使用「する」。×が使用「しない」設定になります。 

・サービス区分列で○×を設定すると、○を設定したサービス区分でのみ科目が使用できます。 

 上記の画像の例でいうと、普通預金(福銀)は、就労継続 A 型、就労 AA 型両方のサービス区分で使用可能。 

 普通預金(西銀)は就労継続 A 型では使用できず、就労 AA 型でのみ使用可能。 

 

貸借対照表科目を拠点管理している時 

 貸借対照表科目を拠点管理設定しているユーザーの時は、資産・負債科目のサービス管理が「無し」と 

 表示されます。その場合、資産・負債科目についてはサービス区分ごとの科目使用の設定は使用不可と 

 なります。収入・支出科目は設定は可能です。 
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 当座預金  

  伝票入力時に、小切手欄を使用する科目を設定します。 

 

1. 拠点区分、処理年度を指定します。 

2. 科目コードを設定します。 

科目コードにカーソルがある状態で       を押し、科目検索画面から選択します。 

コード番号がわかっている場合は直接入力も可能です。 

3. 入力内容を確認後、       より登録します。 

 

 ＜伝票入力画面＞ 

   

 

 
  

当座預金マスタに設定した科目で仕訳を作

成した時、小切手欄にもカーソルが移動し

ます。（それ以外の科目の時、小切手欄はマ

ウスでのみ指定が可能です） 
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 設定チェック  

  自動仕訳設定に矛盾が生じていないかチェックを行います。 

 

1. チェックを行う処理年度を指定します。 

2. チェック開始[F1]  をクリックし、チェック処理を開始します。 

3. スプレッドに「問題ありません」と表示された時は設定に問題ありません。 

4. 科目が表示された場合は、その科目の自動仕訳の設定を確認し、修正を行ってください。 

  ※  レポート印刷[F10]  で画面のリストを印刷することができます。 

 

科目が表示された場合の原因と対応方法 

 ・自動仕訳に設定されている科目が最下層科目ではない。 

   発生原因）自動仕訳に設定されている科目に下層科目を追加した時。 

   対  応）自動仕訳科目設定で、最下層科目を指定する。 
 

 ・自動仕訳に設定されている科目が「科目使用しない」になっている。  

   発生原因）自動仕訳を設定している科目を、科目使用しない→するに変更した時。 

   対  応）自動仕訳科目を科目使用「する」に変更する。 

 ※同じ科目が複数の拠点区分で同じように表示されている場合、法人科目や共通科目の可能性があります。 

  その時は一つの拠点で設定を変更すれば問題ありません。 

  ただし、単独科目の時はそれぞれの拠点区分で修正する必要があります。 

 

設定に矛盾が生じている状態で仕訳を行った場合 

 資金収支計算書で、上層科目の金額が下層科目の金額の合計と一致しない事があります。 

 科目マスタで設定を修正した後、該当伝票の再登録を行ってください。 
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 科目を追加する事が可能です。 

 ※作業前には、必ずバックアップをお取りください。 

 

1. 処理年度（拠点科目マスタ画面では拠点区分も）を選択します。 

2. 科目コードに、未使用のコード番号を入力します。 

3. 表示されている項目をすべて入力します。 

4. 入力内容を確認後       より登録します。 

5. 登録した画面及び設定により、科目が追加されます。 

法人科目マスタ：全ての拠点区分に科目が追加されます。 

科目属性「共通」：全ての拠点区分に科目が追加されます。 

科目属性「単独」：選択している拠点区分にのみ科目が追加されます。 

メッセージの種類 

メッセージ 対   策 

この画面で基準科目の追加はできません 法人科目マスタ画面で作業を行います。 

収支科目として設定が正しくありません 事業活動区分と資金収支区分の両方の設定が「非該当」

になっています。科目が属する区分を選択してくださ

い。 

同階層科目の自動仕訳設定を確認してくださ

い 

同階層の他の科目に自動仕訳の設定があり、追加した科

目に設定がない場合に表示されます。設定に間違いがな

いか確認してください。 

4.  科目の追加   
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 法人科目マスタ画面での科目区分 

 ・大区分科目、中区分科目は、法人科目マスタでのみ追加可能です。 

 ・補助区分科目以下は拠点区分科目マスタ画面でのみ追加可能です。 

 

 追加した科目が仕訳等で表示されない時 

 ・科目使用が「しない」になっている可能性があります。 

 ・一覧画面で、サービス区分の列が×になっている可能性があります。 

 ・大区分科目を追加した場合に、中区分科目を追加していない可能性があります。 

 ・予算入力画面では表示されるのに、仕訳で使用できない時は、 

  事業活動区分が「非該当」になっている可能性があります。 

  設定が間違っていないか、事業活動用の科目を追加する必要があるかご確認の上修正を行ってください。 

 ・仕訳では使用できるのに、予算入力画面で表示されない時は、 

  資金収支区分が「非該当」になっている可能性があります。 

  設定が間違っていないか、資金収支用の科目を追加する必要があるかご確認の上修正を行ってください。 

 
 

 下層科目作成  

 現在ある科目に下層区分科目を初めて作成する場合、科目コード右側にある  下層科目作成  ボタンを 

 使用します。 

 

1. 処理年度（拠点科目マスタ画面では拠点区分も）を選択します。 

2. 下層区分を作成する科目を選択します。 

3.   下層科目作成  ボタンが使用可能な状態になりますのでクリックします。 

4. 科目コードに入力できる箇所が増えますので、新規コードを入力します。 

   

              

5. 表示されている項目をすべて入力し       より登録します。 

 

下層科目作成ボタンが使用可能にならない時【法人科目マスタ画面】 

・小区分科目を表示している時 

  法人科目マスタでは小区分科目までの作成となっています。 

・拠点科目マスタ画面で下層科目を作成している時 

  ツリーには中区分科目までしか表示がないのに、ボタンが使用できない時は、 

  拠点科目マスタ画面で小区分科目を作成している可能性があります。 
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 金額が発生している科目に下層科目を追加 

 すでに仕訳や予算等で金額が発生している科目に下層科目を追加することができます。 

  下層科目作成  をクリックした時に下記メッセージが表示されます。 

 

・仕訳で使用している科目に下層科目を追加した時、初めに作成した下層科目へ金額が移動します。 

 例）運用中の「業）給食費」に「給食用」「行事用」の下層科目を追加 

 

 

 

 

・全ての拠点区分において、最初に作成した下層科目に金額等の設定が移動します。 

 そのため、作成した時点で使用中の科目となるため、科目を削除する事が出来なくなります。 
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 科目を削除、科目使用をする→しないに変更するには条件があります。 

 下記のいずれか一つでも該当する場合は科目削除・科目使用しないに設定できません。 

① 自動仕訳科目として設定されている。 

② 当年度の仕訳で使用されている。 

③ 前年度の仕訳で使用されている。 

④ 当年度の予算で金額を設定している。 

⑤ 当年度の期首残高がある。 

 

メッセージ 対策 

使用中の科目のため、科目使用＝しないに変更で

きません 

処理できない条件に該当しています。 

昨年または当年度の仕訳で使用しているため削

除できません 

法人科目のため削除できません 法人科目マスタ画面で作業を行います。 

 

 303 人件費支出や 304 事業費支出が処理できない時 

  仕訳や予算で金額が発生していないのに、使用中のメッセージが出る事がありますが 

  301 人件費、302 事業費の自動仕訳として設定されているため、①の条件に該当します。 

  301 人件費、302 事業費の科目使用を「しない」に設定して登録、もしくは削除した後に、 

  303 人件費支出、304 事業費支出科目の処理を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

5.  科目の削除・科目使用しない設定条件   
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《 単一伝票：複合伝票について 》 

伝票の入力方法は二種類あり、それぞれに特徴があります。 

最初にどちらを使用するか、または併用するかを決定していただきます。 

① 単一伝票 

  ・常に中区分では一科目 対 一科目での入力です。 

  ・以前より単一伝票をご使用のお客様には、馴染みのある入力画面です。 

  ・資金収支科目に自動で発生する仕訳（自動仕訳）が、伝票入力画面左下に表示されます。 

   仕訳の際に確認できます。 

  ・ひとつの画面で仕訳を確認でき、検索やチェックが容易です。 

  ・伝票の枚数は複合仕訳入力に比べると多くなります。 
 

② 複合仕訳伝票 

  ・複数科目 対 複数科目で伝票入力が可能です。（最大 90 行まで） 

  ・複数科目での入力が可能ですので、伝票枚数が少なくなります。 

  ・給与や業者様への一括支払の仕訳等は一度に入力していただけます。 

  ・伝票検索の際、行数が多いほど検索に時間がかかります。 

  ・単一仕訳の形式に慣れているお客様は、慣れていただくのにお時間がかかる場合があります。 

  ・企業会計ソフト等にお慣れのお客様には、なじみやすい入力画面だと思います。 

 

③ 併用 

  ・単一入力および複合入力を併用することは可能ですが、以下の点をご注意が必要です。 

  ・複合画面から単一伝票、単一画面から複合伝票を呼び出すことはできません。 
 

《拠点単位、サービス単位での伝票入力》 

  伝票を「拠点単位 伝票入力」または「サービス区分単位 伝票入力」の選択ができます。 

   

① 拠点単位での伝票入力画面です。 

② サービス単位での伝票入力画面です。 

③ 各サービス区分を選択します。 

 

 

 

 

 

伝票入力作業の流れ 

1.  仕訳伝票の種類   

① 

③ 

③ 

② 
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＜各項目を伝票入力作業中に確認、修正が可能です＞ 
 

  

[ 元 帳 ] 総勘定元帳の画面を開きます。 

[ 試算表  ] 試算表の画面を開きます。 

[ 日記帳  ] 仕訳日記帳の画面を開きます。 

[伝票印刷 ] 伝票を印刷する為の印刷画面を開き、印刷が可能です。 

[伝票検索 ] 現在まで入力された伝票の検索作業が可能です。 

[ 設 定 ] 登録確認メッセージ、証票欄の使用の「要」「不要」の設定をします。 

[摘要登録 ] 摘要マスタを開き、編集・登録ができます。 

[定型登録 ] 定型仕訳マスタを開き、編集・登録ができます。 

[固定資産 ] 固定資産登録を開き、編集・登録ができます。 

[ 取 込 ] 給与・区間按分取込画面を開きます。 

給与：サーヴの給与システムからデータを取得し、仕訳伝票を作成します。 

区間按分：区間按分マスタで登録した仕訳を取り込みます。 

[決算・通常] 通常伝票入力 4 月～3 月と別に、決算時の伝票を決算伝票として別途入力する場合に使用します。 

※ 日付が自動的に「3/31」と設定されます。(クリックする度に、「決算」「通常」と変わります。) 

 

 

＜設定＞ 

 

・登録確認メッセージ：伝票登録時に確認メッセージの有無を選択できます。 

・証憑欄の使用：「しない」を選択すると、伝票入力時にＥｎｔｅｒで証憑欄にカーソルを移動しない 

ようになります。マウスで選択し、入力は可能です。 

 

2.  伝票入力：共通機能   
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＜伝票登録画面：ファンクションキー＞  

 

 
 

[ 登  録  ] 伝票を入力後、登録します。（必須項目に未入力があると、メッセージが表示されます。） 

[ 終  了  ] 伝票登録を終了時します。 

[ 削  除  ] 既に登録済みの伝票を削除します。（バックアップをご確認ください。） 

[ 行挿入  ] 選択している「小区分～金額欄」の上部に、新しく 1 行挿入します。 

（単一仕訳の場合、6 行固定は変わりません。） 

[ 行削除  ] 選択している「小区分～金額欄」の行が削除されます。 

[上段複写 ] 摘要、金額を上段（1 行目以降）からコピーします。 

[ 検  索  ] サービス区分、伝票番号、勘定科目、定型仕訳、摘要等、選択している部分のマスタを開きます。 

[ 取  消  ] 現在、作業を行っている登録画面・作業をキャンセルします。 

[ 印  刷  ] 印刷指示画面を開きます。 

[定型検索 ] 定型仕訳マスタを開き、定型仕訳を検索できます。 

 

＜電卓機能＞ 

伝票の金額欄でキーボードの「スペース」もしくは、金額欄を右クリックすると電卓が

表示され、金額計算結果をそのまま入力が可能です。 

 

＜予算・残高表示＞ 

残  高：現在の日付におけるその科目の残高を表示します。 

     入力時に、出納帳や通帳の残高をご確認いただけます。 

予算残高：現在の日付におけるその科目の予算残高を表示します。 

予  算：右上の  予算表示  にチェックがある場合、現在の日付におけるその科目の予算を表示します。 

 

＜メモ/付箋＞ 

 

 

 

 

 ・各伝票の行ごとにメモ機能、付箋機能を備えています。 

 ・メモが記入されている場合、メモにチェックが付きます。 

 ・付箋をクリックすると、青色・水色・黄色・橙色の付箋を付けることが出来ます。 

 

＜伝票移動ボタン＞ 

  

 整理 No に番号を指定する以外に、    のボタンで一つ前の伝票、一つ後の伝票に移動する事が出来ます。 

←メモ/付箋(未使用) ←メモ(内容記入) 

←付箋(青/黄 使用時) 
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1. 拠点区分を選択します。 

2. 処理年度を入力します。 

3. 整理 No、伝票 No を確認します。（前回登録、または最新の伝票番号が自動表示されます） 

4. 日付を入力します。 

※月日のみ[0401]や[4/1]と入力後 Enter すると[25-04-01]と表示されます。 

5. 【借方科目】 / 【貸方科目】を入力、または     より選択します。 

【科目の入力について】 

〈パターン 1〉 

  借方/貸方の科目欄に、科目名の一部（預り金：azuka 等）を入力し、該当科目を選択します。 

 ※呼出コードを設定している場合は、数字の入力での呼出も可能です。 

〈パターン 2〉 

  科目入力欄右  または、画面下     を押し、勘定科目検索の画面より選択します。 

  資産 / 負債 / 支出 / 収入全てが表示されますので、該当の勘定科目を選択します。 

6. 摘要、金額を入力します。 

7. 証憑：証憑（領収書など）に番号を付けて管理されている場合入力します。 

8. 小切手：証憑と同様、管理されている場合は番号を入力します。 

9. 内部取引：内部取引の仕訳の時に該当するものを選択します。 

取引先拠点区分、サービス区分を入力する事も可能です。（必須項目ではありません） 

10. 入力内容を確認後     より登録します。 

 

 右下の「資金収支」のチェックは特殊な場合を除き、そのまま付けた状態にしておきます。 

※チェックを外すと、資金収支計算書へ計上しない処理となります。 

 

 

3.  単一伝票入力 メインメニュー → 仕訳伝票入力(単一)  
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単一伝票入力 [サービス単位] 

サービス区分が設定されている時。 拠点区分の下にサービス区分の選択項目が表示されます。 

 

サービス区分が設定されていない時。 拠点区分の下にサービス区分の選択項目が表示されません。 

 

単一伝票入力 [拠点単位]  

サービス区分が設定されている時。 科目の下にサービス区分の選択項目が表示されます。 

 

サービス区分が設定されていない時。 科目の下にサービス区分の選択項目が表示されません。 

 

4.  単一伝票入力_画面パターン メインメニュー → 仕訳伝票入力(単一)  
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◆ 仕訳の入力方法や登録など、基本は単一伝票入力と同じです。 

◆ 内部取引は一行ごとに設定が可能です。 

◆ 仕訳の科目は「複数科目 対 複数科目」の入力が可能です。 

※「1 科目 対 1 科目」もしくは「1 科目 対 複数科目」での入力も可能です。 

※固定資産等、自動仕訳の関係上 複数科目を使用できない場合があります。  

◆ 借方/貸方の金額は必ず一致する必要があります。 

※貸借の不一致額は、上記赤枠部で確認できます。 

5.  仕訳伝票入力（複合） メインメニュー → 仕訳伝票入力（複合）  
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複合伝票入力 [サービス単位] 

サービス区分が設定されている時。 拠点区分の下にサービス区分の選択項目が表示されます。 

 

サービス区分が設定されていない時。 拠点区分の下にサービス区分の選択項目が表示されません。 

 

複合伝票入力 [拠点単位]  

サービス区分が設定されている時。 科目の下にサービス区分の選択項目が表示されます。（三行表示） 

 

サービス区分が設定されていない時。 科目の下にサービス区分の選択項目が表示されません。（二行表示） 

 

 

 

6.  複合伝票入力_画面パターン メインメニュー → 仕訳伝票入力(複合)  
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登録済伝票の検索・呼び出し方は複数あります。 

〈パターン 1〉◆日記帳より 

◆ 仕訳日記帳画面より該当の伝票を選択      を選択します。 

（該当伝票をダブルクリックしても呼び出しが可能です。） 

〈パターン 2〉◆伝票検索より 

◆ 伝票入力画面の画面上部      より「伝票検索条件指定」を開き、検索条件を指定して実行し、 

「伝票検索結果一覧」より、該当の伝票を選択      を選択します。 

（該当伝票をダブルクリックし、呼び出しも可能です。） 

〈パターン 3〉◆整理番号の直接入力 

◆ 該当伝票の「整理番号」が分かる場合は、番号を直接入力します。 

 

 ワンポイント 

 ◆直前に登録した伝票は、画面下部に表示されます。 

  「整理番号の直接入力」により、伝票の呼び出し作業を安易に行うことができます。 

 

 

伝票入力画面の上部       ボタンより、条件を指定して伝票を検索することができます。 

 

・日  付：指定した日付の範囲の伝票を検索します。 

・金  額：指定した金額の範囲の伝票を検索します。 

・文  字：指定した文字を使用している伝票を検索します。 

・勘定科目：指定した科目を使用している伝票を検索します。 

7.  伝票の呼び出し   

8.  伝票検索条件指定 メインメニュー → 仕訳伝票入力 → 伝票検索  
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・付箋条件：指定した付箋を設定している伝票を検索します。 

・決算伝票を含む：決算伝票も含めて検索します。 

・資金収支除外伝票：伝票入力時に「資金収支」のチェックを外して登録した伝票を検索します。 

・メモ登録伝票：メモを登録している伝票を検索します。 

・内部取引：指定した内部取引を設定している伝票を検索します。 

      取引先を入力している場合、指定した拠点区分・サービス区分の分のみ検索する事ができます。 

・検索方法：「全ての条件を満たす伝票の検索」を選択すると、設定している条件に全て一致する伝票を 

検索結果として表示します。 

      「どれかひとつの条件を～」を選択すると、どれか一つでも条件に当てはまる伝票を検索 

結果として表示しますので、条件が多い場合検索結果が膨大な量になる可能性があります。 

・表示方法：「伝票単位」を選択すると、条件に一致した仕訳がある伝票を表示します。 

      「明細行単位」を選択すると、条件に一致した仕訳のみ表示します。 

      ※金額の条件で「伝票合計で検索」を選択した時、表示方法は「伝票単位」のみ選択可能です。 

※検索結果画面から伝票を呼び出し・修正が可能です。 

 検索結果の一覧印刷も可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

【伝票の修正】 

1. 登録済の伝票を呼び出します。 

2. 伝票内容の修正（日付、科目、摘要、金額など）を行います。 

3.       を選択し、修正が完了します。 

【伝票の削除】 ※一度削除した伝票は、復元できません。 

1. 登録済の伝票を呼び出します。  

2.       を選択し、メッセージにしたがい      を選択します。 

 

ワンポイント 

◆伝票を削除すると整理番号/伝票番号に、空き番号が発生します。 

その都度、もしくはその日の作業後に「伝票番号振り直し処理」をおすすめします。 

 

 

 

 

9.  伝票修正と削除方法（仕訳伝票入力画面）   
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拠点間・処理年度間での伝票複写が可能です。 

 

1. 複写したい伝票を画面に表示します。 

2.  伝票複写 をクリックします。 

3. 複写先の拠点、処理年度の伝票を表示します。（新規・既存どちらでも可） 

4.  伝票貼付 をクリックします。 

5. [2]で複写した仕訳が画面に表示されますので 登録：F1 します。 

※誤って  伝票複写  をしてしまった時は、        にチェックを入れたあと  取消実行  をクリッ

クすると複写した情報を破棄します。 

 伝票入力画面を閉じた場合も複写した情報は破棄されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.  仕訳伝票複写機能   
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1. 処理年度、拠点区分、サービス区分を選択します。 

2. 発行区分を選択します。選択項目により発行条件の指定の仕方が変わります。 

 月 指 定：月選択より印刷付きを指定します。ドラッグすることにより複数月指定も可能です。 

 日付指定：印刷開始日付および終了日付を指定します。 

 整理番号：印刷開始番号および終了番号を指定します。 

3. 伝票種類：単一仕訳伝票か、複合仕訳伝票か選択します。 

4. 用紙区分：出力する用紙サイズ・向きを選択します。 

5. 証憑有無：証憑の「有」「無」を表示するか否かを選択します。 

6. 証憑貼付欄：証憑貼付欄を印刷するか否かを選択します。 

7. 内部取引：内部取引情報を印刷するか否かを選択します。 

8. 右上      を選択します。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

ワンポイント 

◆証票貼付欄を必要としない場合、「単一仕訳」で「Ａ4 縦」を選択すると、 

上下に 2 枚の伝票を印刷することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.  仕訳伝票印刷 メインメニュー → 仕訳伝票印刷  

A4：伝票（証憑貼付欄あり） A4：伝票（上下伝票） 
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5章 仕訳日記帳 
 

 

 

 

仕訳日記帳 ................................................................. 2 

1. 仕訳日記帳画面表示................................................. 2 

仕訳日記帳画面設定 ............................................ 3 

2. 仕訳日記帳印刷 ...................................................... 4 

 

 

Capture 
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 仕訳伝票を日付順・整理番号順に一覧表示・印刷を行います。 

 画面表示からダイレクトに伝票へ移動・修正することもできます。 
 

 

 

・拠点区分、サービス区分、処理年度を選択します。 

・月指定：表示する月を選択します。（複数月選択も可能） 

 日付指定：表示する期間を選択します。（月跨ぎも可能） 

・表示順： 日付順  を選択すると、日付が早いものから順に表示します。 

       整理番号順  を選択すると、整理番号が小さいものから順に表示します。 

・     または      を選択し、前後の月に変更が可能です。 

・     より、印刷処理画面へ移動します。 

・伝票を選択し      より、選択した伝票を伝票入力画面で開き修正も可能です。 

※ 対象伝票をダブルクリックして、該当伝票を開くことも可能です。 

 

 

 

 

 

下記の条件のいずれかに当てはまる時は表示されません 

・サービス区分を選択し、部門管理をしていない 

・サービス管理していない拠点区分を選択している 

・仕訳日記帳画面設定で区分の表示を「しない」にしている。 

 

 

 

 

上段に証憑、下段に小切手を表示します。 

伝票計の行に「＊」マークがある伝票は複合伝票です。 

 

 

 

 

メモにチェックがある時は、メモの登録があります。 

マークをクリックするとメモの内容を確認することができます。 

付箋に色がついているものは、付箋の設定があります。 

 

仕訳日記帳 

1.  仕訳日記帳画面表示 メインメニュー → 仕訳日記帳  
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注意 

サービス区分を指定した時に表示される伝票は「仕訳伝票入力 サービス単位」で登録した伝票です。 

「仕訳伝票入力 拠点単位」で登録した伝票は表示されません。 

 

 

 仕訳日記帳画面設定  

  仕訳日記帳画面の表示の設定を行います。 

 

・整理番号の表示：整理番号列の表示の有無を選択します。 

・ｻｰﾋﾞｽ･部門区分の表示：サービス区分、部門区分列の表示の有無を選択します。 

・内部取引の表示：内部取引列の表示の有無を選択します。 
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1. 処理年度、拠点区分、サービス区分を確認します。 

2. 発行区分を選択します。選択項目により発行条件の指定の仕方が変わります。 

 月 指 定：月選択より印刷付きを指定します。ドラッグすることにより複数月指定も可能です。 

 日付指定：印刷開始日付および終了日付を指定します。 

 整理番号：印刷開始番号および終了番号を指定します。 

3. 資金収支科目：資金収支科目の表示の有無を選択します。 

4. 整理番号：整理番号の表示の有無を選択します。（伝票番号は必ず表示されます） 

5. 罫線印刷：一仕訳ごとに罫線を表示するかの有無を選択します。 

6. ｻｰﾋﾞｽ･部門区分：サービス区分・部門区分の表示欄の有無を選択します。 

7. 内部取引：内部取引表示の有無を選択します。 

8. 右上      を選択します。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

 

2.  仕訳日記帳印刷 メインメニュー → 仕訳日記帳 →印刷 

印刷サンプル 
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6章 出納帳 
 

 

 

 

1. 出納帳印刷 ............................................................ 2 

帳票種類 .......................................................... 3 

 

 
  

Capture 
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 現金預金科目の仕訳を集計し、現金出納帳と預金出納帳の印刷を行います。 

 

1. 処理年度、拠点区分（サービス区分）を選択します。 

2. 月 選 択：出力を行う月を選択します。（複数月の選択も可能） 

3. 改頁区分：改頁を「月ごと」にするのか、または「改頁しない」かを選択します。 

4. 科目選択：科目を選択します。（小口現金/普通預金など、現金預金の下層科目のみ選択が可能） 

5. 帳票区分：現金出納帳、預金出納帳を選択します。 

6. 右上      を選択します。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

 

  

1.  出納帳印刷 メインメニュー → 出納帳印刷  
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 帳票種類  

  現金出納帳、預金出納帳の二種類があります。科目にあわせてご利用ください。 

 

 

 

 ・日付順に仕訳を出力します。 

 ・出金科目には相手科目を表示します。 

  

 

 

 

 

 ・日付順に仕訳を出力します。 

 ・相手科目の出力はありません。 

 

 

 

 

現金出納帳 

預金出納帳 
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7章 月次試算表 
 

 

試算表について .......................................................... 2 

1. 月次試算表 ............................................................ 2 

2. バランスチェック ................................................... 3 

3. 試算表印刷 ............................................................ 4 

4. 内訳表印刷 ............................................................ 5 

5. パターン設定 ......................................................... 6 

 

 

 

Capture 
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 貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書を画面表示・印刷します。 

 画面表示からダイレクトに総勘定元帳へ移動することもできます。 
 

 

・拠点区分、サービス区分、処理年度を選択します。 

・月 選 択：表示、確認を行う月を選択します。（複数月選択も可能） 

・表示制御： 全科目  もしくは  残高のある科目のみ  を選択します。 

・科目区分： 全科目   中区分   小区分 のいずれかを選択します。 

中区分、小区分を選択した時は、その区分の科目まで表示します。 

・画面上部で「貸借対照表」「資金収支計算書」「事業活動計算書」の選択で表示の切り替えを行います。 

・画面左で「資産の部」「負債の部」（または、事業活動の収支など）の選択で表示部の切り替えを行います。 

・     または     を選択し、前後の月に変更が可能です。   

・     より、印刷処理画面へ移動します。 

・勘定科目を選択し      より、選択した科目を総勘定元帳で開くこともできます。 

※ 勘定科目をダブルクリックして、総勘定元帳を開くことも可能です。 
  

試算表について 

1.  月次試算表 メインメニュー → 月次試算表 
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貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書 三表の整合性のチェックができます。 

 

【次期繰越活動増減差額】 

「貸借対照表」と「事業活動計算書」の「次期繰越活動増減差額」は一致します。 

【当期資金収支差額】 

 「貸借対照表」と「事業収支計算書」の「当期資金収支差額」は一致します。 

※この機能は、バランスの確認であり、仕訳の整合性を確認する機能ではありません。 

 

 ワンポイント（○が表示されない場合） 

・仕訳の際「諸口」を使用し、諸口不一致が発生している。 

・入力済伝票に資金収支除外       （チェックを外した状態）を使用している。 

 上記の可能性が考えられます。 

 

 

 
  

2.  バランスチェック メインメニュー → 月次試算表 
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貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書を印刷します。 

 

 

 

・処理年度を選択します。 

・区分種類：集計単位を選択します。 

・月選択：集計月を選択します。（複数月の選択も可） 

・帳票区分：出力したい帳票にチェックを入れます。 

 

＜設定＞ 

 右上の設定より、出力する帳票のレイアウト等を変更できます。 

帳票タイプ：それぞれのレイアウトは帳票サンプルでご確認ください。 

科 目 区 分：選択した区分までの科目を出力します。 

       残高のある科目のみ印刷にチェックを入れると、予算や残高がない科目は出力されません。 

       法人科目のみ印刷にチェックを入れると、決算書に表示される科目のみ出力されます。 

罫 線 印 刷：「あり」を選択すると一行ごとに罫線を表示します。 

 

＜集計区分＞ 

 複数月指定した時に使用可能となります。 

期間合計：選択した期間を集計した帳票を出力します。 

月 ご と：選択した期間の、月ごとの帳票を出力します。 
  

3.  試算表印刷 メインメニュー → 月次試算表 → 印刷   
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貸借対照表内訳表、資金収支内訳表、事業活動内訳表を印刷します。 

 

 

・処理年度を選択します。 

・区分種類：集計単位を選択します。 

・月選択：集計月を選択します。（複数月の選択も可） 

・帳票区分：出力したい帳票にチェックを入れます。 

 
 

科 目 区 分：選択した区分までの科目を出力します。 

       残高のある科目のみ印刷にチェックを入れると、予算や残高がない科目は出力されません。 

       法人科目のみ印刷にチェックをいれると、決算書に表示される科目のみ出力されます。 

罫 線 印 刷：「あり」を選択すると一行ごとに罫線を表示します。 

 

 
  

4.  内訳表印刷 メインメニュー → 月次内訳表印刷   
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 科目ごとに出力区分を選択して印刷する事ができます。 

1.科目区分で[パターン]を選択します。 

2.帳票区分の下にパターン選択の項目が表示されます。 

3.コンボボックスの右側にある      ボタンをクリックし、試算表パターン設定画面に移動します。 

 

4.コード、名称を入力し、出力区分を選択します。（中区分科目ごとの設定が可能です） 

5. 登録：F1  ボタンで設定を登録します。 

 

 ＜出力サンプル＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.  パターン設定    

全科目 パターン 
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8章 総勘定元帳 
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1. 拠点区分、サービス区分、処理年月を選択します。 

2. 勘定科目を選択します。（伝票入力と同様に、文字入力および、検索が可能です。） 

3.      または      を選択し、表示する月を変更可能です。   

4.      より、印刷処理画面へ移動します。 

・伝票を選択し      より、選択した伝票を伝票入力画面で開くことができます。 

※ 対象伝票をダブルクリックして、該当伝票を開くことも可能です。 

 

ワンポイント 

小区分科目（健康保険、厚生年金など）を確認時は            を使用すると、 

当月の預り金を簡単に確認できます。 

 

＜設定＞ 

・サービス・部門区分の表示：サービス区分・部門

区分列の表示の有無を選択します。 

・内部取引の表示：内部取引列の表示の有無を選択

します。 

※画面が小さい場合で、区分の表示より、摘要を広

く表示したい場合などに設定を変更してください。 

 
  

1.  総勘定元帳 メインメニュー → 総勘定元帳  
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1. 拠点区分、サービス区分、月指定、元帳区分を選択します。 

※科目区分で詳細設定を選択している場合は「元帳区分」の選択はできません。 

2. 科目区分は「科目設定」「最下層科目のみ」「詳細設定」より選択します。 

3. 右上      を選択します。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

ワンポイント 

・小口現金、普通預金など、小区分を設定している場合に「現金預金」を印刷すると重複印刷されますが 

【最下層科目のみ】を選択していただくと、現金預金などは印刷されません。 

 ※最下層科目のみの場合、元帳区分「総勘定元帳」「収支元帳」両方を印刷します。 

・「総勘定元帳」「収支元帳」「補助簿」の違い。 

 総勘定元帳：貸借対照表、事業活動計算書の科目が印刷されます。 

 収 支 元 帳：資金収支計算書の科目が印刷されます。 

 補 助 簿：決算書に出力される科目より下層の科目は補助簿として出力されます。 

       ※帳票タイトルは帳票タイトルマスタで変更が可能です。 

 

 

 

 

 

2.  総勘定元帳印刷   
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 総勘定元帳印刷設定  

元帳タブの右上隅にある      ボタンから移動できます。 

 

仕訳の無い科目：処理年度中に動きのない科目に対しての処理を選択します。 

改 頁 区 分：複数月分まとめて出力する時、月ごとに改頁するかしないかを選択します。 

      「月ごと」を選択している時で複数月まとめて印刷する時、各月の残高により出力の有無を 

      判断する場合は「残高のない月は出力しない」にチェックをいれます。 

用 紙 区 分：Ａ４用紙で横向きと縦向きどちらで印刷するかを選択します。 

      Ａ４横：１頁に出力される仕訳数は少ないが、相手科目は略称ではなく名称を表示する。 

      Ａ４縦：1 頁に出力される仕訳数は増えるが、相手科目が略称になり、サービス区分名や 

部門区分名が表示されない。 

内 部 取 引：内部取引項目の表示の有無を選択します。 

表 示 順：総勘定元帳と補助簿を分けてファイリングされている場合は 

「元帳を全て出力した後に補助簿を出力する」をお勧めします。 

最下層判定：最下層科目の判定を総勘定元帳と補助簿それぞれでするか、全体で見るかを選択します。 

元帳と補助簿それぞれで最下層判定をする時 

 法人科目の中での最下層科目と拠点科目の中での最下層科目 

をそれぞれ出力します。 

 右記の画像の場合、線で消している科目が出力されません。 

 

 

 

 

 

元帳と補助簿全体で最下層判定をする 

 法人科目と拠点科目すべての中での最下層科目を出力します。 

右記の画像の場合、線で消している科目が出力されません。 
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 科目区分の使い方  

出力する科目の絞り込み方法が複数あります。 

＜科目指定＞ 

・選択した科目範囲の間にある科目を全て出力 

 右記の画像の場合、現金預金と前払費用の他、その

間にある未収金や立替金等も出力する。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

＜最下層科目のみ＞ 

・すべての科目の中で、最下層の科目のみ出力 

 右記の画像の場合、線で消している科目は出力されません。 

  

 

 

 

 

・ただし、補助簿出力を「なし」にしている場合、拠点区分 

科目（文字色が黄色の科目）は出力されず、「保育)補助金 

事業収益」が出力されます。 

 

 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

＜詳細設定 区分選択＞ 

・複数の条件設定が可能です。 

 すべての条件に一致する科目のみ出力します。 

・科目範囲指定：選択した科目範囲の間にある科

目を出力 

・科目区分：選択した区分の科目のみ出力 

・最下層科目のみ：最下層の科目のみ出力 

・補助簿のみ：拠点科目のみ出力 

 

＜詳細設定 科目指定＞ 

・スプレッドで○をつけた科目のみ出力します。 

・パターンの登録も可能です。 

・スプレッドの背景が黄色い科目は貸借対照表、事業活

動科。水色の科目は資金収支科目です。 

・「法人科目のみ」を選択すると、拠点科目はリストに

表示されません。 
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 元帳パターン登録  

総勘定元帳印刷の科目詳細設定：科目指定で使用するマスタを登録します。 

※総勘定元帳印刷指示画面の、パターン右側の  設定  ボタンから移動します。 

 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

 

・サービス区分：サービス区分ごとに設定を行う場合は該当のサービス区分を選択します。 

・科目区分：「法人科目のみ」を選択すると、拠点科目をリストに表示しません 

・全 選 択：全ての科目に○をつけます。 

・全 解 除：全ての科目の○を外します。 

・最下層のみ選択：最下層科目にのみ○をつけます。その後の修正も可能です。 

・背景色が黄色い科目は、貸借対照表、事業活動科目です 

・背景色が水色の科目は、資金収支科目です。 
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 元帳の画面で伝票を入力・修正する事ができます。 

 元帳画面で入力した伝票は通常の伝票入力画面から呼び出す事もできます。 

 元帳画面で入力した伝票は、一行一伝票となります。複数行の伝票作成はできません。 

 この画面では「月計」の集計を行いません。 

 元帳画面の       ボタンでもこの画面へ移動できます。 

 

 設定  

項目の表示や作成伝票の種類を選択します。 

 

 

・サービス・部門区分の表示：サービス区分・部門区分行(三行目)の表示の有無を選択します。 

              ※ただし、編集モードの時は必ず表示されます。 

・内部取引の表示：内部取引列の表示の有無を選択します。 

・作成伝票の種類：元帳入力画面で新規作成する伝票の種類を選択します。 

 

サービス単位伝票・拠点単位伝票の選択 

メインメニューの仕訳伝票入力で最初に表示される画面と同じ種類で起票します。 

※通常の伝票はサービス単位、元帳入力で作成する時のみ拠点単位伝票という事はできません。 

 

  

3.  総勘定元帳入力 メインメニュー → 総勘定元帳(入力)  
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 新規伝票入力  

元帳入力画面から新規伝票を起票します。 

 

1. 拠点区分、サービス区分（就労科目の時は部門区分）を選択します。 

2. 処理年度を選択します。 

3. 科目を選択します。（最下層科目でなくても可） 

4. 伝票編集[F12] ボタンをクリックします。 

5. [3]で選択した科目が最下層でなかった時、科目(最下層)を選択します。 

6. 拠点単位伝票の時や就労科目の時、サービス区分や部門区分を選択します。 

7. スプレッドの最終行に仕訳を入力します。 

8. 日付を入力した時点で次の行が追加されますので、続けて入力も可能です。 

9. 入力内容を確認後 登録[F1] より登録します。 

 

＜伝票編集ボタンが押せない時＞ 

 下記状態の時は伝票編集を行えません。 

 ・科目を選択していない。 

 ・サービス単位伝票の時、サービス区分を選択していない。 

 ・就労科目を選択している時、部門区分を指定していない。 

 ・月選択で「年」を選択している。 

 

＜新規伝票が追加できない（空白行が無い）時＞ 

・収支専用科目（固定資産取得支出等）を選択している。（既存伝票の修正のみ可能です） 
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 既存伝票修正  

元帳入力画面で起票した伝票の他、仕訳伝票入力画面で起票した伝票の修正も可能です。（一部制限あり） 

 

1. 拠点区分、サービス区分（就労科目の時は部門区分）を選択します。 

2. 処理年度を選択します。 

3. 科目を選択します。（最下層科目でなくても可） 

4. 伝票編集[F12] ボタンをクリックします。 

5. セルの色が白い箇所が修正できますので、必要に応じて修正します。 

6. 入力内容を確認後 登録[F1] より登録します。 

 

＜編集できる条件＞ 

 全ての伝票で修正可能：摘要・証憑・小切手・メモ・付箋 

 一仕訳のみの伝票でのみ修正可能：日付・相手科目・金額・内部取引 

 他の項目はどの伝票でも修正不可 

 

＜伝票編集ボタンが押せない時＞ 

 下記の状態の時は伝票編集を行えません。 

・科目を選択していない。 

・サービス単位伝票の時、サービス区分を選択していない。 

・就労科目を選択している時、部門区分を指定していない。 

・月選択で「年」を選択している。 

・月選択で「決」を含む複数月選択している。 
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9章 摘要集計 
 

 

摘要集計の手順 ........................................................... 2 

1. 摘要マスタ .......................................................... 2 

2. 仕訳伝票入力 ....................................................... 3 

3. 摘要集計表印刷 .................................................... 3 

帳票種類 ·························································· 4 

集計除外科目設定 ·············································· 5 
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摘要コードを元に、仕訳伝票から金額を集計します。 

取引先ごとに集計したい時などにご利用いただけます。 
 

 摘要集計を行うには、摘要マスタの登録が必要です。 

 

・集計を行いたい名称（業者名など）を入力します。 

・集計したい摘要のチェックを   にします。 

 

 

 ※注 意 

  摘要コードを変更することができますが、登録済の伝票の摘要コードは変更されませんので 

  集計を行う摘要のコードを変更すると、摘要集計表で正しい金額が集計されなくなりますので 

  ご注意ください。 

  

 

 

 

 

  コード変更した後に、登録済伝票を含めて摘要集計印刷する場合は、 

  対象の伝票を開き摘要コードの修正をお願いします。 

 

 

摘要集計の手順 

1.  摘要マスタ 初期設定 → 摘要マスタ 

◆摘要集計を行うには、 

【集計】に  が必要です。 
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・摘要コードを使用して仕訳伝票を起票します。（二段目にセットしても集計されます） 

・摘要コードでセットした摘要名の後ろに文字の追加は可能です。 

 

摘要集計表・取引推移表の二種類の帳票が出力できます。 

 

・処理年度、拠点区分（サービス区分）を選択します。 

・帳票区分：出力したいレイアウトを選択します。 

・月 選 択：出力を行う月を選択します。（複数月選択も可能） 

      帳票区分で【取引推移表】を選択している場合、１年分を出力するため、 

      月選択は使用不可となります。 

 

 

2.  仕訳伝票入力 メインメニュー → 仕訳伝票入力 

3.  摘要集計表印刷 メインメニュー → 摘要集計表 印刷 

◆集計したい摘要が表示されて

いない時は、摘要マスタ画面で

【集計】に  を入れて登録し

てください。 
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ワンポイント 

パターンの選択列をクリックすることにより、○を外したりつけたりする事ができます。 

○を外した摘要は集計表示されません。 

 特定の業者のみ表示したい時などに設定を変更してご利用ください。 

 

 

 帳票種類  

  摘要集計表・取引推移表の二種類の帳票があります。用途に合わせてご利用ください。 

 

 

 

    ・摘要コード、科目ごとに金額を集計して出力します。 

    ・複数月選択した時は、その期間中の合計金額を出力します。 

    ・集計する金額が無い摘要は出力されません。 

 

 

 

 

    ・摘要コード、科目ごとに金額を集計して出力します。 

    ・12 か月分を月ごとに集計し、年合計を出力します。 

 

摘要集計表 

取引推移表 
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 集計除外科目設定  

 

  ・集計表示しない科目を設定します。 

  ・中区分単位で設定が可能です。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワンポイント 

科目を追加・削除した時などで、設定した科目が表示されない場合は科目検索年度を変更してください。 



予算入力 

1 

10 

 

10章 予算入力 
 

 

 

 

予算書作成 .................................. 2 

1. . 予算入力 ..................................2 

当初予算 ...............................2 

補正予算入力 ...........................4 

流用予算入力 ...........................5 

予備費の補正・振替について .............5 

試算取込 ...............................6 

2. . 予算書印刷 ................................7 

3. . 予算内訳書印刷 ............................8 

4. . 各種設定 ..................................9 

金額等、表示に関する設定 ...............9 

 予算を拠点管理する場合 ................ 10 

 

 

Capture 



予算入力 

2 

当初予算、補正予算、流用予算を作成できます。 

部門管理していない拠点区分は、年度更新をしなくても翌年度の当初予算が入力できます。 

 

 当初予算  

  当初予算の入力を行います。 

 

1. 拠点区分、処理年度を入力します。 

2. 予算区分で  当初予算  を選択します。 

（当初予算データが無い場合、補正予算、流用の入力はできません。） 

3. 予算作成日を入力します。（後で修正も可能です。） 

4. 科目区分を選択します。（※注） 

5. サービス管理している場合はサービス区分（部門区分）を選択します。 

6. 当 初 予 算：当初予算金額を入力します。 

7. 差   額：前年度予算と当初予算の差額を表示します。 

8. 前年度予算：設定画面の「当初予算の前年度予算表示額」で選択した金額を表示します。 

9. 前年度実績：前年度の決算額を表示します。 

10. 摘要(積算根拠)：全角１５文字で 10 行分まで入力が可能です。 

11. データの入力が終わりましたら  登録：F1  をクリックし保存します。 

  ※ 前年複写：F2  ：当初予算欄に、画面上の前年度予算と同額をセットします。 

 

 

 

 

 

予算書作成 

1.  予算入力 メインメニュー → 予算入力  
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 ※注意 

 ・科目区分は当初予算新規登録時のみ変更可能です。 

 ・科目を「全科目」で設定し、印刷時に「小区分」「中区分」で印刷することが可能です。 

 ・小区分以下で予算管理される場合は「全科目」をご選択ください。 

 ・全科目にしても登録した科目が表示されない場合、科目使用「しない」になっている可能性があります。 

  拠点区分科目マスタで該当科目の、「科目使用」設定をご確認ください。 
 

 

 

 画面下部「前期末支払資金残高」について 

・前期末支払資金残高は決算時貸借対照表の流動資産と流動負債の差額を表すものです。 

 二年度目以降は当初予算書を作成した時点での前年度支払資金残高（決算未確定額）を 

 自動で表示します。※暫定金額が予定金額と離れている場合は修正してください。 

・なお、画面右上の前期末支払資金欄には、常に最新の状態での金額が表示されています。 
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 補正予算入力  

  補正予算の入力を行います。 

  

1. 拠点区分、処理年度を入力します。 

2. 予算区分で  補正予算  を選択し、回数を入力します。初回は「1」のみ入力できます。 

それ以降は登録済み回数 +1 まで指定で、最高「99」まで入力可能です。 

3. 予算作成日を入力します。（後で修正も可能です） 

4. サービス管理している場合はサービス区分（部門区分）を選択します。 

5. 新規登録時、補正後予算額と摘要は前回予算のデータを複写して表示します。 

6. 予 算 現 額：設定画面の「補正予算の予算現額表示額」で選択した金額が表示されます。 

7. 補 正 額：予算現額と補正後予算額の差額が表示されます。 

8. 補正後予算額：補正を行う科目の金額を修正します。 

9. 執 行 額：処理年度末の執行額を表示しています。入力時の参考にご利用ください。 

10. 摘要(積算根拠)：全角１５文字で 10 行分まで入力が可能です。 

11. データの入力が終わりましたら  登録：F1  をクリックし保存します。 

  ※ 前回複写：F2  ：補正後予算額に画面上の予算現額と同額をセットします。 

             摘要に前回予算の摘要をセットします。 

画面下部「前期末支払資金残高」について 

前回の予算で設定されている前期末支払資金残高と、現時点での前期末支払資金残高が違う場合、 

当予算書で補正するか確認メッセージが表示されます。 

 は い  現時点の前期末支払資金残高を表示します。 

 いいえ  前回の予算で設定した前期末支払資金残高をそのまま表示します。 
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 流用予算入力  

  流用予算の入力を行います。 

 

1. 拠点区分、処理年度を入力します。 

2. 予算区分で  流用  を選択し、回数を入力します。初回は「1」のみ入力できます。 

それ以降は登録済み回数 +1 まで指定で、最高「99」まで入力可能です。 

3. 予算作成日を入力します。（後で修正も可能です） 

4. サービス管理している場合はサービス区分（部門区分）を選択します。 

5. 新規登録時、補正後予算額と摘要は前回予算のデータを複写して表示します。 

6. 予算現額：予算作成日現在の予算金額が表示されます。 

7. 流用額：予算現額と流用後予算額の差額が表示されます。 

8. 流用後予算額：流用を行う科目の金額を修正します。 

9. 執行額：処理年度末の執行額を表示しています。入力時の参考にご利用ください。 

10. 摘要(積算根拠)：全角１５文字で 10 行分まで入力が可能です。 

11. データの入力が終わりましたら  登録：F1  をクリックし保存します。 

・前回複写：F2  ：流用後予算額に画面上の予算現額と同額をセットします。 

          摘要に前回予算の摘要をセットします。 

 

 予備費の補正・振替について  

 

 決算書などで予備費を上記のように出力するには、以下の手順で予算入力を行います。 

 【当初予算】 

 

   「予備費支出」に、予備費として計上する金額を入力します。 

 【補正・流用予算】 

 

   「予備費振替」に、他の予算に充てた金額をマイナス（－）で入力します。 
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 試算取込  

 資金収支試算画面で登録した金額を取り込むことができます。 

 作成回数の指定はできません。 

  

 ※注意 

 ・取り込む資金収支試算の作成回数の指定はできません。 

取込を実行する時点で登録されている最終回数の金額を取り込みます。 

 ・予算入力画面の科目階層指定が、資金収支試算より低い場合は取込できません。 

   予算入力画面 中区分 ： 試算入力画面 小区分 ⇒〇 取り込めます 

   予算入力画面 小区分 ： 試算入力画面 中区分 ⇒× 取り込めません 

 

部門区分がある時 

予算入力がサービス区分単位の時で、資金収支試算画面で部門指定「しない」にしている時、 

予算入力画面では部門区分で「一般」を指定いている時にデータの取り込みが可能です。 
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予算書を印刷します。予算入力画面で  印刷：F10  をクリックします。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 拠点区分、サービス区分を選択します。 

3. 帳票区分で  当初予算   補正予算(回数)   流用(回数)  を選択します。 

4. 作成日は、予算登録の日付が自動的に表示されます。※日付の変更は可能です。 

5. 科目区分：出力する科目区分を選択します。 

     予算入力画面で指定した科目区分より上の区分での印刷が可能です。 

     金額の設定がある科目のみ表示する場合は「残高のある科目のみ印刷」にチェックを入れます。 

6. 罫線印刷：「あり」を選択すると一行ごとに罫線を表示します。 

7. 右上      から印刷を行います。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

  

2.  予算書印刷 メインメニュー → 予算入力 → 印刷  

印刷サンプル 
XX 

XX 
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予算帳票の内訳書タブを選択します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 区分種類を選択します。 

  拠点区分  指定した拠点区分に属するサービス区分ごとの内訳を出力します。 

  事業区分  指定した事業区分に属する拠点区分ごとの内訳を出力します。 

  法  人  事業区分ごとの内訳を出力します。 

  グループ  指定したグループに属する拠点･サービス区分ごとの内訳を出力します。 

3. 月 選 択：選択した月の末日の予算金額を出力します。 

4. 科目区分：出力する科目区分を選択します。 

     予算入力画面で指定した科目区分より上の区分での印刷が可能です。 

     金額の設定がある科目のみ表示する場合は「残高のある科目のみ印刷」にチェックを入れます。 

5. 罫線印刷：「あり」を選択すると一行ごとに罫線を表示します。 

6. 右上      から印刷を行います。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

 科目区分について 

  拠点区分ごとに科目区分の設定が違う場合は、上の区分にあわせて表示を行います。 

  例）Ａ施設：中区分 Ｂ施設：小区分 合算して表示する場合、中区分で表示されます。 

 

 

3.  予算内訳書印刷 メインメニュー → 予算入力 → 印刷  

印刷サンプル XX 
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  法人様の状況に合わせて予算に関わる設定を行います。 

 金額等、表示に関する設定 メインメニュー →予算入力 → 設定 
  

 

 

・当初予算の前年度予算表示額 

 

  当初予算入力画面の、前年度予算に表示する予算額を設定します。（印刷物も同設定で表示します） 

   当 初 予 算 額  前年度の、当初予算額を表示します。 

   最 終 補 正 予 算 額  前年度の、最終補正予算額を表示します。 

              補正予算がない場合は当初予算額を表示します。 

   最終予算額(流用含む)  前年度の、流用を含む最終予算額を表示します。 

 

・補正予算の予算現額表示額 

 

  補正予算入力画面の、予算現額に表示する予算額を設定します。（印刷物も同設定で表示します） 

   流用額を反映しない  補正予算 1 回目の時は当初予算額を表示します。 

              補正予算 2 回目以降の時は、1 回前の補正後予算額を表示します。 

   流用額を反映する  流用予算を登録している場合に、当初、補正、流用予算の中で 

              予算作成日に一番近い予算登録額を表示します。 

 

・補正予算の表示 

  補正予算の回数表示を「次」と「回」を選択します。（印刷物も同設定で表示します） 

   第○回   

   第○次   

  ※流用回数表示は「回」のみです。 

4.  各種設定   
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 予算を拠点管理する場合 初期設定 → 拠点区分マスタ 

 サービス管理している拠点区分で、予算管理を拠点区分単位で行うように設定が可能です。 

  1.拠点区分マスタの予算管理区分を「拠点区分」に設定します。 

 

  2.予算入力画面でサービス区分の選択肢が表示されなくなり、拠点区分での予算入力が可能になります。 

 

 

  ※予算管理区分がサービス区分の時、予算入力画面にサービス区分の選択肢が表示されます。 

 

 

 

 

 予算管理区分について 

  当初予算を登録する前であれば何度でも変更可能です。 

  サービス管理「しない」拠点の場合は予算管理区分は表示されません。 
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固定資産の登録を行います。 

 

1. 処理年度と拠点区分を選択します。 

2. コードには自動で未使用番号が表示されますので、そのまま必要事項を入力します。 

3. 必要な箇所を入力し、  より保存します。 

※ 任意設定は、システム導入時等に使用する事がございます。通常は使用しません。 
 

コ  ー  ド 1～99999で入力可能です。 

資  産  名 半角 50文字（全角 25文字）まで入力可能です。 

サービス区分 サービス管理している拠点区分の時に選択します。 

控除対象財産 控除対象財産の有無を選択します。※財産目録画面での集計に関係します。 

科    目 該当する固定資産科目を選択します。 

取得年月日  資産を取得した日付を入力します。 

償却開始日  資産の償却開始日を入力します。原則、取得年月日と同日を入力します。 

取 得 価 額 

うち国庫補助額 

資産の取得価額を入力します。 

国庫補助金がある場合は、うち国庫補助額にも入力します。 

償 却 方 法 償却方法を選択します。 

定額法・定率法・償却なし・リース期間定額 

耐 用 年 数 耐用年数を入力します。右側の     で耐用年数一覧が表示できます。 

償  却  率 選択した償却方法と耐用年数により、償却率を表示します。 

固定資産 

1.  固定資産登録 固定資産メニュー → 固定資産登録  
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残 存 割 合 残存価額率を入力します。 

平成 19年 4月 1日以降に取得した資産は「0」に設定します。 

残 存 価 額 

うち国庫補助額 

残存価額を入力します。 

平成 19年 4月 1日以降に取得した資産は「1」に設定します。 

ただし、ソフトウェア、リース資産は自動で「0」がセットされます。（修正不可） 

償却限度割合 残存割合に 0以外を設定した時に表示されます。 

平成 19年 3月 31日以前に取得した資産は「0」に設定します。 

償却限度額  

うち国庫補助額 

残存割合に 0以外を設定した時に表示されます。 

平成 19年 3月 31日以前に取得した資産は「1」に設定します。 

うち国庫補助額は「0」に設定します。 

摘    要 半角 64文字（全角 32文字）まで入力可能です。 

固定資産管理台帳に出力されます。 

除却年月日  資産を処分した日付を入力します。 

除 却 事 由 除却年月日を入力した時に、除却事由を選択します。 

任 意 設 定 システム導入時など、期首残高が違う場合に設定を行います。 

メ    モ 半角 34文字（全角 17文字）×6行まで入力可能です。 

固定資産管理台帳等には出力されません。 

画 像 選 択 資産の写真等が保存可能です。 

固定資産物品台帳に出力されます。 

 

償却方法 

 特定の科目について、償却方法が自動でセットされます。 

  償 却 な し：(基)土地、土地、権利 

  リース期間定額：有形リース資産、無形リース資産 
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通常仕訳入力時に固定資産の登録が可能です。 

 

1. 伝票を入力（表示）し、画面上部の  を押下します。 

2. 伝票画面の設定が反映された状態で固定資産登録画面が表示されます。 

3. 必要事項を入力・修正し、登録します。 

＜固定資産登録画面に反映される内容＞ 
 

コ  ー  ド 未使用の番号を表示します。 

資  産  名 仕訳伝票の摘要を表示します。 

サービス区分 仕訳伝票のサービス区分を表示します。 

科    目 仕訳伝票の借方科目を表示します。 

借方科目が固定資産科目ではない場合反映されません。 

取得年月日  仕訳伝票の年月日を表示します。 

償却開始日  仕訳伝票の年月日を表示します。 

取 得 価 額 

うち国庫補助額 

仕訳伝票の金額を表示します。 

うち国庫補助額は必要に応じて入力を行ってください。 

償 却 方 法 科目にあわせて償却方法を表示します。 

耐 用 年 数 「1」と表示されますので、必ず相応の耐用年数を入力してください。 

償  却  率 選択した償却方法と耐用年数により、償却率を表示します。 

残 存 価 額 

うち国庫補助額 

「1」と表示します。 

※ソフトウェア、リース資産の時は「0」と表示します。（修正不可） 

摘    要 必要に応じて入力を行います。 

 ・単一伝票：複数行入力している場合、一行目の摘要及び金額が反映されます。 

 ・複合伝票：カーソルがある行の科目、金額、摘要が反映されます。 

 

  

2.  固定資産登録（伝票入力より） 固定資産メニュー → 固定資産登録  

固定資産の伝票内容を入力後に

【固定資産】ボタンを押下します。 
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1. 処理年度に、処分する日が属する年度を入力します。 

2. 拠点区分を選択します。 

3. 除却する固定資産を呼び出します。 

〈方法 1〉コード右側の   より固定資産検索で選択。 

〈方法 2〉        を選択し      を押下し固定資産検索で選択。  

〈方法 3〉固定資産コードが判明している場合は、コードに入力する。 

4. 該当固定資産の呼び出し後、固定資産「除却年月日」「除却事由」を入力します。 

5. 登録を実行すると、除却伝票作成のメッセージが表示されます。 

 
 

ワンポイント 

◆固定資産を誤って除却登録した場合「除却資産は表示しない」のチェックを外すと、 

 除却固定資産を表示・呼び出して修正が可能です。 

 

 

  

3.  固定資産の除却 固定資産メニュー → 固定資産登録  
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固定資産を共有使用し、減価償却費等を按分把握する必要がある場合等に使用します。 

 

1. 資産登録時に、サービス区分で「按分設定」を選択します。 

2. 按分設定タブを選択します。 

3. 按分するサービス区分や根拠数を入力します。 

就労支援の場合、部門区分を選択し製造・販管に根拠数を入力します。 

 

     ↓部門区分を選択した場合、製造・販管への入力が可能になります。 

 

 ※固定資産管理台帳等で、サービス区分や部門区分を選択した時、按分した金額が表示されます。 

 

 
 

  

4.  固定資産の按分登録 固定資産メニュー → 固定資産登録  
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  固定資産コードを変更することができます。 

 

1.変更したい資産の新規コードに、新しいコード番号を入力します。 

2. 実行：F1  ボタンで処理を実行します。 

 

・  連番セット  ボタンを押すと、カーソルがある場所から下方向に連番をセットします。 

                

 

  

5.  固定資産コード変更 固定資産メニュー → 固定資産登録 → コード変更  
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  固定資産を違う施設に移管する時に使用します。※仕訳は自動で作成はされません。 

  1.移管元の資産で除却年月日、除却事由が設定されていないのを確認します。 

  （設定されている場合除却設定を外して登録します） 

  2. [移管処理]ボタンを押し固定資産移管処理画面へ移動します。 

 

  3.移管元の拠点と資産、移管先の拠点区分（サービス区分）と科目を選択します。 

   ※選択したい資産が表示されない場合、除却設定されている可能性があります。 

  4.移管年月日を入力します。 

  5.移管月償却を選択します。移管月の減価償却を移管元で行う場合は[移管元で償却] 

   移管先で行う場合は[移管先で償却]を選択します。 

  6. 実行：F1  ボタンで処理を実行します。 

   「処理は正常に終了しました。」のメッセージが表示されれば終了です。 

 

6.  固定資産移管処理 固定資産メニュー → 固定資産登録 → 移管処理  

除却設定が入っている場合、移管処理画面

で資産が表示されません。 
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★移管元の資産に、除却年月日＝移管年月日、除却事由＝移管が設定されます。 

 移管月償却で[移管元で償却]を選択している時、移管年月日月まで移管元で減価償却を計算します。 

 移管月償却で[移管先で償却]を選択している時、移管年月日月の前月分まで移管元で減価償却を計算します。 

 移管処理後、固定資産登録画面で資産情報を修正した場合、当期減価償却額等が変わる可能性があります。 

 その際は移管先の資産設定の修正及び、固定資産管理台帳画面で当期減価償却額の修正行ってください。 

 

★移管先に、移管元と同じ資産データが登録されます。 

 移管月償却で[移管元で償却]を選択している時、償却開始日は移管月の翌月１日の日付で保存します。 

 移管月償却で[移管先で償却]を選択している時、償却開始日は移管年月日の日付で保存します。 
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固定資産管理台帳を表示します。 

 

 ・資産名をダブルクリックすると、選択した資産を修正することが可能です。 

 ・この画面で摘要の修正が可能です。修正後  登録：F1   を実行してください。 

 ・      固定資産登録画面へ移動します。 

 ・      貸借対照表チェック画面へ移動します。 

 

 当期減価償却額の修正 

  過年度で耐用年数を間違っていた時など、当期減価償却額を調整する必要が出た時、 

  右上の「当期減価償却額を修正する」にチェックを入れるとスプレッド上で金額の  

  修正が可能になります。修正後  登録：F1   で保存してください。 

  ただし、サービス区分を選択している時は使用できません。 

 

 

 

  

7.  固定資産管理台帳 固定資産メニュー → 固定資産管理台帳  
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 貸借対照表チェック  

 

 ・処理年度、拠点区分、サービス区分を選択します。 

 ・貸借対照表と固定資産台帳の期末帳簿価額を比較します。 

  差異が 0であれば正しく減価償却が行われたことになります。 

 ・金額の相違がある場合、以下のような原因が考えられます。 

① 違う年度を見ている。 

② 仕訳の金額が誤っている。 

③ 除却の仕訳が抜けている。 

④ ①-③に該当しない場合、前年の差異を確認してください。 

  そこで異なっている場合は前年の決算ですでに処理が誤っていた事になります。 

  当年度で修正し、金額が合うように調整してください。 
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固定資産管理台帳、基本財産及びその他の固定資産明細書等を印刷します。 

 

1. 処理年度、拠点区分、サービス区分、 

部門区分を選択します。 

2. 帳票区分を選択します。 

3. 頁印刷、印刷日、確認欄の設定をします。 

4.  印刷：F10  を選択し、印刷します。 

 ※貸借対照表チェックリスト、 

  入金予定償還補助金内訳書、 

  耐用年数到達資産一覧、 

  固定資産物品別台帳選択時、 

  部門区分は選択不可。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.  固定資産印刷   

明細書 

チェックリスト 

管理台帳 

増減明細 
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＜耐用年数到達資産一覧(5年分)＞ 

 処理年度から５年以内に耐用年数が到達する資産を出力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜固定資産物品別台帳＞ 

 年度末に棚卸等で使用できる物品台帳を出力します。 

 エクセル出力ではレイアウトの変更も可能です。ご希望のレイアウトがある場合は弊社までご連絡ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜固定資産控除対象一覧＞ 

 財産目録で集計する控除対象資産、対象外資産の内訳確認で使用できる帳票を出力します。 
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建物付属設備資産を建物資産に関連付ける設定を行います。 

この設定は財産目録の建物科目集計に反映します。 

 

1. 拠点区分を選択します。 

2. 財産種別を選択します。 

3. 資産選択では、大元の建物資産を選択します。 

4. 選択した建物資産に関連する建物付属設備資産にチェックを入れ  登録：F1  で登録します。 

 

例）建物付属設備設定を行っていない時 

   登録している資産が個別に出力します。 

 

 

  建物付属設備設定を行っている時 

   関連付けを行った資産は合算して出力します。 

   関連付けを行っていない資産は個別に出力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.  建物付属設備設定 固定資産メニュー → 建物付属設備設定  
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将来入金予定償還補助金を入力します。 

 

5. 拠点区分を選択します。 

6. 資産コードを入力します。 

7. 期間を入力します。 

8. 期末残高：新会計基準に移行した時やシステム導入時など、前年度残高がある場合に入力します。 

9. 入金額（増加額）：資産取得年度は、将来入金予定総額をマイナス金額で入力します。 

翌年度以降はその年度での入金予定の償還補助金額を入力します。 

※毎年同じ金額の時は、入力したセルを選択した状態で  同額ｾｯﾄ  を押すと最後の行まで 

同じ金額がセットされます。 

10. すべて入力が終わったあとで  登録：F1  で登録します。 

※期末残高がマイナスの状態での登録はできません。 

 

◇◆◇予定金額の入金がなかった時◇◆◇ 

  償還補助金が満額入金されなかった時、その年度の入金額及び減少額を修正します。 

 
 

 

 

10.  将来入金予定償還補助金 固定資産メニュー → 入金予定償還補助金  

実際に入金された金額に修正します。 

 

減額された金額を入力します 
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 ＜基本財産及びその他の固定資産明細書＞ 

  将来入金予定の償還補助金の額に、入力した金額が集計表示されます。 

 

 

 

 

 

 ＜入金予定償還補助金内訳書＞ 
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  年度末に伝票入力の画面を開きます。（単一、複合どちらでも可能です） 

 

・右上の  取込  にカーソルをあわせ  決算仕訳  を選択します。 

 

1. 拠点区分を選択します。 

2. 作成する伝票区分を選択します。 

3. 「減価償却」にチェックを入れます 

4. 摘要を入力し  生成：F1  をクリックします。 

5. 伝票入力画面で、伝票が生成されている事を確認します。 

 

 

 

 ・科目単位で仕訳を生成します。金額の内訳は固定資産管理台帳等でご確認ください。 

 ・取込機能を使わず手入力で減価償却仕訳を作成していただいても問題ありません。 

 

  

11.  減価償却仕訳 メインメニュー → 仕訳伝票入力 → 取込 → 決算仕訳  
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  固定資産の減価償却や表示に関する設定を行います。 

 

 

端 数 処 理 当期減価償却額の端数処理の方法を選択します。 

除 却 年 度 償 却 売却･除却した場合、除却した年度の減価償却の有無を選択をします。 

除却年度の累計額表示 表示する年度に除却する資産の、累計額表示の有無を選択します。 

定 額 法 償 却 方 法 定額法の償却方法を、償却率を使用するか耐用年数で計算するかを選択します。 

平成 19年度税制移行年度 移行年度を設定します（通常は変更する必要はありません）。 

残 存 到 着 後 の 償 却 残存価額に到達した後、償却限度額までの償却方法を選択します。 

均 等 償 却 開 始 年 度 均等償却を行う場合、何年度から開始するか設定します。 

 

 

  

12.  固定資産初期設定 固定資産メニュー → 固定資産初期設定  
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  除却仕訳、減価償却伝票生成で使用する科目の設定を行います。 

  ・法人で共通の設定です。単独科目は設定できません。 

 

 

 

 

 

13.  固定資産仕訳科目設定 固定資産メニュー → 固定資産仕訳科目設定  
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12 章 次年度開始処理 
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1. 次年度開始処理 ............................... 2 

2. 次年度開始処理 (再) .......................... 4 
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年度を更新して、新しい年度の仕訳入力を開始するための処理です。 

※処理を行う前に必ずバックアップをお取りください。 

1. 年度を更新する拠点区分を選択し  次へ  をクリックします。 

 

2. 当年度と次年度が間違っていないか、必ずご確認ください。 

3. 問題がなければ「年度更新する」にチェックを入れ  実行  をクリックします。 

 

  

次年度開始処理 

1.  次年度開始処理 決算処理メニュー → 次年度開始処理  
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4. 前年データの登録、編集は可能です。 

2 年前のデータについては修正ができなくなります。（参照は可能です。） 

また、前年の修正をおこなった場合、翌年への繰越も反映されます。 

問題がなければ、 はい  をクリックします。 

 

5. 下記のメッセージが表示されたら次年度処理は完了です。 

 

 

※下記画面が表示された場合、年度に間違いがないか、必ずご確認ください。 

 ２度目の年次更新（翌年度以降）の可能性があります。 

 

 

次年度開始処理を行うことにより前年の科目が翌年に複写され、前年の残高や実績が翌年に反映されます。 

開始処理のあとに前年の科目設定を修正されると、整合性が取れなくなる可能性があります。 

 

※ 修正が必要な場合、当社へご連絡ください。 
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  特殊な事情で、科目の修正を行った場合、繰越がつながらない場合は再年次更新が必要です。 

※ 必ず弊社サポートにご連絡ください。 

1. 初期設定の拠点区分マスタで前年にデータを修正します。 

2. 年度を更新する拠点区分を選択し、 次へ  をクリックします。 

 

3. 再年度更新時は、翌年度にすでに科目マスタのデータが存在します。 

翌年度に仕訳や予算データがない時は「翌年度の科目マスタを初期化する」にチェックを入れます。 

（年度更新をしすぎて年度を戻した時なども、この作業になります。） 

翌年度で仕訳や予算データなど、すでに通常使用している場合はチェックを入れないでください。 

翌年度で追加・削除している科目が、前年度の科目データに書き換えられます。 

4. チェックの状態を確認し、 次へ  をクリックします。 

  

2.  次年度開始処理 (再) 決算処理メニュー → 次年度開始処理  
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5. 当年度と次年度が間違っていないか、必ずご確認ください。 

6. 科目マスタが「初期化する」となっている場合は、前年度の科目マスタデータに書き換えます。 

「更新しない」となっている場合は、翌年度の科目マスタデータはそのままです。 

7. 内容に問題がなければ「年度更新する」にチェックを入れ、 実行  をクリックします。 

 

8. 前年データに対する修正等ができなくなることはありません。 

また、前年の修正が行われた場合は正しく翌年に繰越も反映されますが、2 年前のデータについて 

修正はできなくなります。（参照はできます） 

9. 問題なければ、 はい  をクリックします。 

 

10. 下記のメッセージが表示されれば、年度更新は完了です。 

 

＜注意＞ 

 翌年度に仕訳や予算データがある状態で、「翌年度の科目マスタを初期化する」にチェックを入れて年度更新

を実行しても、仕訳データ等が削除されるわけではありません。 

 ただし、仕訳で使用していた科目が前年度に存在していなかった場合（翌年度で追加した科目）など、試算

表等など正しい金額が表示されなくなる可能性がありますのでご注意ください。 
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3月分までの仕訳作業、月次試算表の確認。また、預金等の勘定残高と銀行残高の照合をします。 

 ・まず、通常の３月の処理を終了します。 以下の点にご留意ください。  

1. 現金、預金の残高が合っていること。 

2. 預り金の残高があっていること。 

3. 積立預金と積立金の金額が同額であること。 

4. 退職共済の金額があっていること。 

 

 預金残高証明書との照合  

・3/31 時点での銀行残高証明書を金融機関に発行してもらい、各拠点(サービス)区分の預金勘定で残高証明書

と帳簿残高が合っていることを確認します。 

・記帳していない預金通帳は利息がついていないか確認ください。 

 記帳漏れがあった場合、利息の仕訳を追加してください。 

   普通預金／受取利息配当金収入  

 

・定期預金も残高証明を取り寄せると、利息分が手元で把握している金額と異なることがあります。 

漏れがありましたら同様に仕訳を追加して下さい。 

   定期預金／受取利息配当金収入  

 

・当座預金をお持ちの施設の場合、未取付小切手（施設が支払った業者から銀行へ小切手の提示がないため、銀

行では出金されていない小切手）があると銀行残高と帳簿の残高が合いません。その場合は銀行残高調整表を

決算附属明細として作成する必要があります。 

   決算処理  →  その他決算帳票  →  銀行残高調整表  で登録・印刷ができます。 

  

決算処理 

1.  決算処理前、確認作業   
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 未収金の計上  

 ・当該年度分の収入で、４月以降に入金される債権を指します。 

借方 貸方 

未収金科目 収入科目 

  ※未収金の科目は  事業未収金   未収金   未収補助金   未収収益  があります。 

     

 未払金の計上  

 ・当該年度分の支出で、支払が４月以降になる債務を指します。 

借方 貸方 

支出科目 未払金科目 

  ※未払金は  事業未払金   その他の未払金   未払費用  があります。 

 

 その他経過勘定  

・未収金・未払金以外にも、経過勘定といわれる科目があります。 

（流動資産）立替金、前払金、前払費用、短期貸付金、仮払金など 

（流動負債）預り金、職員預り金、前受金、前受収益、仮受金など 

・これらの科目は、本来は一時的に発生する科目であり、必ず精算されなければなりません。 

・預り金は残高が￥0にならない処理をされている施設もあるかと思いますが、正しい内訳が必要となります。 

・預り金以外の経過勘定も状況によって内容は異なりますが、一時的な取引による残高のものならば精算して頂

き、残高は￥0で決算されることが望ましいです。 

（止むを得ず翌期に繰り越す場合は、明細表の作成が必要となります。） 

 

 商品・製品勘定、仕掛品勘定、原材料勘定について  

 ・  商品・製品   仕掛品   原材料  等の科目については、３月末に必ず棚卸をして頂く必要があります。 

  期末時点の資産価格を期首の金額と比較します。 

 ・これらの在庫が存在している場合は同様に在庫の内容について明細書を作成します。 

 

 貯蔵品勘定について  

・  貯蔵品  勘定はあまり使用されていないようですが、この科目は授産施設以外の施設でも貸借対照表に存

在します。 

・消耗品等で未使用の物品の事をさします。 

 

 注意！ 

・流動資産、流動負債を計上することにより、当期末支払資金残高及び次期繰越活動収支差額に影響を及ぼしま

すので、適正に把握し漏れなく計上するようにしてください。 

・また、未収金計上する補助金などの金額が確定している場合でも、実際に入金される金額が異なることがあり

ますので、次年度での確認を必ず行ってください。  

2.  未収金、未払金の計上   
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 固定資産計上の確認  

・当年度購入した固定資産の計上漏れがないか必ず確認してください。 

 伝票検索条件指定  画面で、金額条件に「100,000～」としてご確認いただくこともできます。 

 

 固定資産の除却、売却の確認  

・当年度の固定資産管理台帳を印刷し、本年度  除却  もしくは  売却  した物がないか全て確認します。 

・除却・売却したものについては、固定資産登録画面の除却年月日の登録が適正であるか確認します。 

 

 固定資産台帳のチェック  

・固定資産管理台帳で、当年度購入分の計上、除却が正しく行われているか確認します。 

・当年度購入分の購入年月日、耐用年数等も再度確認します。 

 ＜固定資産を処分した場合の仕訳＞ 

借方 貸方 

固定資産売却損・処分損科目 固定資産科目 

 

※売却損・処分損科目は  建物   車両運搬具   器具及び備品   その他の固定資産  それぞれの 

 売却損・処分損に分類されます。 

 

 ＜器具及び備品を処分し、その際費用が発生した場合＞ 

借方 貸方 

器具及び備品売却・処分損 器具及び備品 

 

器具及び備品売却・処分損 現金預金 

 
 ※二行目の仕訳の際に C/F：器具及び備品除却・廃棄支出 が自動仕訳で処理されます。 

 

 ＜器具及び備品を売却し、利益が発生した場合＞ 

借方 貸方 

現金預金 器具及び備品 

 
 ※上記仕訳の際に C/F：器具及び備品売却益 が自動仕訳で処理されます。 

  

3.  固定資産決算作業   
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 固定資産の減価償却仕訳の入力  

・固定資産管理台帳に、各固定資産の分類ごとに減価償却費の合計金額が算出されておりますので、その金額を

減価償却の仕訳金額として入力します。 

借方 貸方 

減価償却費 固定資産 

 

 国庫補助金等特別積立金の取崩し  

・減価償却同様に国庫補助金の取崩しを行ないます。国庫補助金等特別積立金取崩しは固定資産の分類別に仕訳

する必要がないので、固定資産台帳の末尾の総合計の金額を仕訳金額として入力します。 

（当期減価償却費欄の「うち国庫補助金等の額」の欄の金額） 

 

 貸借対照表と、固定資産台帳の照合  

・貸借対照表と、固定資産管理台帳を照合します。 

・貸借対照表と固定資産台帳は期首及び期末で必ず一致していなければなりません。 

・期首が合っていれば、当期の増減と仕訳の動きは同じです。 

・期首帳簿価額＋当期取得価額－当期除却額－当期償却額 ＝ 期末帳簿価額 

 

 設備資金借入金等の残高と、基本金の組入が間違っていないか  

・設備資金借入金や長期運営資金借入金の借入先が金融機関や福祉医療機構等であれば返済予定表が必ずお手元

にあります。正しく返済の仕訳が登録されていれば予定表残高と貸借対照表残高が一致します。 

・借入金の利息が、きちんと支払利息として処理されているか確認してください。 

・償還の際に減免等がある場合は、特にご注意ください。 
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 積立金(積立資産)の積立と取崩  

・各種積立金の金額が決定したら、実際に定期預金等にその額を 3 月中に振替を行い、積立金を別枠で管理す

るように預金を移動します。原則として 3月中に行うことが望ましいですが、間に合わなかった場合は 4月中

に速やかに移動して、監査の際にきちんと後で移動している事を明確化しておきます。 

 

・積立金の仕訳は常に 2 つの仕訳を行い、資産の部にある「積立資産」純資産の部にある「積立金」が必ず同

額になるように意識して行うようにします。 

 

 積立時の仕訳  

・仮に人件費を積立てる際は下記の仕訳 2つが必要です。 

① 
借方 貸方 

人件費積立資産 現金預金 

 ※上記仕訳の際に C/F：人件費積立資産支出 が自動仕分で処理されます。 

② 
借方 貸方 

人件費積立金積立額 人件費積立金 

 

 取崩時の仕訳  

 ・仮に人件費を取り崩す際は下記の仕訳 2つが必要です。 

① 
借方 貸方 

現金預金 人件費積立資産 

  ※上記仕訳の際に C/F：人件費積立取崩収入 が自動仕分で処理されます。 

② 
借方 貸方 

人件費積立金 人件費積立金取崩額 

 

 各種積立資産と積立金の確認  

・貸借対照表で、以下の科目の残高をご確認下さい。 

 
【固定資産】 【純資産】 

○○積立資産 ○○積立金 

 

 貸借対照表、各残高の確認  

1. 貸借対照表と、事業活動計算書の「次期繰越活動増減差額」が一致している事を確認します。 

2. 貸借対照表の「流動資産」－「流動負債」の額と、資金収支計算書の「当期末支払資金残高」が一致してい

る事を確認します。 

 上記の確認作業はシステム内でも確認できます。 

 メインメニュー  →  月次試算表  →  バランスチェック   

4.  積立金の計上   
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 ※ 14章 脚注・注記を参照してください。 

 

  内部取引消去を登録します。 

 

1. 処理年度を確認し、区分種類を選択します。 

2.  資金収支   事業活動   貸借対照  から選択し、内部取引消去する金額を入力します。 

（新規作成の時は仕訳伝票登録時に内部取引で設定した金額を集計してセットします） 

3. 内容を確認し 登録：F1  で登録します。 

  ※不一致がある状態で登録はできません。 

 

区 分 種 類    説    明 

サービス区分間 選択した拠点区分内でのサービス区分間取引を相殺消去します。 

サービス区分間～科目はここで合計が「0」になるようにします。 

別紙 3、別紙 4の内部取引消去に反映します。 

※貸借対照表は出力する決算帳票がないため入力は不要です。 

拠 点 区 分 間 選択した事業区分内での拠点区分間取引を相殺消去します。 

拠点区分間～科目はここで合計が「0」になるようにします。 

第○号の 3様式の内部取引消去に反映します。 

事 業 区 分 間 事業区分間取引を相殺消去します。 

事業区分間～科目はここで合計が「0」になるようにします。 

第○号の 2様式の内部取引消去に反映します。 

 内部取引消去する科目が事業区分間～、拠点区分間～、サービス区分間～科目だけの時、 

 この画面で登録しなくても決算帳票で相殺表示されます。 

5.  脚注・注記入力 決算処理メニュー → 脚注・注記  

6.  内部取引消去入力 決算処理メニュー → 内部取引消去  
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  別紙 5 財産目録用のデータを入力します。 ※平成２８年度以降の様式に対応 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 拠点区分を選択します。 

 法人全体：法人合計での財産目録を作成します。 

 拠点区分選択：選択した拠点区分のみの財産目録を作成します。 

3. 登録前は「新規作成です。明細は前年度のデータを複写します。」とメッセージが表示され、金額は期末残高、

明細は前年度の明細をセットします。  初期化：F7  も同様の処理を行います。 

4. 内容を確認し、明細等修正します。 

表示制御で  残高のある科目のみ  を選択すると、金額が「0」の行を非表示にします。 

5. 内容を確認後  登録：F1  で登録します。 

 

＜財産目録を加工したい場合＞ 

該当科目にカーソルをあて、右クリックします。 

挿入や削除のメニューが表示されますので、左クリックで 

選択して利用してください。 

  行挿入：カーソルがある行の上に追加する。 

  行追加：カーソルがある行の下に追加する。 

 

＜金額について＞ 

 画面に集計表示される金額は、内部取引消去後の金額です。 

 そのため、内部取引入力を行っている場合、月次試算表の期末残高と金額が違う事があります。 

 その場合は内部取引消去後の金額と照合を行ってください。 

 

 

 

 

 

7.  財産目録入力 決算処理メニュー → 財産目録  
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＜差分について＞ 

 

 画面の下には各区分の財産目録入力合計額と、貸借対照表上の期末残高が表示されます。 

＜      と     の違い＞ 

        科目名称、明細、金額をすべて初期化します。 

        行挿入、行削除もクリアされます。 

        科目名称や明細はそのままで、金額のみ初期化します。 

      下層科目を追加した行は金額が「0」になりますのでご注意ください。 
 

 ＜注意＞ 

 拠点区分単位で財産目録を入力しても、法人全体の財産目録は出力されません。 

 

 

 

 固定資産科目について  

＜土地＞ 

 拠点区分ごとに貸借対照表期末残高を出力します 

 

＜建物＞ 

 固定資産登録されている資産ごとに出力しますが、建物付属設備設定で関連付けを行っている資産同士は合算

して出力します。 

 

例）建物付属設定画面で関連付けを行っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「建物」及びそれに関連付けを行った資

産の合計金額をセットします。 

関連付けを行っていない資産は資産登録

単位で一行ごとに出力します。 
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＜建物・土地以外の固定資産＞ 

 固定資産登録画面にある「控除対象財産」の設定が同じ資産を合算して出力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前年表示機能について  

入力画面で選択している処理年度、拠点区分の前年データを並べて表示し、前年画面から当年画面へ 

「貸借対照表科目」や「場所・物量等」などの項目に、コピー＆ペーストでの入力が可能です。 
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別紙 2 引当金明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度、拠点区分を選択します。 

2. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。  初期化：F7  も同様の処理を行います。 

3. 内容を確認し  登録：F1  で登録します。 

※差分がある場合は貸借対照表と金額が一致していない可能性があります。 

 

＜新規及び初期化実行時の金額表示＞ 

項     目   表  示  内  容 

期  首  残  高 科目の期首残高を表示。 

当 期 増 加 額  科目の貸方合計を表示。 

当期減少額 目的使用 科目の借方合計を表示。必要に応じて「その他」と振り分けます。 

      そ の 他 必要に応じて修正を行います。 

当 期 末 残 高  期首残高＋当期増加額－当期減少額を表示。 

退職給付の支払を伴わない 

      当期増加額 

退職給付引当金について、必要に応じて入力を行います。 

     当期減少額 退職給付引当金について、必要に応じて入力を行います。 

摘        要 必要に応じて入力を行います。 

 

 

 

  

8.  引当金明細書入力 決算処理メニュー → 引当金明細書  
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  別紙① 借入金明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 区分選択より該当する借入金を選択します。 

3. 登録前は「新規作成のデータです。前年度データを反映して表示します。」と、メッセージが出ます。 

前年度にデータがある場合、下記の項目に金額が表示されます。 

借入先、拠点区分、期首残高、当期償還額、うち 1年以内償還予定額 

4. 『当期借入金』は前年度データが反映されないため、当年度の動きにあわせて入力を行います。 

5. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 ※ 内容の確認は、次項目の 借入金明細書チェックリスト から確認できます。 

  

 区分選択の追加 

 科目の追加等で区分選択を追加する場合は、特定科目マスタで設定します。 

 

 借入金明細書チェックリスト  

 借入金明細書登録画面で、画面上部の  チェックリスト  をクリックします。 

 

 法人全体、もしくは各拠点ごとに、明細入力画面の期末残高と、貸借対照表上の期末残高との差分が 

 確認できます。  

9.  借入金明細書入力 決算処理メニュー → 借入金明細書  
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別紙② 寄附金収益明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 区分選択より入力する区分を選択します。 

3. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。初期化：F7 も同様の処理を行います。 

4. 寄附者の属性を選択します。（自動でセットはされません） 

5. 仕訳データからセットした時、摘要には仕訳の摘要及びサービス区分略称を表示します。 

必要に応じて摘要、件数、うち基本金組入額を編集します。 

6. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 

 ※仕訳があるのに正しく反映されない場合は、特定科目マスタの設定をご確認ください。 

 

  

10.  寄附金収益明細書入力 決算処理メニュー → 寄附金収益明細書  
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  別紙③ 補助金事業等収益明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 区分選択より入力する区分を選択します。 

3. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。初期化：F7 も同様の処理を行います。 

4. 内容を確認し「交付団体及び交付の目的」を編集します。 

5. 必要に応じて「うち国庫補助金等特別積立金積立額」を入力します。 

6. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 ※仕訳があるのに正しく反映されない場合は、特定科目マスタの設定をご確認ください。 

 

 区分選択の追加 

 科目の追加等で区分選択を追加する場合は、特定科目マスタで設定します。 

 

 

 合算マスタ  

 金額を合算する単語を登録します。目的に検索文字と一致するものを合算して表示します。 

  

・検索文字は半角 60 文字（全角

30文字）まで入力可能です。 

 

 

 

 

 

  

11.  補助金収益明細書入力 決算処理メニュー → 補助金収益明細書  
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 別紙④ 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書 

 別紙⑨ サービス区分間繰入金明細書 用のデータを作成します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. サービス区分間、拠点区分間、事業区分間のタブから、希望のタブを選択します。 

3. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。初期化：F7 も同様の処理を行います。 

4. 繰入金費用が発生した側の仕訳データを参照しているため、繰入先区分を設定します。 

5. 繰入資金の財源を設定します。 

6. 必要があれば使用目的等を修正します。 

7. 内容確認後  登録：F1  で登録します。 

 ※繰入資金の財源のリストは、  財源マスタ  で追加・削除が可能です。 

 ※仕訳があるのに正しく反映されない場合は、特定科目マスタの設定をご確認ください。 

 

 財源マスタ  

 繰入資金の財源のリストを編集します。 

  

・名称は半角 20文字（全角 10文字）まで入

力可能です。 

・20個まで設定が可能です。 

 

 

  

12.  区分間繰入金明細書入力 決算処理メニュー → 区分間繰入金明細書  
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 別紙⑤ 事業区分間及び拠点区分間貸付金(借入金)残高明細書 

 別紙⑩ サービス区分間貸付金(借入金) 残高明細書 用のデータを作成します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. サービス区分間、拠点区分間、事業区分間のタブから、希望のタブを選択します。 

3. 登録前は「新規作成のデータです。前年度データを反映して表示します。」とメッセージが出ます。 

前年度にデータがあれば、貸付元、貸付先、期首残高、使用目的等が表示されます。 

（前年度にデータが無い場合はメッセージは表示されません。） 

4. 当年度の動きにあわせて当期増減額の入力を行います。 

5. 必要があれば使用目的等を修正します。 

6. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 

 ※仕訳があるのに正しく反映されない場合は、特定科目マスタの設定をご確認ください。 

 

 

  

13.  区分間貸付金残高明細書入力 決算処理メニュー → 区分間貸付残高明細書  



決算処理 

17 

別紙⑥ 基本金明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。初期化：F7 も同様の処理を行います。 

3. 内容を確認し、必要があれば入力・修正します。 

4. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 

＜新規及び初期化実行時の金額表示＞ 

項   目 表示内容 

前年度末残高  20301.基本金科目の期首残高を表示。 

当 期 組 入 額 341.基本金組入額科目の仕訳を表示。 

当 期 取 崩 額 仕訳からの反映は行いません。取崩がある場合は入力を行います。 

当 期 末 残 高 前年度末残高＋当期繰入額－当期取崩額を表示。 

集計 期末残高 20301.基本金科目の期末残高を表示。 

 

 

 

  

14.  基本金明細書入力 決算処理メニュー → 基本金明細書  
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別紙⑦ 国庫補助金明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。初期化：F7 も同様の処理を行います。 

3. 内容を確認し、種類・事由等必要があれば入力、編集します。 

4. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 

＜新規及び初期化実行時の金額表示＞ 

項  目   表  示  内  容 

前期繰越額 20401.国庫補助金等特別積立金科目の期首残高を表示。 

当期積立額 34501.国庫補助金等特別積立金積立額科目の仕訳を表示。 

種類は空欄のままですので、内容にあわせて選択を行います。 

当期取崩額 32201.国庫補助金等特別積立金取崩額（償却） 

30702/0004/0017.製)国庫補助金等特別積立金取崩額(控除項目) 

30801/0023.販)国庫補助金等特別積立金取崩額(控除項目) 科目の仕訳を表示 

 種類は「減価償却による取崩」が選択されます。 

34401.国庫補助金等特別積立金取崩額（除却）科目の仕訳を表示。 

 種類は「売却・除却による取崩」が選択されます。 

当期末残高 前期繰越額＋当期積立額－当期取崩額を表示。 

集 計 合 計 20401.国庫補助金等特別積立金科目の期末残高を表示。 

 

 初期化直後に差分が発生する場合 

 34501.国庫補助金等特別積立金積立額と 32201と 34401.国庫補助金等特別積立金取崩額、以外の科目で 

 金額の変動が発生した場合に仕訳が反映されません。その場合は手入力をお願いします。 

 例）移行に伴う過年度修正 等 

15.  国庫補助金明細書入力 決算処理メニュー → 国庫補助金明細書  
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別紙⑧ 積立金・積立資産明細書用のデータを入力します。 

 

1. 処理年度を確認し、拠点区分を選択します。 

2. 登録前は「明細データがありません。仕訳からデータを反映して表示しますか？」とメッセージが表示され、

仕訳データから集計してセットします。初期化：F7 も同様の処理を行います。 

3. 内容を確認し、必要があれば入力、編集します。 

4. 確認後  登録：F1  で登録します。 

 

＜新規及び初期化実行時の金額表示＞ 

項  目   表  示  内  容 

積 立 金 期 首 残 高 積立金科目の期首残高を表示。 

 例）20501.人件費積立金 など 

     当期増加額 積立金積立額科目の期末残高を表示。 

 例）39102.人件費積立金積立額 など 

     当期減少額 積立金取崩額科目の期末残高を表示。 

 例）49202.人件費積立金取崩額 など 

積立資産 期 首 残 高 積立資産科目の期首残高を表示。 

 例）10432.人件費積立資産 など 

     当期増加額 積立資産科目の借方合計を表示。 

     当期減少額 積立資産科目の貸方合計を表示。 

当 期 末 残 高 期首残高＋当期増加額－当期減少額を表示 

※科目の設定は特定科目マスタで行っています。正しく反映されない場合は設定をご確認ください。 

 

  

16.  積立金明細書入力 決算処理メニュー → 積立金積立資産明細書  
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財務諸表及び附属明細の印刷を行います。 

 財務諸表印刷 決算処理メニュー → 財務諸表印刷 → 財務諸表 

 

1. 処理年度を確認します。 

2. 財務諸表タブが選択されています。印刷する各種帳票名に☑を付けます。 

（全ての帳票を一度に印刷すると時間がかかります。） 

3. 月選択は通常「年」を選択します。 

4. 拠点区分は通常「全て」を選択します。 

5. 罫線印刷、頁印刷、印刷日、確認印欄を選択します。 

6.  印刷：F10  を押しプレビュー画面で確認、印刷します。 

 

 拠点区分の選択 

 特定の拠点区分のみ出力し直したい時など、拠点区分を指定すればその拠点区分の帳票のみ出力が可能です。 

 ただし、法人単位、事業区分単位の帳票では拠点区分を指定しても金額は変わりません。 

 

 法人状況 

 拠点区分マスタの設定により、画面左下に法人状況を表示しています。 

 表示されている法人状況に必要な帳票のみ出力されます。 

 実運用に沿わない場合は設定画面から変更できます。 

 

 

  

17.  決算帳票印刷 決算処理メニュー → 財務諸表印刷  



決算処理 

21 

 決算印刷設定 決算処理メニュー → 財務諸表印刷 → 設定 

 決算帳票の出力に関し、科目や帳票の出力の設定を行います。 

 

◆基本タブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 帳票出力設定  

脚注を印刷しない 財務諸表に脚注を出力しない場合にチェックを入れます。 

脚注の登録がなければ、チェックが無くても出力はされません。 

使用しない科目は印刷し

ない 

拠点ごとの帳票で、科目マスタで「科目使用しない」に設定している科目を出

力しない場合にチェックを入れます。 

残高のある科目のみ印刷 金額が「0」円の科目を出力しない場合にチェックを入れます。 

登録のない附属明細も印

刷 

データ登録していない附属明細も空フォームを出力する場合にチェックを入れ

ます。 

財産目録で網掛けを印刷

しない 

財産目録の合計行に網掛け印刷をしない場合にチェックを入れます 

 
 
 

 法人状況を変更する ※実運用に沿わない場合にチェックを入れ、適切なものを選択します。 

１拠点のみで運用 第○号の 2様式、３様式、拠点区分ごとに記載する計算書類の注記が出力され

なくなります。 

複数拠点あり、社会福祉

事業のみで運用 

第○号の 2様式が出力されなくなります。 

その他 全ての財務諸表が出力できます。 
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◆集計除外設定 

 

・チェックを外すと、その帳票に集計表示されなくなります。 

・別紙 3・4は、事業内容によりどちらかを省略する事が可能となっています。 

 例）保育所運営費、措置費による事業を実施する拠点は別紙 4（事業活動明細書）が省略可能 

   介護保険サービス及び障害福祉サービスを実施する拠点は別紙 3（資金収支明細書）が省略可能 

   （運用指針 5（3）） 

 

 

◆印刷余白 

         

 

・決算帳票の計算書類、附属明細の余白を変更できます。 

 

 両面印刷でとじしろ側の余白が 15mm 以上必要な場合 

 左右の余白 10mm又は 15mmを選択し、印刷時のプロパティ「とじしろ」設定にてご対応ください。 
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 附属明細書印刷 決算処理メニュー → 財務諸表印刷 → 附属明細 

  決算附属明細書を印刷します。 

 

1. 年度を確認します。 

2. 印刷する各明細書に☑を入れます。 

（一度に全てを印刷すると時間がかかります。） 

3. 月選択は通常「年」を選択します。 

※就労帳票以外の帳票では月選択を変更しても金額は変わりません。 

4. 拠点区分は通常「全て」を選択します。 

5. 頁印刷、印刷日、確認印欄を選択します。 

6.  印刷：F10  から、プレビュー画面で確認、印刷します。 

 

 拠点区分の選択 

 特定の拠点区分のみ出力し直したい時など、拠点区分を指定すればその拠点区分の帳票のみ出力が可能です。 

 ただし、法人単位、事業区分単位の帳票では拠点区分を指定しても金額は変わりません。 
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  未収金・未払金・立替金・預り金等経過勘定の台帳（明細表）を印刷します。 

 

1. 年度を確認します。 

2. 拠点区分、サービス区分を選択します。 

3. 科目を選択します。 

全て：リストに表示されている各科目全ての帳票が出力されます。 

合計：上段で選択した科目区分の帳票が出力されます。 

4. 出力データで「仕訳データ」を選択します。 

5. 印刷対象月を選択します。 

6. 帳票タイトルを「台帳」または「明細表」から選択します。 

7. 頁印刷、印刷日、確認印欄を選択します。 

8.  印刷：F10  から、プレビュー画面で確認・印刷します。 

 

 

 

 

  

18.  科目台帳の印刷 決算処理メニュー → その他決算帳票 → 科目台帳印刷  
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  科目台帳を修正して印刷します。 

 

1. 年度を確認します。 

2. 拠点区分、サービス区分を選択します。 

3. 科目を選択します。（最下層科目のみ選択可能） 

4. 読込期間を選択し、 読込  を押します。（複数月の選択も可能） 

5. スプレッドに仕訳データが表示されますので、修正します。 

※集計合計には期末残高を表示します。 

6. 修正が終わったら 登録：F1  でデータを保存します。 

7.  印刷：F10  で印刷指示画面に移動します。 

 

8. 出力データで「明細入力データ」を選択し、印刷します。 

  

19.  科目台帳の修正･印刷 決算処理メニュー → その他決算帳票 → 科目台帳入力  
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  当座預金など、銀行残高と帳簿に相違がある場合に作成します。 

 

1. 処理年度を確認、拠点区分、サービス区分、科目を選択します。 

2. 内容を入力します。 

3. 確認後  登録：F1  で登録します。 

4. 印刷：F10  で印刷指示画面に移動します。 

 

   

5. 年度を確認します。 

6. 拠点区分、サービス区分を選択します。 

7. 科目を選択します。 

8. 頁印刷、印刷日、確認印欄を選択します。 

9.  印刷：F10  から、プレビュー画面で確認、印刷します。 

 

 

20.  銀行残高調整表 決算処理メニュー → その他決算帳票 → 銀行残高調整表  
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  収支計算分析表フォームに人件費、事業費、事務費の金額をエクセル出力します。 

 

1. 処理年度、拠点区分、サービス区分を選択します。 

2. 頁印刷、印刷日、確認印欄を選択します。 

3. 確認後  出力：F1  で実行します。 

4. フォルダーの参照画面が表示されるので、ファイルの保存先を選択して  ＯＫ  をクリック。 

5. 処理が終わると保存先のフォルダが展開されます。 

6. ファイルを開き、必要な箇所に金額を入力します。 

  「収支計算分析表_XXX」(XXXは拠点名)エクセルファイルが作成されたファイルです。 

 ＜エクセルファイル＞ 

 

 

  

21.  収支計算分析表 決算処理メニュー → その他決算帳票 → 収支計算分析表出力  

黄色いセルは金額を

手入力する箇所。 

水色のセルは計算式

が入っているため入

力不可。 
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各拠点から施設データ読込する際、決算附属明細データも含める場合の手順を説明します。 

 

＜手順＞ 

1.施設データ作成側、読込側 両方とも環境設定で 附属明細拠点取込「する」を選択 

2.施設データ作成側：詳細処理タブで該当明細にチェックを入れてデータ出力 

3.施設データ読込側：ファイルを選択し、該当明細にチェックが入っていることを確認して読み込み 

 ※この時点ではまだ明細データとして保存されていません 

4.該当明細入力画面で読み込みデータを反映させて登録実行 

 

＜対象帳票＞ 

借入金明細書 

寄附金収益明細書 

補助金収益明細書 

基本金明細書 

国庫補助金明細書 

※区分間繰入、区分間貸付は対象外 

 

 

 

 環境設定 初期設定メニュー → 基本マスタ → 環境設定 → 環境設定 

 

  

 

施設データ作成側、読み込み側、両方とも「附属明細拠点取込」を「する」に設定。 

※設定を変更するタイミングは、施設データ作成・読込前に行います。 

 

 

  

22.  決算附属明細書 施設データ読込方法   
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 施設データ作成 データ管理メニュー → 施設データ作成 

「詳細処理」タブにて、出力対象明細にチェックを入れて出力します。 

 

  

 

一括処理及び、サービス区分指定時には右側５帳票のデータは出力できません。 

 

 

 ＜注意＞ 

 「一括処理」では対応していません。 

右側 5帳票のデータを出力する場合「詳細処理」にて実行してください。 
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 施設データ読込 データ管理メニュー → 施設データ読込 

該当明細書にチェックが入っていることを確認します。 

チェックがない場合、データ作成側にファイルの再作成を依頼してください。 

 

  

 

※複数拠点のファイルを連続で読み込み実行は問題ありません。 
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 決算附属明細入力 決算処理メニュー 

該当明細書入力画面で、読み込みデータを反映して登録します。 

チェックがない場合、データ作成側にファイルの再作成を依頼してください。 

  

1. 各明細入力画面にて、処理年度、区分等を選択します。 

2. 「施設取込データがあります。取込データを表示します」のメッセージで  ＯＫ  をクリック。 

 

 

3. 取込データが表示されますので、内容を確認・修正のうえ登録します。 

 

Q.施設データ読込後、明細画面への適用前にデータ作成側から修正データ(同拠点)が届いた 

A.明細画面への適用前に再度施設データ読み込みを実行していただいて問題ありません。 

 最初に読み込んだデータは削除され、最新のデータのみ残ります。 

 

Q.複数拠点の施設データ読み込みを実行する場合はどうすればよいか 

A.複数拠点の施設データ読み込みを続けて行っていただいたあとに 

 明細入力画面に移ってください。 

 読み込んだ拠点のデータをまとめて表示します。 

 

Q.明細画面で全拠点分の登録が終わったあとに、C 拠点から修正データが届いた(明細データ込み) 

A.明細データに変更がない場合は、明細のチェックを OFFにして再度データ作成を 

 行ってもらってください。 

 明細データも取り込む場合、明細画面で取込データを適用した場合、登録済のデータから 

 該当拠点の行を削除し、取込データをセットします。他の拠点のデータには影響あり 

 ませんが 表示順が入れ替わることがあります。 
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＜ファンクションボタン＞ 

 

 [登  録] タブ単位でデータを保存します。 

 [前年複写] カーソルがある項目のみ、前年度のデータをセットします。 

 [終  了] 脚注・注記画面を終了します。 

 [削  除] タブ単位でデータを削除します。 

 [行 挿 入] カーソルがある行の下に追加します。 

       テキスト入力、表の両方で使用可能です。 

 [行 削 除] カーソルがある行を削除します。 

       テキスト入力、表の両方で使用可能です。 

 [初 期 化] カーソルがある項目のみ、初期化を実行します。 

 [取  消] タブ単位で取消処理を実行します。 

 [印  刷] 入力画面を終了し、決算帳票印刷指示画面に移動します。 

 

 

＜入力箇所＞ 

 水色の箇所が入力可能です。 

 
 

 

＜項  目＞ 

 リストから選択した項目にジャンプします。 

 

 

 

＜新規作成＞ 

 新規で画面を表示した時は「新規作成のデータです。集計して表示します。」とメッセージが表示されます。 

 金額については仕訳データから集計してセットします。 

 テキスト入力箇所については、基本的に前年度のデータ（初年度の場合は定型文）をセットします。 

 

 

 

 

脚注・注記 共通処理 
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＜表の非表示・表の表示ボタン＞ 

 表がある項目にボタンがあります。 

 [表の非表示] 入力する内容がなく、表を印字したくない場合に隠す事ができます。 

        表の下のテキスト入力部分は隠れません。 

 [表 の 表 示] 隠した表を、表示する事ができます。 

 

 

 

＜注記項目省略＞ 

一部の注記項目について省略が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人及び各拠点ごとに設定を

行います。 

チェックを外した項目は表示されなくなります。 
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 財務諸表に対する注記（法人全体用）と、財務諸表に対する注記（拠点区分用）の 

 データを入力します。 

 初年度は手入力が必要ですが、翌年度以降は前年度の設定を引き継ぐことができます。 

 3 号 3 様式が省略できる場合でも、法人全体用注記は作成が必要です。 

 1. 継続事業の前提に関する注記  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 

 

 

 2. 重要な会計方針  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 定型文をセットします。初年度も同様です。 

 

 

 3. 重要な会計方針の変更  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化]  文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 

 

 

注記入力 

1.  財務諸表に対する注記（法人全体用） 決算処理メニュー → 脚注･注記 → 財務諸表注記  
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 4. 法人で採用する退職給付制度  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 定型文をセットします。初年度も同様です。 

 

 

 5. 計算書類等と拠点区分、サービス区分  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 定型文をセットします。初年度も同様です。 
 

 注 意 

 昨年と拠点区分、サービス区分の変動がある場合、前年度と同じ内容が表示されているため 

 作成する帳票の種類及び、各拠点区分におけるサービス区分の内容の修正をお願いします。 

 

 

 6. 基本財産の増減の内容及び金額  
 

 

 新規作成時、基本財産科目の金額を集計してセットします。 
 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、仕訳追加などで金額に変更が生じた時などにご利用ください。 
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 7. 基本金、国庫補助金等特別積立金の取崩し  
 

 

 新規作成時、基本金取崩額科目、国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）科目の執行額をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて原因等の入力を行います。 

 ※基本金など、取崩を行っていない時は行削除で消していただいて問題ありません。 
 

 [初期化]  現在の金額を再集計して定型文をセットします。 

       文言も初期に戻りますのでご注意ください。 

 

 8. 担保に供している資産  

  ※借入金明細からデータを集計します。金額を自動で集計するには先に借入金明細の入力を行ってください。 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ内容をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 

 記載事項がない場合、「表の非常時」が可能です。その際、テキストに「該当なし」と記載します。 
 

 [初期化] 前年度のデータを表示します。 

 

 

 新規作成時、借入金明細の担保資金に登録のある借入を集計してセットします。 

 記載事項がない場合、「表の非常時」が可能です。その際、テキストに「該当なし」と記載します。 

 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、借入金明細を修正して金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

 

借入金明細からの集計 

 

 担保資金が設定されている借入のみ集計を行います。 

 



脚注・注記 

7 

 9. 固定資産の取得価額、減価償却累計額等  
 

 

 新規作成時、基本財産及びその他の固定資産明細書の金額をセットします。 

 間接法を適用している場合は「表の非表示」が可能です。 
 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、固定資産の修正等で金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

 

 

 

 10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高等  
 

 

 新規作成時、債権科目（未収金や貸付金など）の期末残高を、債権の当期末残高にセットします。 

 処理年度の内容にあわせて徴収不能引当金の当期末残高を入力してください。 

 ※徴収不能引当金が発生していない債権は記載の必要がありませんので、行削除を行います。 
 

 間接法を適用している場合は「表の非表示」が可能です。 

 また、徴収不能引当金がない場合も記載の必要がないため、表を非表示にして問題ありません。 
 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、仕訳追加などで金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

      その際、入力された徴収不能引当金はクリアされますのでご注意ください。 
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 11. 満期保有目的の債権の内訳  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ内容をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 

 

 

 12. 関連当事者との取引の内容  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ内容をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [表追加] 新しい表を追加します。 

 [表削除] カーソルがある表、またはボタンの横にある表を削除します。 

 

 

 13. 重要な偶発債務  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 
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 14. 重要な後発事象  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化]  文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 

 

 

 15. その他必要な事項  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 
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 拠点区分ごとに注記の入力が必要です。 

 拠点が一つの法人の場合、拠点区分用注記は省略が可能なため、入力は不要です。（運用指針 21（2）） 

 1. 重要な会計方針  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 定型文をセットします。初年度も同様です。 

 

 

 2. 重要な会計方針の変更  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化]  文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 

 

 

 3. 採用する退職給付制度  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化]  文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 

 

 

  

2.  財務諸表に対する注記（拠点区分用） 決算処理メニュー → 脚注･注記 → 財務諸表注記  
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 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 定型文をセットします。初年度も同様です。 
 

 注 意 

 昨年とサービス区分の変動がある場合、前年度と同じ内容が表示されているため 

 作成する帳票の種類及び、サービス区分の内容の修正をお願いします。 

 

 

 5. 基本財産の増減の内容及び金額  
 

 

 新規作成時、基本財産科目の金額を集計してセットします。 
 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、仕訳追加などで金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

 

 

 6. 基本金、国庫補助金等特別積立金の取崩し  
 

 

 新規作成時、基本金取崩額科目、国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）科目の執行額をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて原因等の入力を行います。 

 ※基本金など、取崩を行っていない時は行削除で消していただいて問題ありません。 
 

 [初期化]  現在の金額を再集計して定型文をセットします。 

       文言も初期に戻りますのでご注意ください。 
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 7. 担保に供している資産  

  ※借入金明細からデータを集計します。金額を自動で集計するには先に借入金明細の入力を行ってください。 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ内容をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 

 記載事項がない場合、「表の非常時」が可能です。その際、テキストに「該当なし」と記載します。 
 

 [初期化] 前年度のデータを表示します。 

 

 

 新規作成時、借入金明細の担保資金に登録のある借入を集計してセットします。 

 記載事項がない場合、「表の非常時」が可能です。その際、テキストに「該当なし」と記載します。 

 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、借入金明細を修正して金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

 

 

 異なる拠点の資産を担保としている場合 

  Ｂ拠点の設備資金借入金の担保として、Ａ拠点の建物を設定している時は 

  担保の供されている資産をベースに記載を行います。 

  [担保に供されている資産] Ａ拠点にて記載 

  [担 保 し て い る 債 務] Ａ拠点にて、B 拠点の債務とわかるように記載。Ｂ拠点では記載不要 

 

 

借入金明細からの集計 

 

 担保資金が設定されている借入のみ集計を行います。 
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 8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額等  
 

 

 新規作成時、基本財産及びその他の固定資産明細書の金額をセットします。 

 間接法を適用している場合は「表の非表示」が可能です。 
 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、固定資産の修正等で金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

 

 

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高等  
 

 

 新規作成時、債権科目（未収金や貸付金など）の期末残高を、債権の当期末残高にセットします。 

 処理年度の内容にあわせて徴収不能引当金の当期末残高を入力してください。 

 ※徴収不能引当金が発生していない債権は記載の必要がありませんので、行削除を行います。 
 

 間接法を適用している場合は「表の非表示」が可能です。 

 また、徴収不能引当金がない場合も記載の必要がないため、表を非表示にして問題ありません。 
 

 [初期化] 現在の金額を再集計してセットします。 

      登録後、仕訳追加などで金額に変更が生じた時などにご利用ください。 

      その際、入力された徴収不能引当金はクリアされますのでご注意ください。 
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 10. 満期保有目的の債権の内訳  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ内容をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 

 

 

 11. 重要な後発事象  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化]  文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 

 

 

 12. その他必要な事項  
 

 

 新規作成時、前年度データがある場合は、前年度と同じ文言をセットします。 

 処理年度の内容にあわせて修正を行います。 
 

 [初期化] 文言をクリアします。初年度の表示も同様です。 
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財務諸表の下部分に脚注を表示する事ができます。 

処理年度の動きにあわせて入力を行ってください。 

 

 

 

 

 入力した内容は、それぞれ下記の帳票に印字されます。 

法  人 第 1 号の 1 様式・第 1 号の 2 様式 

事業区分 第 1 号の 3 様式 

拠点区分 第 1 号の 4 様式・別紙 3(⑩) 

 

 入力した内容は、それぞれ下記の帳票に印字されます。 

法  人 第 2 号の 1 様式・第 2 号の 2 様式 

事業区分 第 2 号の 3 様式 

拠点区分 第 2 号の 4 様式 

 

 入力した内容は、それぞれ下記の帳票に印字されます。 

法  人 第 3 号の 1 様式・第 3 号の 2 様式 

事業区分 第 3 号の 3 様式 

拠点区分 第 3 号の 4 様式 

 

 

 

 

脚注入力 

3.  資金収支計算書脚注 決算処理メニュー → 脚注･注記 → 資金収支脚注  

4.  事業活動計算書脚注 決算処理メニュー → 脚注･注記 → 事業活動脚注  

5.  貸借対照表脚注 決算処理メニュー → 脚注･注記 → 貸借対照表脚注  
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※データ管理メニューで実行する処理は元に戻せません。 

必ずバックアップを取ってから各処理を実行してください。 

バックアップ先の設定をします。 

 

保 存 先：バックアップデータの保存先を指定します。 

ﾌｧｲﾙ分割：バックアップ先の容量が大きな媒体の時(HDD やフラッシュメモリー等)は 

 しない  を選択します。MO や FD のなどファイルが１枚に収まらない時に  する  を選択します。 

履歴制限：通常は  しない  を選択します。変更される場合は当社までご連絡ください。 

 

バックアップはパソコン本体等、データ記憶域が壊れてしまった場合にとても重要なものです。 

定期的に外部メディアにバックアップをお取りください。 

メニューの  バックアップ  で処理を開始します。 

保存先の変更は  バックアップ設定  で行います。 

 

バックアップしたデータに戻したい場合に使用します。 

既存のデータは全て消去されます。実行前に当社にご相談ください。 

※作業前に必ずデータのバックアップを取ってください。 

 

  1. 保存先に、バックアップデータがあるフォルダを指定します。 

  2. その下のリストから、戻したいバックアップデータを選択します。 

  3.  実行：F1 をクリックすると処理が開始されます。 

  4. 「リストアが完了しました」とメッセージが表示されたら処理は終了です。 

    ※データ量によっては処理に数分かかることがあります。  

データ管理 

1.  バックアップ設定 データ管理 → バックアップ設定 

2.  バックアップ データ管理 → バックアップ  

3.  リストア データ管理 → リストア  
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伝票番号や整理番号を振り直す処理です。 

 

伝票が日付順に並んでいない時や、伝票の入力もれがあった時などに番号を採番します。 

 1. 拠点区分、サービス区分、処理年度を選択します。 

 2. 番号の振り直し方法を選択します。 

 3. 期間区分を  年間   月ごと   日ごと  の中から選択します。 

 4. 振り直し設定  日付の順番  に振り直すか  整理番号順  に振り直すかを選択します。 

 5. 開始番号 通常は「1」と設定してください。 

 6. 加算値 通常は「1」と設定してください。 

 7.  実行[F1] をクリックすると処理を開始します。 

  ※ 処理が完了後、終了のメッセージが表示されます。 

 

 

 

  

4.  伝票番号振り直し データ管理 → 伝票番号振り直し   
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複数の施設でデータを分けて運用している場合に、決算時などにデータを合算する処理に使用します。 

ここではデータを出力する側（データ統合を行わない）パソコンで行う処理です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1. 拠点区分（サービス区分）を選択します。 

    拠点単位でデータを統合する場合、サービス区分は「指定なし」を選択します。 

    サービス区分単位で統合する場合はサービス区分を指定します。 

 2. 処理年度を選択します。 

 3.  参照  でデータの保存先を選択します。 

 4.  実行：F1  を押し、データを作成します。 

 保存先に作成される名称は「kaikei_fd＊＊.xml」となります。 

（＊＊の部分は、拠点区分コード、サービス区分コードが入ります。最後が「0」の時は拠点データです。） 

 

 詳細処理 

 詳細処理では出力データを項目単位で選択が可能です。 

 ※仕訳伝票は日付での期間指定も可能。 

 チェックが入っている項目のデータのみ出力されます。 

 拠点区分科目マスタなど、青文字の項目のチェックは外せません。 

 

 

 

  

施設データ作成・読込 

5.  施設データ作成 データ管理メニュー → 施設データ作成  
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6.  施設データ読込 データ管理メニュー → 施設データ読込  

データを受け取る側で行う処理です。 

※作業前に必ずバックアップをお取りください。 

 

 1. 読み込むファイルを  参照  より選択します。 

 2. 読込ファイルの情報を表示します。 

   サービス区分単位で作成されたデータの時はサービス区分名も表示します。 

 3. 取込先拠点区分（サービス区分）を確認します。 

 4. 読込対象の項目にチェックが入っているか確認します。 

 5. 実行：F1  を押すと、データのチェックを行い、取込処理を行います。 

 6. 「処理は正常に終了しました」とメッセージが表示されたら取込処理は終了です。 

   データに不具合があり処理が実行されなかった場合、レポート画面が表示されます。 

   内容を確認し、修正を行って下さい。（レポートは印刷もできます。） 

 

 仕訳伝票で整理 No が重複している時 

 仕訳伝票を日付を指定して出力・読込を行った時、指定期間外で整理 No が重複している場合は 

 重複している伝票の整理 No を未使用番号に変更して読込を行います。 
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＜ レポート画面 ＞ 

 

説明文 対応 

対象年度まで年度更新をした後

実行してください。 

取込元拠点区分の処理年度が、読込側の拠点区分の処理年度と違います。 

読込側拠点区分を対象年度まで年度更新を行った後に再度実行してくだ

さい。 

取込元に科目がありません。修正

して再実行してください。 

・既存データにある科目が、取込元データにありません。 

 既存データから科目を削除するか、取込元のデータに科目を追加し、再

度データの作成・読込を行ってください。 

・取込元データが単独科目、既存データが共通もしくは法人科目です。 

 単独から共通にすることはできませんので既存データを単独科目に変

更してください。 

 ※取込元データの方が間違って単独科目になってしまっている場合は

当社にご連絡ください。 

科目の設定が違います。修正して

再実行してください。 

既存データと取込元データで科目の設定が違う箇所があります。 

設定を確認し、正しい設定に合わせ再度データ作成・読込を行います。 

既存データが単独科目です。修正

して再実行してください。 

取込元データが共通･法人科目、既存データが単独科目になっています。 

取込元データを単独科目に変更してください。 

※既存データの方が間違って単独科目になってしまっている場合は当社

にご連絡ください。 

既存データに科目がありません。

修正して再実行してください。 

取込元データにある科目が読込側データにありません。 

下記の中からいずれかの作業を行って下さい。 

①読込側データに手動で科目を登録します。 

②取込元データの科目削除を行い、再度データの作成・読込処理を行いま

す。 

③先に「科目データ作成・読込」処理で科目を揃え、その後施設データ作

成・読込作業を行います。 

部門名称が違います。修正して再

実行してください。 

取込元データと読込側のデータで部門名が違います。 

設定を確認し正しい設定に合わせ、再度データ作成・読込を行います。 

既存データに部門がありません。

修正して再実行してください。 

取込元データのサービス区分で使用中の部門が、読込側のデータにありま

せん。 

同じように設定を行った後、再度作成・読み込みをしてください。 

決算月が違うデータのため実行

できません 

取込元データと読込側データの決算月の設定に相違があります。当社にご

連絡ください。 
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複数の施設でデータを分けて運用し、決算時にデータを合算している時、科目マスタのメンテナンスを行う場合

に使用します。 
 

法人科目及び、共通科目のデータ出力を行います。 

 

 1.  参照 ボタンより保存先を選択します。 

 2. 保存先選択後  実行：F1  を押すと、データを出力します。 

   保存先に作成されるファイル名は「kaikei_kamoku.xml」となります。 

 

法人科目及び、共通科目のデータの取り込みを行います。 

※作業前に必ずバックアップをお取りください。 

 

 1. 他の施設から受け取った「kaikei_kamoku.xml」ファイルをパソコンに保存します。 

 2. 参照  ボタンより「kaikei_kamoku.xml」が保存されている場所を選択します。 

 3. 処理年度を確認します。 

 4.  実行 ：F1  を押すと、データのチェックを行います。 

 5. 科目データレポート画面が表示されます。 

 6. レポート内容を確認し、問題がなければ  取込処理開始：F1  を押し、処理を実行します。 

   『説明欄』の文章が赤文字の場合、取込作業を行う事はできません。 

 レポート印刷：F10  を押すと、レポート一覧の印刷を行います。 

取込後のチェックのためにも印刷・保管をお願いします。 

 ※ 追加された科目は初期状態では「科目使用しない」になっています。 

 施設の運用にあわせて修正してください。 

科目データ作成・読込 

7.  法人科目・共通科目のデータ出力 データ管理メニュー → 科目データ作成  

8.  法人科目・共通科目のデータ読込 データ管理メニュー → 科目データ読込  



データ管理 

8 

＜ レポート画面 ＞ 

 

 

説明文 対応 

差異はありません。 同じ科目設定のため、取込処理は必要ありません。 

既存データに科目を追加します。 既存データにない科目がありますので、科目を追加します。 

自動仕訳の設定を変更します。 自動仕訳の設定が変更されています。 

該当の科目を使用している場合、取込処理後、仕訳の確認を行って下さい。 

科目の設定が違います。修正して

再実行してください。 

既存データと取込元データで、科目の設定が違う箇所があります。 

設定を確認し正しい設定に合わせ、再度データ作成・読込を行ってくださ

い。 

取込元に科目がありません。修正

して再実行してください。 

・既存データにある科目が、取込元データにありません。 

 既存データから該当科目を削除するか、取込元のデータに科目を追加

し、再度データの作成・読込を行って下さい。 

・取込元に科目がある場合、既存データが法人科目・共通科目で、取込元

科目が単独科目になっている可能性があります。 

 既存データを単独科目に変更してください。 

 ※取込元データの方が間違って単独科目になってしまっている場合は

当社にご連絡ください。 

既存データが単独科目です。修正

して再実行してください。 

既存データが単独科目で、取込元科目が法人・共通科目になっています。 

取込元データを単独科目に変更し、再度データ作成・読込を行って下さい。 

※既存データの方が間違って単独科目になってしまっている場合は当社

にご連絡ください。 
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年度更新後、前年の法人科目及び共通科目設定を修正し、その設定を翌年度にも反映する場合に使用します。 

※作業前に必ずバックアップをお取りください。 

 

 1. 左側に年度を入力します。（右側は自動で表示されます） 

 2.  実行 ：F1  を押すと、データのチェックをおこないます。 

 3. 科目データレポート画面が表示されます。 

 4.  処理開始：F1  を押すと、処理をおこないます。 
 

説明文 内容 

差異はありません 同じ科目設定のため、処理は必要ありません。 

処理年度データに科目を追加 翌年度データに科目を追加します。 

処理年度にデータから科目を削除 

※使用している可能性があります 

翌年度データから科目を削除します。 

「※使用している可能性があります」と表示されている科目は、仕訳伝

票等で使用している可能性がありますので、ご確認ください。 

科目の設定に変更があります 翌年度の科目データを修正します。 

 

データ保守のメニューは全てデータそのものをメンテナンスするためのものです。 

データを直接操作します。ネットワーク使用の場合は必ず他の端末を終了していることをご確認下さい。 

何かの事情により、ファイルが使用中になってしまうなどのエラーメッセージが出た場合に使用します。 

ネットワーク使用の場合、他の端末を終了してから行ってください。 

大きくなりすぎたデータサイズを小さくする効果があります。 

ネットワーク使用の場合他の端末を終了し、バックアップ後に実行してください。 

 

9.  科目再更新 データ管理メニュー → 科目再更新  

データ保守 

10.  ロック解除 データ管理 → ロック解除  

11.  データベース圧縮 データ管理 → データベース圧縮 
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16 章 給与取込 
 

 

 

 

給与取込 ................................................. 2 

1. 給与取込使用条件 ............................... 2 

2. 給与データフォルダの設定 .................... 2 

3. 給与施設変換マスタ ............................ 2 

4. 給与取込仕訳マスタ ............................ 3 

5. 給与データの取込 ............................... 3 

6. 給与仕訳の生成 .................................. 4 
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給与データから仕訳を生成することができます 

 ・弊社の会計システムには給与システムデータより仕訳自動生成機能があります。 

ただし、使用するためには以下の条件を全て満たす必要があります。 

1. サーヴ新給与システムをご導入頂いていること。 

2. 会計のサービス区分と、給与の施設の区分が同様の条件であること。 

（例：会計でデイサービスと居宅サービス区分を分けて設定している場合、給与でも同様にグループを分け

て設定している必要があります。） 

 ・給与のデータフォルダを設定する必要があります。 

 ※ご利用の際は、弊社に給与取込機能を使用する旨をご連絡ください。 

  

給与取込用のデータの設定を行います。 

 

1. 拠点区分・サービス区分を選択します。 

（１サービス区分に対して複数給与グループの選択が可能です。） 

2. それぞれの給与項目（支給項目、控除項目）に対応する会計科目を設定します。 

（【給与支払科目】の欄は、支払する口座や現金の科目を設定します。） 

※複数の給与項目をひとつの会計科目にまとめて設定していただいても差し支えありません。 

（例：普通・深夜・休日残業等→超過勤務手当など） 

※給与項目で使用していないものについては会計科目側を設定する必要はありません。  

給与取込 

1.  給与取込使用条件   

2.  給与データフォルダの設定   

3.  給与施設変換マスタ 初期設定 → 各種取込マスタ → 給与施設変換マスタ  
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給与取込用のパターンマスタを登録します。 

 ・入力の仕方は定型仕訳マスタ(複合)と同様です。 

 ・単一伝票をご利用の場合は、一行につき一伝票が作成されます。 

※仕訳時、貸借一行ごとに同一金額の入力が必要となります。 

 

伝票入力の画面を開きます。（単一、複合どちらでも可能です） 

 

 ・右上の  取込  にカーソルをあわせ  給与  を選択します。 

 

1. 計算年月を入力して【Enter】を入力します。 

2. 給与データが一覧で表示されますので、仕訳取り込みをする給与データを選択します。 

3. 給与仕訳パターンを選択し  決定：F1  をクリックします。 

 ※設定した計算年月の支給データがあり一覧に出てこない場合は、施設の設定が違っている場合があります。 

 上の  施設変換  から給与施設変換マスタの設定をご確認ください。 

 ※仕訳パターンの追加や修正は、右側の  設定  で給与取込仕訳マスタに移動できます。 

4.  給与取込仕訳マスタ 初期設定 → 各種取込マスタ → 給与仕訳マスタ  

5.  給与データの取込 メインメニュー → 仕訳伝票入力 → 取込 → 給与  
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上記給与データ検索の画面で  決定：F1  をクリックすると、給与取込処理の画面が表示されます。 

 

1. 取り込まれた給与仕訳を確認します。※金額など、必ずご確認ください。 

 給与科目変換マスタで正しく設定されていない項目がある場合、不一致額が表示されます。 

 その場合は上記画面で修正をしていただくか  取消：F9  から、施設変換や仕訳パターン設定を 

再度ご確認ください。 

2. 内容に問題がなければ  伝票生成：F1  をクリックします。 

3. 給与伝票が作成され、仕訳伝票入力画面に戻ります。 

 

＜単一伝票画面から取り込を行う場合＞ 

 単一伝票で給与取込する場合、一行ごとに一伝票が生成されます 

 一行ごとに貸借の金額が一致している必要がありますのでご注意ください。 

 

6.  給与仕訳の生成   
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17 章 区分間按分 
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区分間按分のパターンマスタを登録します。 

按分機能は大きな流れとして、以下のようになります。 

 

＜初期設定＞ 

 ・按分根拠数の算出。 

 ・按分パターン登録。 

 

＜実務処理＞ 

1. 按分元サービス区分での按分対象となる科目の締め。 

2. 按分金額の集計、調整、登録。 

3. 按分元の按分仕訳及び按分先それぞれのサービス区分での按分仕訳の登録によって、以下のような制限があ

りますのでご了承ください。 

 

按分を行うにあたり、サービス区分等を正確に認識するために科目の追加を行います。 

 

按分対象科目の区分の設定 

・水道光熱費などの全額を機械的に按分してしまうのならばこの設定は必要ありませんが、集計された科目の一

部を按分したい場合、区分の設定が必要となります。 

・例えば、電気代のうち 2 種類の契約があり、１つは特養のみが使用し、2 つ目は全体で使用しているが、支払

は特養で行っているようなケース。 

・下層科目の名前の付け方はお客様の任意になりますが、例として「全体」「施設のみ」「その他」等の名称を利

用するとわかりやすいかもしれません。 

    

・これは 01 が按分する水道光熱費、02 や 03 はそうでないものを下層区分にした例です。按分対象となる科目

のみ 01 で仕訳を行います。 

  ※これらの科目追加の設定は必ず拠点区分の共通コードで行って下さい。 

  

区分間按分機能 

1.  按分機能の概要  

2.  科目のメンテナンス  
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1. 拠点区分、処理年度を登録します。 

2. コード番号、パターン名を登録します。 

3. 支出/収入、分類を選択します。（分類の追加は、右隣の[設定]ボタン

より追加登録出来ます。） 

4. 仕訳方式、按分方式を選択します。 

5. 按分先の拠点区分、サービス区分、部門区分、摘要、按分科目を選択

します。 

6.  根拠数 を入力します。 

 

 

＜根拠数とは＞ 

※ 40%と 60%の場合、数字のみ 40   60 と入力します。 

（下部の合計欄に 100 と表示されます。） 

※ パーセンテージ以外に、平米数や、部屋数、 

人数等を用い、均等按分、比例按分等が利用可能です。 

※ 端数が出た場合、端数を調整する行区分に ○ を選択します。 

 既に登録された按分科目の呼出しや、コード変更は右上のボタンを選択します。 

 

仕訳伝票入力画面で、按分仕訳を取り込みます。 

 

1. 支払拠点区分、サービス区分、相手科目を選択します。 

※相手科目は【共通科目】です。（単独科目は使用出来ません。） 

2. 按分金額を入力します。 

3. 按分パターンを選択します。 

4. 内容確認後  実行：F1  を押します。 

5. 仕訳に反映されますので、内容確認後  登録：F1  で完了します。 

3.  区分間按分マスタ 初期設定 → 各種取込マスタ → 区分間按分マスタ  

4.  区分間按分仕訳 メインメニュー → 仕訳伝票入力 → 取込 → 区間按分  

根拠数は 100 になる

必要はありません。 
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区分間按分仕訳で、選択した「相手科目」「パターン」を元に、区分間按分結果が表示されます。 

按分方法は「各区分できちんと按分する方法」と「按分元区分が全て損益をかぶる方法」があります。 
 

 

 

 区分間按分マスタで(上記)青枠の設定した場合、区分間按分結果はこのようになります。 

 

 仕訳に  諸口  が使用され、仕訳は下記のようになります。 

 

例）相手科目が【水道光熱費】の場合 

【施設 1】 

 借方 貸方 金額 

① 諸口 現金預金 100,000 

② 水道光熱費 諸口 62,500 

 

【施設 2】 

 

 

 

  

5.  区分間按分結果 仕訳伝票入力 → 取込 → 区間按分 → 区分間按分結果  

 仕訳方式：諸口 / 按分方式：直接 1.特養 2.ショートへ按分の場合 

 借方 貸方 金額 

① 水道光熱費 諸口 37,500 

仕訳方式：諸口方式 

按分方式：直接 
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 区分間按分マスタで(上記)青枠の設定した場合、区分間按分結果はこのようになります。 

 

 仕訳は  直接  の場合、下記のようになります。 

 

例）相手科目が【水道光熱費】の場合 

【施設 1】 

 借方 貸方 金額 

① 水道光熱費 現金預金 62,500 

 

【施設 2】 

 

 

 

 

  

 仕訳方式：直接 / 按分方式：直接 1.特養 2.ショートへ按分の場合 

 借方 貸方 金額 

① 水道光熱費 現金預金 37,500 

仕訳方式：直接方式 

按分方式：直接 
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 区分間按分マスタで(上記)青枠の設定した場合、区分間按分結果はこのようになります。 

 

 仕訳に  諸口  が使用され、仕訳は下記のようになります。 

 

例）相手科目が【水道光熱費】の場合 

【施設 1】 

 借方 貸方 金額 

① 諸口 現金預金 100,000 

② 水道光熱費 諸口 62,500 

③ 繰入金費用 諸口 37,500 

 

【施設 2】 

 借方 貸方 金額 

① 諸口 繰入金収益 37,500 

② 水道光熱費 諸口 37,500 

 

 

 

  

 仕訳方式：諸口 / 按分方式：繰入金収入支出 1.特養 2.ショートへ按分の場合 

仕訳方式：諸口方式 

按分方式：繰入金収入支出 



区分間按分 
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 区分間按分マスタで(上記)青枠の設定した場合、区分間按分結果はこのようになります。 

 

 仕訳は  直接  の場合、下記のようになります。 

 

例）相手科目が【水道光熱費】の場合 

【施設 1】 

 借方 貸方 金額 

① 水道光熱費 現金預金 62,500 

② 繰入金費用 現金預金 37,500 

 

【施設 2】 

 

 

 

 

 

 仕訳方式：直接 / 按分方式：繰入金収入支出 1.特養 2.ショートへ按分の場合 

 借方 貸方 金額 

① 水道光熱費 繰入金収益 37,500 

仕訳方式：直接方式 

按分方式：繰入金収入支出 
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18 章 環境設定 
 

 

 

 

システム設定 ............................................... 2 

環境設定 ..................................................... 3 

＜システムの設定＞ ....................................... 3 

＜処理の設定＞ ............................................. 3 

オンラインバージョンアップ設定 ..................... 4 

バージョン情報 ............................................ 4 
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法人名等の設定を行います 

 

 

法  人  名 半角 50 文字（全角 25 文字）まで入力可能です。 

会 計 種 類 社会福祉法人会計（修正不可です） 

決  算  月 3 月決算（修正不可です） 

年 号 設 定 法人単位で表示する画面や、帳票で表示する年号の設定。 

就労支援事業 就労支援事業に対応しているデータかどうかの設定を表示します。 

（設定は初期ウィザードで行います） 

貸借対照表  

管 理 区 分 

運用中のデータが、貸借対照表をサービス区分ごとに把握するかどうかの設定を表示

します。（設定は初期ウィザードで行います） 

伝票入力区分 伝票の整理番号をサービル区分ごとに採番する場合は「サービス区分単位」 

拠点区分ごとに採番する場合は「拠点区分単位」 

※貸借対照表管理区分が「拠点区分単位」の時、伝票入力区分は「拠点区分単位」以

外は選択できません。 

 

 

 

  

システム設定 
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インストールフォルダ等の設定を行います。 

 

＜データベースの設定＞ 

システムを使用するための設定になります。（通常は変更の必要はありません） 

 

＜システムの設定＞ 

CD-ROM ﾄﾞﾗｲﾌﾞ CD-ROM のドライブ割り当てを設定します。 （通常は変更の必要はありません） 

システム Ver  システムのバージョンを表示します。     （通常は変更の必要はありません） 

端 末 コ ー ド データを共有して使用する場合に設定します。 （通常は変更の必要はありません） 

ﾊ ﾟ ｽ ﾜ ｰ ﾄ ﾞ管 理 システム起動時にユーザー名・パスワードの入力を求めるかどうかを選択します。 

パスワード等の設定は、初期設定⇒パスワード設定から行います。 

 

＜処理の設定＞ 

前年仕訳データ 修正不可を選択すると、前年伝票を修正できないようにロックします。（参照は可能） 

科 目 検 索 

入 力 モ ー ド 

科目検索時の入力モードが設定できます。 

英数：半角英数入力 かな：かな入力 

定 型 検 索 

入 力 モ ー ド 

定型仕訳検索時の入力モードが設定できます。 

数字：半角数字入力 かな：かな入力 

過 年 度 指 定 起動時にデータを遡って取得する場合に設定します。（通常は変更の必要はありません） 

帳票 0 円表示 決算帳票の金額に 0 円表示の有無を設定できます。 

附属明細拠点取込 施設データ作成・読込で、附属明細書入力データの拠点単位でのデータ渡しの有無を設定します。 

環境設定 
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インターネットに接続されている環境で、新しいバージョンがリリースされた時に自動で 

バージョンアップを行う事ができます。 

 

 

ユーザーコードは弊社より発行致しますので、設定に関しては弊社サポートにご連絡ください。 

※詳細については 21 章 オンラインバージョンアップを参照 

 

 

 

システムのバージョンを確認する為の画面です。 

 

 

 

 

 

オンラインバージョンアップ設定 

バージョン情報 
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19 章 リース会計 
 

 

 

 

リース会計 .................................. 2 

1. リースの種類 .............................2 

2. 関連仕訳.................................3 

3. 固定資産登録 .............................4 
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リース会計 

1.  リースの種類   
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2.  関連仕訳   
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売買処理に該当するリース資産については固定資産の登録を行い、減価償却する必要があります。 

 

 

 

1. 資産コード、資産名、サービス区分名は通常の資産と同じように入力します。 

2. 科   目：有形リース資産（無形の資産の時は「無形リース資産」）を選択します。 

3. 取得年月日：リース契約日を入力します。 

4. 償却開始日：支払内容によって、取得年月日もしくは翌月の日付等を入力します。 

        例）契約開始日が 18/7/15 第一回、第二回目の支払月が 9 月で、最後の支払月が 7 月の時 

          償却開始日には翌月の 8 月の日付を入力 

5. 取 得 価 額：リース支払合計金額（消費税込み）を入力します。 

6. 償 却 方 法：リース期間定額を選択します。 

※所有権移転ファイナンス・リース資産の時は通常の資産と同じ償却方法を選択 

7. 耐 用 年 数：契約期間の年数を入力します。 

8. 除却年月日：契約終了日を入力します。 

9. 除 却 事 由：除却を選択します。 

10. 登録後、固定資産管理台帳等で期末帳簿価額と、期末時点でのリース残金が一致している事をご確認下さい。 

 

3.  固定資産登録 固定資産 → 固定資産登録  
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サービス区分マスタ .............................. 3 
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部門管理マスタ .................................... 4 
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7. その他画面・帳票 ...................................... 8 
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 就労支援事業の帳票出力に必要な設定を行います。 

 多機能型にも対応しています。 

 システムをインストールし、初回起動時に表示されます。 

 

 ・就労事業は「あり」を選択します。 

 ・簡易帳票使用を使用する場合は「あり」を選択します。 

 

 簡易帳票は、以下のような場合に使用できます。 

  各就労支援事業の年間売上高が 5,000 万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の 

  理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な場合。 

  （運用指針 23（2）（エ）） 

 

 

 

  

就労事業について 

1.  初期ウィザード   
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  拠点区分及びサービス区分を設定します。 

  １拠点に１サービス区分しかない場合も、サービス区分マスタの設定を行います。 

 拠点区分マスタ 初期設定 → 拠点区分マスタ 

 拠点区分マスタを登録します。 

 

 ・拠点区分名称には、施設名を入力します。 

 ・科目体系は「就労支援事業」を設定します。 
 

 サービス区分マスタ 初期設定 → 拠点区分マスタ → サービス区分 

  サービス区分マスタを登録します。 

 

・サービス区分名称には、事業種別を入力します。 

  例）就労移行支援事業、就労継続支援 A 型事業、就労継続支援 B 型事業 など 

・部門管理しないサービス区分の場合は部門管理を「しない」に設定します。 

・就労帳票（別紙⑪～⑱）に表示しないサービス区分の場合は「就労移行(継続)支援該当」の 

 チェックを OFF にします。（部門管理「しない」に設定している場合、強制的に OFF） 

2.  施設設定   
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  作業事業区分を設定します。 

 部門区分マスタ 初期設定 → 部門区分マスタ 

 

 ・コード：1～999 で入力します。 

 ・部門区分名称：作業事業名を半角 32 文字（全角 16 文字）で入力します。 

 ・部門区分略称：作業事業名を半角 16 文字（全角 8 文字）で入力します。 

 

 部門管理マスタ 初期設定 → 部門区分マスタ → 管理設定 

 

 1. 設定を行う拠点区分、サービス区分を選択します。 

 2. 処理年度を選択します。 

 3. 選択しているサービス区分、処理年度で使用する作業事業にチェックを入れます。 

 4.  登録[F1]  で設定を保存します。 

 ※就労事業以外の拠点区分はリストに表示されません。 

 

3.  作業事業設定   
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 作業事業ごとに収益科目の設定を行います。 

 法人科目マスタ 初期設定 → 基本マスタ → 法人科目マスタ 

 

 ・405.就労支援事業収益の下層科目に、作業事業ごとの収益科目を設定します。 

 

 部門科目マスタ 初期設定 → 基本マスタ → 法人科目マスタ → 部門科目 

・法人科目マスタの右上【部門科目】ボタンを押下すると、部門科目マスタ画面が表示されます。 

・「就労支援事業収益」に設定した科目に、各部門を設定します。 

 

 1. 設定を行う拠点区分、サービス区分を選択します。 

 2. 処理年度を選択します。 

 3. 選択しているサービス区分、処理年度で使用する科目に、主に使用する部門を設定します。 

   そのサービス区分で使用しない科目には設定不要です。 

 4.  登録[F1]  で設定を保存します。 

4.  科目設定 初期設定 → 基本マスタ → 法人科目マスタ → 部門科目  
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 ・就労用の科目を使用する時のみ、部門の設定が必要です。 

  就労支援事業販売原価、就労支援事業販管費、就労支援事業収益 

 ＜複合伝票＞ 

 

 ＜単一伝票＞ 

 

 

 ※部門科目マスタで部門を設定した「就労支援事業収益」科目を選択すると、自動的に部門が選択されます。 

  （修正も可能） 

 

 

 

  

5.  伝票入力   
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 ・別紙⑪～⑱が就労事業用の帳票になります。 

 ・１拠点にサービス区分が複数ある場合、「多機能型用」帳票を出力します。 

 ・単月集計も可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.  就労帳票 決算処理メニュー → 財務諸表印刷 → 附属明細  
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 仕訳日記帳画面・印刷物 メインメニュー → 仕訳日記帳 

 ・借方・貸方の部門区分を表示します。 

 ＜画面表示＞ 

     

 ＜印刷サンプル＞ 

    

 

 

 伝票印刷 メインメニュー → 仕訳伝票印刷 

 ・借方・貸方の部門区分を表示します。 

  ＜複合伝票＞ 

 

  ＜単一伝票＞ 

 

 

  

7.  その他画面・帳票   
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 月次試算表画面 メインメニュー → 月次試算表 

 ・部門区分を指定し、その部門区分だけの集計金額を表示できます。 

 ・サービス区分単位での集計金額も表示できます。 

 ・印刷物は部門区分単位での出力に対応していません。 

  決算附属明細の就労用帳票をご利用ください。 

 

 

 

 総勘定元帳 メインメニュー → 総勘定元帳 

 ・画面表示は、部門区分を指定して絞り込み表示が可能です。 

 ・印刷物は部門区分を指定しての絞り込み出力には対応していません。 

 ＜画面表示＞ 

   

 

 ＜印刷サンプル＞ 

   

 

 

 



就労事業 

10 

 ・部門区分ごとに予算額を設定することが可能です。 

 ・部門区分ごとに予算書を印刷することが可能です。 

 ＜部門指定時＞ 

 

  ・部門区分に作業事業区分を選択します。 

  ・選択した部門区分の収支予算を入力します。 

  ・就労事業専用科目のみ設定が可能です。 

  ・前年度実績や執行額には、部門区分単位での集計金額を表示します。 

 

 ＜部門未指定時＞ 

   

  ・部門区分に「一般」を選択します。 

  ・サービス区分全体の収支予算を入力します。 

  ・部門区分を指定して予算を登録していた場合、就労事業専用科目に「一般」でも予算金額を入力すると、 

   「一般」を含めた全ての部門区分の予算金額の合計がサービス区分単位の予算金額となります。 

 

 

 

 

8.  予算入力・印刷 メインメニュー → 予算入力  
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 インターネットに接続し、新しいバージョンがリリースされると自動でバージョンアップ作業を行

います。 

  

 

 オンラインバージョンアップ「する」に設定し、ユーザーコードを入力します。 

 ※ユーザーコードは弊社より発行致します。 
 

  設定後、データ管理メニュー ⇒ バージョンアップよりオンラインバージョンアップを 

  実行し、設定に問題がないか確認を行ってください。 

  「ユーザーコードの設定が間違っています」とメッセージが表示された場合 

  コードの設定が間違っています。 

 

 

 1.新しいバージョンがリリースされてい 

  ると、パソコン起動後、画面右下にメッ 

  セージが表示されます。 

 

 2.ボタンをクリックすると、バージョンアップ処理が 

  始まります。 

  ※会計システムが起動している場合、終了を促されます。 

 3.バージョンアップが終了すると確認メッセージが 

  表示されます。 

 

 

 4.デスクトップにバージョンアップ用のファイル 

  がありますので、必要に応じて保存して下さい。 

 

※データ管理メニュー ⇒ バージョンアップで、任意の

タイミングでオンラインバージョンアップを実行した

り、ファイルを指定してバージョンアップを行う事が可

能です。 

オンラインバージョンアップについて 

1.  設定 初期設定メニュー → 基本マスタ → 環境設定 → オンライン Verup 設定  

2.  バージョンアップ   
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メッセージ  対 策 

ユーザーコードの設定が間違っています。 
ユーザーコードの設定が正しくない可能性があります。コ

ードを確認し、正しい場合はサポートにご連絡ください。 

取得ファイルが正常ではありません。 

再度ダウンロードを実行するか、サポートに連

絡してください。 

再度バージョンアップ処理を試していただき、同じメッセ

ージが続く場合はサポートにご連絡ください。 

○日以上バージョンチェックが行われていま

せん。 

インターネット接続を確認するか、サポートま

でご連絡ください。 

ネット環境に問題がない場合、サポートにご連絡ください。 

最新のバージョンです。 新しいバージョンはリリースされていません。 

サポートバージョンでは最新です。 
ご契約の内容により、現在のバージョンまでの提供となり

ます。 

サーバーメンテナンス中です。 
サーバーメンテナンス中につき、時間をおくか、日を改め

てお試しください。 

 

3.  エラーメッセージ一覧   
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22章 グループ出力機能 
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3. 月次内訳表印刷 ......................................... 4 

4. 予算内訳表印刷 ......................................... 5 

 

 

Capture 



グループ出力機能 

2 

 任意の拠点やサービス区分を抽出した集計帳票を作成する事ができます。 

 月次試算表印刷、月次内訳表印刷、予算内訳表印刷がグループ出力に対応 

 グループマスタを登録します。 

 

・グループ名：帳票に表示されます。 

・集計表示単位：月次内訳表、予算内訳表で表示する区分単位を選択します。 

    

    

 

・施設選択：集計したい拠点区分、もしくはサービス区分にチェックを入れます。 

 

  サービス区分を新規作成した時は、グループマスタの設定を確認してください。 

   

  

グループ出力機能について 

1.  グループマスタ 初期設定メニュー → グループマスタ  

拠点単位 

ｻｰﾋﾞｽ単位 
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 区分種類で「グループ」を選択します。 

 出力するグループをコンボボックスから選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.  月次試算表印刷 メインメニュー → 月次試算表 → 印刷  

印刷サンプル 
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 区分種類で「グループ」を選択します。 

 出力するグループをコンボボックスから選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.  月次内訳表印刷 メインメニュー → 月次内訳表印刷  

印刷サンプル 
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 区分種類で「グループ」を選択します。 

 出力するグループをコンボボックスから選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.  予算内訳表印刷 メインメニュー → 予算入力 → 印刷 → 内訳書  

印刷サンプル 



 内部取引明細 

1 

  23 

23章 内部取引明細 
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 内部取引のある伝票のみを画面表示・印刷します。 

 内部取引明細入力画面に表示される、内部取引金額の内訳確認等にご利用ください。 
 

 

1. 処理年度、区分を選択します。 

2. 勘定科目を選択します。（伝票入力と同様に、文字入力および、検索が可能です。） 

3.      または      を選択し、表示する月を変更可能です。   

4.      より、印刷処理画面へ移動します。 

・伝票を選択し      より、選択した伝票を伝票入力画面で開くことができます。 

※ 対象伝票をダブルクリックして、該当伝票を開くことも可能です。 

 

ワンポイント 

区分種類が「拠点区分間」「事業区分間」の時は、法人科目のみ選択可能。 

 

 
  

内部取引明細について 

1.  内部取引明細 メインメニュー → 内部取引明細  
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1. 処理年度、区分種類を選択します。 

2. 集計する月、科目を選択します。 

3. 右上      を選択します。 ※        のチェックをご確認ください。 

 

改 頁 区 分：複数月分まとめて出力する時、月ごとに改頁するかしないかを選択します。 

用 紙 区 分：Ａ４用紙で横向きと縦向きどちらで印刷するかを選択します。 

      Ａ４横：１頁に出力される仕訳数は少ないが、相手科目も表示する。 

      Ａ４縦：1 頁に出力される仕訳数は増えるが、相手科目が表示されない。 

 

 

 

 

 
  

2.  内部取引明細印刷 メインメニュー → 内部取引明細 → 印刷  

Ａ４横 

Ａ４縦 
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内部取引明細画面で、画面上部の  チェックリスト  をクリックします。  

内部取引科目で、対となる科目の残高が一致する事を確認します。 
 

 

1. 処理年度を選択します。 

2. 区分種類を選択します。 

サービス区分間：サービス区分間科目のみ表示します。 

拠点区分間：サービス区分間、拠点区分間科目を表示します。 

事業区分間：サービス区分間、拠点区分間、事業区分間科目を全て表示します。 

3. 月選択：選択した月の月末残高を表示します。 

 

 

 

3.  内部取引チェックリスト メインメニュー → 内部取引明細 → チェックリスト  
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 仕訳伝票を任意のレイアウトでエクセル出力する事ができます。 

 例）・独自のレイアウトで仕訳伝票を出力する事ができます。 

   ・複合伝票等で、１枚の伝票に複数行仕訳を行っている場合も、一枚ずつ出力する事が出来ます。 

 ※フォームの作成は当社にて行います。利用される場合はご相談ください。 
 

  

 フォームマスタ登録  

  Excel ファイルを登録します。（Excel ファイルは当社で作成します） 

 

1. コード、フォーム名を入力します。 

2.     をクリックし、ファイルを選択します。 

3.  登録：F1  ボタンで登録します。   

 

・コ ー ド：1～999 まで入力が可能です。 

・フォーム名：半角 30 文字（全角 15 文字）まで入力が可能です。 

 

ワンポイント 

登録後、ファイルは削除しても問題ありません。 

ファイルを修正した場合は再度ファイルを選択し、登録を行って下さい。 

 

 

  

伝票フォーム出力について 

1.  フォームマスタ メインメニュー → 伝票フォーム出力 → 設定  
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 フォームマスタ出力  

  取り込みした EXCEL ファイルをそのまま出力します。 

  レイアウトを修正するのに、元ファイルを紛失した時などにご利用ください。 

  フォームマスタ画面の      ボタンで移動します。 

 

出力したいフォームを選択し 実行：F1  ボタンで実行します。 

 

 

 フォームマスタコード変更  

  フォームコードを変更することができます。 

 

1.コードを変更したいフォームの新規コードに、新しいコード番号を入力します。 

2. 実行：F1  ボタンで処理を実行します。 

 

・  連番セット  ボタンを押すと、カーソルがある場所から下方向に連番をセットします。 
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1. 処理年度、拠点区分、サービス区分を選択します。 

2. 出力区分を選択します。 

3. 出力フォームを選択します。 

4.  実行：F1  ボタンで実行し、保存先を指定します。データ量により数分時間がかかる事があります。 

・表示制御： 明細行単位  を選択すると、全ての仕訳を表示します。 

        伝 票 単 位  を選択すると、各伝票の一行目のみ表示します。 

・出力のチェックを OFF にすると、その分は出力されません。 

 出力対象が少ない場合、 全解除：F7  した後、出力する伝票にチェックを入れてください。 

 

 

2.  伝票フォーム出力 メインメニュー → 伝票フォーム出力  
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 決算額を試算する事ができます。 

 積立金や予算額の見直し等にご利用ください。 
 

  

 資金収支試算入力  

 

1. 処理年度、拠点区分を入力します。 

2. 回数を入力します。初回は「1」のみ入力できます。 

それ以降は登録済み回数＋１が入力可（最高「99」回） 

3. 作成日を入力します。（後で修正も可能です） 

4. 1 回目の新規登録時は、科目区分の選択が可能です。 

5. サービス管理している拠点の場合はサービス区分を選択します。 

6. 各月に金額を入力し、登録：F1  ボタンで登録します。 

 

予 算 額：画面を表示した時点での最終予算額を表示します。 

各月の金額：1 回目の新規登録時、設定画面の[全体初期化]で設定した金額を表示します。 

      2 回目以降の新規登録時、前回で登録した金額を表示します。 

  全 体 初 期 化  全ての月に、設定画面の[全体初期化]で設定した金額をセットします。 

  前月複写[F2]  フォーカスがある月に、前列の金額をセットします。（列単位の処理） 

  前年複写[F6]  フォーカスがある月に、設定画面の[前年複写処理]で設定した金額をセットします。 

（列単位の処理） 

  仕訳取込[F7]  フォーカスがある月に、当年度の実績額をセットします。（列単位の処理） 

  

資金収支試算機能について 

1.  資金収支試算 メインメニュー → 資金収支試算  
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元帳と並べて表示ができるため 

確認しながら入力する事ができます。 
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 積算メモ  

  金額の内訳を、積算メモとして登録が可能です。 

1. 積算メモを入力したいセルを選択します。 

2. 積算メモ：F8  ボタンをクリックします。 

 

3. メモ入力画面が表示されますので、摘要と金額を入力し、 登録：F1  ボタンで保存します。 

4. 試算入力画面に戻り登録を実行します。 

     ※試算入力画面で登録しなかった場合、メモ画面のデータも登録されません。 

 

  ・積算メモがあるセルの金額は赤文字で表示され、修正不可となります。 

 

・金額を修正する場合、積算メモ画面で行います。 

 

メモの削除 

積算メモを削除する場合、メモ画面で  削除：F4  した後、試算入力画面で登録を実行すると 

メモデータが削除されます。 
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 設定  

  スプレッドの集計表示と、部門単位での入力の有無の設定変更する事ができます。 

 

                

区 分 種 類 説     明 

比較表示 入力画面に比較金額の表示の有無を選択します。 

しない：入力行のみ表示 

する（差額なし）：入力行と比較金額行を表示 

する（差額あり）：入力行、比較金額行と、 

入力行と比較金額との差額を表示する行を表示。 

全体初期化でセッ

トする金額 
「全体初期化」実行時と、1 回目の新規作成時にセットする金額を選択します。 

前年複写でセット

する金額 
「前年複写」実行時にセットする金額を選択します。 

部門指定 部門区分単位で入力を行う場合、「する」を選択します。 

列設定 試算入力画面の表に表示する列名、集計する月を設定します。 

「13 月」は、決算伝票のことを指します。 

 

 

 

 

  

入力画面に設定状態を 

表示します。 



資金収支試算 

6 

 

 

1. 処理年度を選択します。 

2. 帳票区分を選択します。 

3. 拠点区分、サービス区分を選択します。 

4. 回数を選択します。 

5. 科目区分を選択します。 

  （積算メモ明細の時は選択不可） 

6. 右上      を選択します。 

 ※        のチェックをご確認くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.  資金収支試算印刷 メインメニュー → 資金収支試算 → 印刷  

仮試算明細 

積算メモ明細 
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 帳票間や科目間の金額の不一致等がないかチェックを行います。 

 

1.処理年度を選択します。 

2.拠点区分を選択します。 

 法人合計：法人単位での合計金額で出力します。 

 全 拠 点：各拠点単位での金額の帳票を全拠点分出力します。 

 拠点指定：指定した拠点区分のみの金額で出力します。 

3.チェックを行わない項目の☑を外します。（画面起動時は全ての項目が☑になっています） 

 

 

 

 

  

1.  決算チェックリスト 決算処理メニュー → 決算チェックリスト  
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 1. 前期末支払資金残高  
 

 

 流動資産（支払資金科目）の期首残高から、流動負債（支払資金科目）の期首残高を差し引いて 

 期首の支払資金残高を算出し、資金収支計算書の前期末支払資金残高と一致する事を確認します。 
 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。 

 ・科目の支払資金区分の設定をご確認ください。 

  

 

 2. 当期末支払資金残高  
 

 

 流動資産（支払資金科目）の期末残高から、流動負債（支払資金科目）の期末残高を差し引いて 

 期末の支払資金残高を算出し、資金収支計算書の当期末支払資金残高と一致する事を確認します。 
 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・1.前期末支払資金残高の差異がない場合、当年度の仕訳が間違っているか足りない可能性があります。 

 ・科目の支払資金区分の設定をご確認ください。 

   

 

 3. 当期資金収支差額  
 

 

 2.当期末支払資金残高から、1.前期末支払資金残高を差し引いて、当期資金収支差額を算出し、 

 資金収支計算書の当期資金収支差額と一致する事を確認します。 
 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・1.前期末支払資金残高、2.当期末支払資金残高の差異がない場合、科目の支払資金区分の設定をご確認くだ

さい。 
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 4. 次期繰越活動増減差額  
 

 

 貸借対照表と事業活動計算書の、次期繰越活動増減差額の期末残高が一致する事を確認します。 

 事業活動計算書の前年度次期繰越活動増減差額と当年度の前期繰越活動増減差額が一致する事を確認します。 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。  

 ・当年度の仕訳が間違っているか足りない可能性があります。 

 

 5. うち当期繰越活動増減差額  
 

 

貸借対照表の「うち当期活動増減差額」と事業活動計算書の当期活動増減差額の期末残高が一致する事を確認

します。 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・当年度の仕訳が間違っているか足りない可能性があります。 

 

 6. 積立金と積立資産の残高  
 

 

 貸借対照表の積立資産（固定資産）科目と、積立金（純資産）科目の期末残高が一致する事を確認します。 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。  

 ・積立金の振り替え仕訳が足りない可能性があります。  

 

 7. 諸口科目の残高  
 

 

 諸口科目及び非資金諸口科目に残高がないか確認します。 

  ＜残高がある場合＞ 

 ・仕訳が足りない、もしくは金額が間違っている可能性があります。総勘定元帳等でご確認ください。 
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 8. 財産目録の残高  
   

 

 財産目録の入力金額と、貸借対照表の期末残高が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。 

 ・財産目録の登録が間違っているか、仕訳が間違っているもしくは足りない可能性があります。  

 

 

 9. 借入金明細書残高  
   

 

 借入金明細書の入力期末残高と、貸借対照表の期末残高が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。 

 ・特定科目マスタの借入金明細表タブの設定をご確認ください。 

 ・借入金明細の登録が間違っているか、仕訳が間違っているもしくは足りない可能性があります。  
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 10. 国庫補助金等特別積立金の残高  
 

 

貸借対照表の国庫補助金等特別積立金科目の期末残高と、国庫補助金明細書の入力期末残高が一致する事を確

認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。 

 ・国庫補助金明細書の登録が間違っているか、仕訳が間違っているもしくは足りない可能性があります。 

 

 

 11. 基本金の残高  
 

 

 貸借対照表の基本金科目の期末残高と、基本金明細書の入力期末残高が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。 

 ・基本金明細書の登録が間違っているか、仕訳が間違っているもしくは足りない可能性があります。 
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 12. 固定資産期首帳簿価額  
 

 

 貸借対照表の期首残高と、固定資産管理台帳の期首帳簿価額が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定や固定資産の設定をご確認ください。 

 ・前年度の 15.固定資産期末帳簿価額で差異がないかご確認ください。 

 

 

 13. 固定資産の増加  
 

 

 資金収支計算書の固定資産取得支出と、固定資産明細書の増加額が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・仕訳が間違っている可能性があります。 

 ・固定資産の登録が間違っている可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



決算前チェックリスト 

8 

 14. 固定資産減価償却費  
 

 

 事業活動計算書の減価償却額と、固定資産明細書の減価償却額が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・減価償却の仕訳が間違っている可能性があります。 

 

 

 15. 固定資産期末帳簿価額  
 

 

 貸借対照表の期末残高と、固定資産明細書の期末帳簿価額が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・12～14 の項目で差異がない場合、除却資産の処理がされていない可能性があります。 
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 16. 前期末支払資金（予算）  
 

 

 資金収支計算書と、予算書の前期末支払資金が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・当初予算作成後、前期末支払資金が補正されていない可能性があります。 

 

 

 17. 区分間科目残高  
 

 

 区分間科目で、対となる科目の期末残高が一致する事を確認します。 

  

 ＜差異がある場合＞ 

 ・システム使用開始年度の場合、残高設定をご確認ください。 

 ・仕訳が間違っているか足りない可能性があります。 
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 18. 注記入力額  
 

 

 計算書類注記で登録している金額と、対となる項目の金額が一致する事を確認します。 

 

 

 ＜差異がある場合＞ 

 ・注記の該当項目を初期化・登録をお試しください。 

 

 

 

基本財産の増減の内容及び金額 

  計算書類に対する注記は、注記入力の下記金額を表示します。 
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担保に供している資産 

計算書類に対する注記は、注記入力の下記金額を表示します。 

   

 

  借入金明細の担保資産帳簿額は、借入金明細の下記金額を表示します。 

   

 

 

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

計算書類に対する注記は、注記入力の下記金額を表示します。 
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27章 1年基準振替 
 

 

1 年基準振替の手順 ..................................................... 2 

1. 特定科目マスタ .................................................... 2 

2. 1 年基準振替マスタ ............................................... 3 

マスタ入力 ······················································· 3 

複写 ································································ 4 

コード変更 ······················································· 4 

印刷 ································································ 5 

3. 決算伝票 ............................................................. 6 
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1 年基準により、固定資産（負債）から流動資産（負債）科目に振り替える処理を行う事がで

きます。 

マスタに登録して管理する事により、振替漏れを防ぐことができます。 
 

 振替先科目の設定を確認します。 

 

 

・期末振替先科目に設定されている科目に下層科目を作成している場合、最下層科目に設定を変更します。 

・翌年期首に、期末振替先科目から更に振り替える必要がある場合、期首振替先科目に科目を設定します。 

 例）長期前払費用で、期末に 1 年以内提供予定前払費用/長期前払費用で振り替えた後 

   翌年期首に保険料/1 年以内提供予定前払費用に振り替える場合など。 

 

 

 

 

 

  

1 年基準振替の手順 

1.  特定科目マスタ 初期設定 → 基本マスタ → 特定科目マスタ 
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 マスタ入力  
   

 

1. 拠点区分を選択します。 

2. コードには自動で未使用番号が表示されますので、名称を入力します。 

3. 該当する科目を選択します。 

4. 期間に、現在の年度から振替が終了する年度を入力します。 

5. 各年度の振替額に、年度末に振り替える金額を入力します。 

※毎年同じ金額の時は、入力したセルを選択した状態で  同額セット：F7  を押すと 

最後の行まで同じ金額がセットされます。 

6. 全て入力が終わったあと  登録：F1  で登録します。 

 

 

ワンポイント 

科目を追加・削除した時などで、設定した科目が表示されない場合は科目検索年度を変更してください。 

 

 

 

  

2.  1 年基準振替マスタ メインメニュー → 1 年基準振替マスタ 
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 複写  

  他の拠点区分のマスタから複写することができます。 
  

 

1.複写元に、複写したい拠点区分、振替名称を選択します。 

2.複写先に、マスタを設定したい拠点区分を選択します。 

3. 実行：F1  ボタンで複写処理を実行します。 

 

 

 コード変更  

   コードを変更することができます。 

 

1.コードを変更したいマスタの新規コードに、新しいコード番号を入力します。 

2. 実行：F1  ボタンで処理を実行します。 

※  連番セット  ボタンを押すと、カーソルがある場所から下方向に連番をセットします。 
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 印刷  

  1 年基準振替マスタを元に、振替額の一覧を印刷します。 

 

1. 処理年度、拠点区分、サービス区分を選択します。 

2. 頁印刷、印刷日、確認印欄の設定をします。 

3. 印刷：F10  を選択し、印刷します。 
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年度末に伝票入力の画面を開きます。（単一、複合どちらでも可能です）。 

 

・右上の  取込  にカーソルをあわせ  決算仕訳  を選択します。 

 

1. 拠点区分を選択します。 

2. 作成する伝票区分を選択します。 

3. 摘要を入力し  生成：F1  をクリックします。 

4. 伝票入力画面で、伝票が生成されている事を確認します。 

 

 

 

 ・科目単位で仕訳を生成します。金額の内訳は１年基準登録一覧でご確認ください。 

 ・特定科目マスタで期首振替先科目を設定している場合は、翌年期首にも仕訳が作成されています。 

  ※ただし、年度更新前の場合は作成されません。 

 

 

3.  決算伝票 メインメニュー → 仕訳伝票入力 → 取込 →決算仕訳 
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28 章 複数法人運用 
 

 

 

 

複数法人運用 ................................ 2 

1. 法人データ選択 ...........................2 

2. バージョンアップについて .................2 

3. バックアップ・リストアについて ...........2 
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税理士事務所の方など複数法人のデータを扱う事がある場合に、法人データを簡単に切り替

える事ができます。 

この機能を使用する場合は当社にご連絡ください。 

会計システム起動時に法人一覧が表示され、入力する法人データを選択できるようになります。 

 

 

 

バージョンアップ実行時、選択している法人データのみバージョンアップされます。 

一つのデータをバージョンアップした後、他のデータも同様にバージョンアップ作業を行ってください。 

 

 

法人データごとにバックアップ設定が保存されますので、それぞれ違う保存先を設定する事が可能です。 

 

 

複数法人運用 

1.  法人データ選択  

2.  バージョンアップについて   

3.  バックアップ・リストアについて   
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29章 開示ｼｽﾃﾑ CSV出力 
 

 

 

 

開示システム CSV出力について ....................... 2 

1. 法人番号設定 ............................................ 3 

2. サービス類型コード設定 ............................. 3 

3. CSV 出力 ................................................. 5 

4. CSV ファイル取込 ..................................... 6 

5. エラー対応一覧 ......................................... 7 

6. 注記 PDF ファイル添付 ............................... 7 
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 社会福祉法人の財務諸表等電子開示システムの財務諸表等入力シートのファイル取込に対応した

CSV 及び「計算書類に対する注記」の PDF ファイルを出力します。 

 決算処理メニュー ⇒ 開示システム CSV 出力 

＜財務諸表等入力シート＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開示システムCSV出力について 
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 現況報告書シート/1.法人基本情報/(4)法人番号に記載されている番号を 

 会計システムの法人番号に入力します。 

 

 

 

 現況報告シート/11.前会計年度における事業等の概要/①-1 事業類型コード分類に設定した 

コードを会計システムのサービス類型に設定します。拠点区分名も相違が無い事をご確認ください。 

※一文字でも間違っている場合取り込みできません。(半角・全角の違いも含みます) 

 

 

 

1.  法人番号設定   

2.  サービス類型コード設定   
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 現況報告シートの設定について  

 一つの拠点に複数のサービス区分を設定している時、現況報告シートにはサービス区分ごとの入力が必要です

が、その際、拠点区分コード分類、事業所の名称は同一の値を設定します。 

 例）サーヴ保育園拠点に保育園、本部サービス区分がある時 

  

 

 
 

 

 現状報告シートの「事業所の名称」には「サービス区分名称」を設定します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠点区分コード分類、事業所の名

称は同じ設定になります。 

サービス管理していない拠点の時

は、拠点区分名を設定して下さい。 
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 サービス類型マスタ  

 サービス類型の追加・修正が可能です。 

 財務諸表等入力シート/サービス類型シートに追加・修正した場合はこの画面で同様の設定を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 法人番号、事業類型コード分類を設定した後 出力：F1  で CSV ファイルを出力します。 

 

 

 下記の６ファイルが保存されます。 

 ・資金収支計算書 ・事業活動計算書 ・貸借対照表 

 ・資金収支計算書内部取引消去 ・事業活動計算書内部取引消去 ・貸借対照表内部取引消去 

  ※内部取引消去が無い場合もファイルは作成されます。 

 

 

 

3.  CSV出力   
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  財務諸表等入力シート/計算書類シートの ファイル取込  ボタンより決算金額を取り込む事ができ

ます。 

 

 各シートの金額がシステムの金額と一致している事をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.  CSVファイル取込   

資金収支計算書 

事業活動計算書 

貸借対照表 

資金収支計算書内部取引消去 

事業活動計算書内部取引消去 

貸借対照表内部取引消去 
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メッセージ  対 策 

ファイル取込時エラーメッセージ 

「法人番号が一致しません。」 

法人番号の設定が間違っている可能性があります。 

CSV出力画面の法人番号が現況報告シートの法人番号と一致

するように修正したあと、再度 CSV 出力を行ってください。 

ファイル取込時エラーメッセージ 

「インタフェース ID が○○ではありませ

ん」 

選択しているファイルが違います。 

資金、事業、貸借シートで金額が合わな

い。 

反映されていない科目をご確認のうえ、下記のとおりご対応

ください。 

・該当科目名が表示されていない（階層が違う）：勘定シート

で科目の追加・削除をしてください。 

・該当科目名が表示されている：システム側の科目名と一致

させてください（半角・全角の違いも含みます） 

【手順 3】計算書類の整合性チェックで 

資金「当期末支払資金残高」の金額と 

貸借「支払資金の額」の金額不一致が出

る 

・貸借シートで「支払資金の額を転記」ボタンを実行してく

ださい 

・支払資金の対象となっている科目の設定をご確認ください。 

 例）○○区分間貸付金、○○区分間借入金科目に○がつい

ているか。 

 
 
 

 

  財務諸表等入力シート/計算書類シートの【手順 5】注記 添付  ボタンより「計算書類に対する

注記」PDF ファイルを添付する事ができます。 

 

 

 

 

5.  エラー対応一覧   

6.  注記PDFファイル添付   
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30章 介護経営情報出力 
 

 

介護事業者経営情報DBシステム用 CSV 出力機能について .. 2 

1. 介護出力マスタ ...................................................... 3 

コード設定........................................................ 3 

出力区分設定 ..................................................... 4 

科目設定 .......................................................... 5 

2. 介護事業者経営情報 CSV 出力 .................................... 6 

3. 介護内部取引消去 ................................................... 7 

4. 介護経営情報システム取込 ........................................ 9 

5. 出力設定例 .......................................................... 10 
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 介護サービス事業者経営情報データベースシステム(以下「介護経営情報システム」という)の 

ファイル取込に対応した CSV ファイルを出力します。 

  

 

1.決算処理メニュー → 「開示システム CSV 出力」のボタンにマウスを合わせる 

 下に表示される「介護経営情報システム出力」ボタンをクリック 

 ※表示されない場合、「開示システム CSV 出力」→「マスタ」→ 

「介護事業経営情報データベースシステム」のチェックをＯＮにして登録。 

 

2.コード設定画面：出力対象サービス区分に、介護事業所番号、サービス種類を入力して登録 

 

3.出力区分設定：拠点区分単位、法人単位、グループ設定のいずれかを選択して登録（初期値は「拠点区分単位」） 

 

4.科目設定： 

  出力する科目に科目コードが設定されていることを確認します 

  出力しない科目に科目コードが設定されている場合 解除 します 

  科目コードが設定されているのに科目名が表示されていないものがあれば正しい科目コードを設定します 

  「消費税の経理方式」の設定を確認します。（初期値は「税込み金額」） 

 

5.設定画面を終了し、介護事業者経営情報データベースシステム用 CSV 出力画面に移動 

 

6.内部取引消去がある場合、画面内の 内部取引消去 ボタンから入力を行う 

 

7.処理年度及び表示内容が問題ないことを確認し、 出力[F1] を実行 

  ※事業活動計算書の金額を出力します 

 

8.介護経営情報システム側で CSV ファイルの取り込みを行う 

 

 

 

  

介護事業者経営情報データベースシステム用CSV出力機能について 
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 コード設定  

出力対象のサービス区分に介護保険事業所番号とサービス種類コードの設定を行います 

 

内部取引消去等により、報告対象外のサービス区分の金額を集計する必要がある場合もコード設定を行います。 

 

サービス種類コード「ZZZ」について 

・他のコードに該当しないサービス区分に設定します 

・サービス種類コードが「ZZZ」の時は、介護保険事業所番号が空欄でも登録可能です。 

・金額の集計は行いますが、事業所情報は出力されません。介護経営情報システム側で別途情報の 

入力が必要になります。 

 

 

 

 

  

1.  介護出力マスタ 決算処理メニュー → 介護経営情報システム出力 → 設定  
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 出力区分設定  

ファイルの出力単位を設定します。 

           

「拠点区分単位」の時は、拠点区分ごとの決算額、「法人単位」の時は、法人決算額を出力します。 

 ※いずれの場合も、コード設定画面で番号を入力したサービス区分が集計対象となります。 

 

  グループ設定 

       

   複数の拠点にまたがり、任意のサービス区分ごとの金額を集計したい時、 

法人内のサービス種別ごとに分けて集計したいときなどに使用します。 

※一部の拠点のみグループ設定をし、他は拠点単位で出力ということはできないため 

 すべての出力対象サービス区分に対してグループ設定を行ってください。 
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 科目設定  

       

介護経営情報システム側のコード設定と、サーヴ会計システムの科目コードを割り当てる設定画面です。 

「必」の項目は報告が必須とされている項目です。 

「任」の項目は報告が任意とされていう項目です。 

報告しない場合で科目コードが設定されている場合  解除  をクリックし空欄にします。 

科目コードの設定が違う箇所があれば修正します。 

消費税の経理方式：CSV 出力用設定となり、他の画面や計算への影響はありません。 
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介護経営情報システムに取込可能な CSV ファイルを出力します。 

 

1. 処理年度を選択します。 

2. 法人番号を確認します。 

3. 表示されている会計基準が正しいことを確認します。 

4. 表示されている消費税の経理方式が正しいことを確認します。 

5. 金額報告対象のサービス区分がすべて表示されていること、 

介護事業所番号とサービス種類が正しいことを確認します。 

6. 内部取引消去がある場合、 内部取引消去  ボタンから入力します。 

  （内部取引消去を使用していない場合、ボタンは表示されません） 

7. 右上      を選択します。 

  

ファイル No について 

・出力実行するたびにカウントアップします。 

・番号が同じサービス区分の金額を合算して出力します。 

 

 

出力される下記のファイルを「介護サービス事業者経営情報データベースシステム」で取り込みます。 

 

 

 

 

 

 

  

2.  介護事業者経営情報CSV出力 決算処理メニュー → 介護経営情報システム出力  

この数字が同じファイルが対となり

ます。 
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内部取引消去金額を入力します。 

この画面で入力した情報は、介護経営情報システム用 CSV 出力にのみ使用します。 

通常の決算帳票等には反映されません。 

※内部取引消去を使用していない場合、この画面に入るボタンは表示されません。 

 

出力単位が「法人単位」の時 

 出力対象サービス区分間で内部取引がある場合に登録します 

 初期化実行で、決算処理メニュー → 内部取引消去 で登録したデータを内部取引消去欄にセットします 

 F6 仕訳取込：仕訳伝票より内部取引消去取引データを参照してセットします 

 

出力単位が「拠点単位」の時 

 出力対象拠点区分内のサービス区分間で、サービス区分間内部取引がある場合に登録します 

 初期化実行で、決算処理メニュー → 内部取引消去 で登録したデータを内部取引消去欄にセットします 

 F6 仕訳取込：仕訳伝票より内部取引消去取引データを参照してセットします 

 

出力単位が「グループ」の時 

 出力対象グループ内のサービス区分間で、内部取引がある場合に登録します 

 初期化実行で、仕訳伝票より内部取引消去取引データを参照してセットします 

  

出力欄について 

・「〇」がある科目が金額出力対象項目となります 

・介護出力マスタの科目設定画面で設定されている科目に「〇」を表示しています。 

 

3.  介護内部取引消去 決算処理メニュー → 介護経営情報システム出力 → 内部取引消去  
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内部取引消去入力画面使用の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

内部取引消去がある 

（決算処理メニューの内部取引消去画面 

事業活動計算書にデータ登録している） 

内部取引消去のボタンは非表示 

そのまま CSV 出力を行う 

法人単位または拠点単位出力である 

介護 CSV 出力画面内・内部取引消去の画面に 

仕訳から内部取引データを参照してデータを

セット。 

必要に応じて金額を修正し、登録を行う。 

介護 CSV 出力画面内・内部取引消去画面に 

既存内部取引データを参照してデータをセット。 

必要に応じて金額を修正し、登録を行う 

介護 CSV 出力画面内・内部取引消去の画面で登録した内部取引消去後の金額で 

データ出力を行う 

（CSV 出力時に既存の内部取引消去画面のデータは参照しません） 

Yes 

Yes 

No 

No 
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出力したファイルを介護経営情報システムで取り込みます。 

取込画面と同じ名称のファイルを選択して取込処理を行って 

ください。 

詳細については介護経営情報システムのマニュアルをご参照 

ください。 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/zaimu/todokede/help 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.  介護経営情報システム取込   

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/zaimu/todokede/help
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参考Ａ：介護サービス区分のみ出力 拠点単位出力 内部取引消去なし 

 

＜コード設定＞ 

拠点区分 
サービス

区分 
介護事業番号 サービス種類 

Ａ施設 本部       

Ａ施設 入浴介護 0270201111 120 訪問入浴介護<12> 

Ａ施設 ショート 0270201111 210 短期入所生活介護<21> 

Ａ施設 デイ 0270201111 150 通所介護<15> 

Ｂ施設 ヘルパー 0270202222 110 訪問介護<11> 

Ｃ施設 ショート 0270203333 210 短期入所生活介護<21> 

Ｃ施設 デイ 0270203333 150 通所介護<15> 

Ｃ施設 保育       

出力対象のサービス区分にのみ、介護事業番号とサービス種類コードを設定する 

 

＜出力区分設定＞ 拠点単位 

 

＜出力画面＞ 

ﾌｧｲﾙ

No 
拠点区分 

サービス

区分 
介護事業番号 サービス種類 

0001 Ａ施設 入浴介護 0270201111 120 訪問入浴介護<12> 

0001 Ａ施設 ショート 0270201111 210 短期入所生活介護<21> 

0001 Ａ施設 デイ 0270201111 150 通所介護<15> 

0002 Ｂ施設 ヘルパー 0270202222 110 訪問介護<11> 

0003 Ｃ施設 ショート 0270203333 210 短期入所生活介護<21> 

0003 Ｃ施設 デイ 0270203333 150 通所介護<15> 

拠点ごとにファイル No が割り振られ、6 つの CSV ファイルが作成されます。 

ファイル No001 は、Ａ施設の３サービス区分の合計金額が出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.  出力設定例   
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参考Ｂ：介護サービス区分以外との内部取引がある 法人単位出力 

就労支援から給食材料や日用品を購入しており、内部取引があるときなど 

 

＜コード設定＞ 

拠点区分 
サービス

区分 
介護事業番号 サービス種類 

Ａ施設 本部       

Ａ施設 入浴介護 0270201111 120 訪問入浴介護<12> 

Ａ施設 ショート 0270201111 210 短期入所生活介護<21> 

Ｂ施設 就労 A   ZZZ 報告対象外:上記に該当しない、介護事業以外の事業等 

サービスコードが「ZZZ」の時は、介護事業番号が空欄でも登録可能です 

 

＜出力区分設定＞ 法人単位 

 

＜内部取引消去＞ 

サービスコードを設定しているサービス区分が表示されます(ZZZ 含む） 

内部取引消去欄には、既存の内部取引消去画面で登録している金額をセットします 

該当サービス区分外の取引額が集計されている場合、修正を行ってください 

 

＜出力画面＞ 

ﾌｧｲﾙ

No 
拠点区分 

サービス

区分 
介護事業番号 サービス種類 

0001 Ａ施設 入浴介護 0270201111 120 訪問入浴介護<12> 

0001 Ａ施設 ショート 0270201111 210 短期入所生活介護<21>,介護予防短期入所生活介護<24> 

0001 Ｂ施設 就労 A   ZZZ 報告対象外:上記に該当しない、介護事業以外の事業等 

2 つの CSV ファイルが作成されます。 

ファイル No001 は、３サービス区分の合計金額(内部取引消去後)が出力されます。 

 

報告対象外サービス（障害福祉サービス等、サービスコードに「ZZZ」を設定したサービス区分）の 

損益を含めて報告を行う際には、介護経営情報システムの画面上にて、 

報告対象外サービスの事業収益額及び延べ利用者数を別途入力する必要があります。 
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参考Ｃ：グループ単位出力 

複数の拠点に跨り、サービス区分を集計したいときや 

下記のような出力を希望されるときはグループ出力を使用します 

 

 

＜コード設定＞ 

拠点区分 サービス区分 介護事業番号 サービス種類 

本部拠点 本部       

Ａ事業所 通所介護 1111111111 150 通所介護<15>  

Ｂ事業所 通所介護 2222222222 150 通所介護<15>  

Ｃ施設 老人ホーム 0171234567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

Ｄ施設 老人ホーム 0271235567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

Ｅ施設 老人ホーム 0371235567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

Ｆ施設 
老人短期入所生

活介護 
0444410418 210 短期入所生活介護<21> 

Ｇ施設 介護予防支援       

 

 

＜出力区分設定＞ グループ単位 

ｸﾞﾙ 

ｰﾌﾟ 
拠点区分 サービス区分 介護事業番号 サービス種類 

１ Ａ事業所 通所介護 1111111111 150 通所介護<15>  

１ Ｂ事業所 通所介護 2222222222 150 通所介護<15>  

２ Ｃ施設 老人ホーム 0171234567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

２ Ｄ施設 老人ホーム 0271235567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

２ Ｅ施設 老人ホーム 0371235567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

３ Ｆ施設 
老人短期入所

生活介護 
0444410418 210 短期入所生活介護<21> 

一部の拠点のみグループ設定をし、他は拠点単位で出力ということはできないため 

拠点単位で出力したい拠点(上記の場合「Ｆ施設」)もグループ設定を行ってください。 
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＜出力画面＞ 

ﾌｧｲﾙ 

No 
拠点区分 

サービス区

分 
介護事業番号 サービス種類 

0001 Ａ事業所 通所介護 1111111111 150 通所介護<15>  

0001 Ｂ事業所 通所介護 2222222222 150 通所介護<15>  

0002 Ｃ施設 老人ホーム 0171234567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

0002 Ｄ施設 老人ホーム 0271235567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

0002 Ｅ施設 老人ホーム 0371235567 33A 特定施設入居者生活介護<33>のうち、有料老人ホーム 

0003 Ｆ施設 
老人短期入

所生活介護 
0444410418 210 短期入所生活介護<21> 

グループごとにファイル No が割り振られます 

 

＜内部取引消去＞ 

サービスコードを設定しているサービス区分が表示されます(ZZZ 含む） 

内部取引消去欄には、仕訳データより表示サービス区分が該当する内部取引額を集計してセットします 

サービス区分間、拠点区分間、事業区分間をまとめて集計するため、金額が違う場合は修正を行ってください 
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指定された年度に科目データがありません 

・指定年度に科目データがない事を示しています。 

・作業年度に間違いがないかご確認ください。 

・次年度繰越作業が行われているかご確認下さい。 

 

 

 

 

入力科目が最下層でないため登録できません 

・入力している科目が最下層科目ではありません。 

 

※例） 現金預金：普通預金  を仕訳で入力する際  現金預金  まで

しか入力せず、登録しようとした場合など。 

 

 

同じ科目の仕訳データを更新します。よろしいですか？ 

・伝票入力画面で、借方と貸方に同じ科目が設定されている場合に

表示されます。 

設定が問題ない場合は「はい」、設定を確認する場合は「いいえ」を

選択します。 

 

 

指定された年度に科目データがありません 

・入力しようとしている年度に科目データがありません。 

・年度を間違って入力していないかご確認下さい。 

・また、新しい年度に移行される場合は、 

 決算処理  →  次年度開始処理 を行ってください。 

  

エラーメッセージ 

 エラーメッセージ   
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金額や数字の入力が出来ない 

 伝票入力の時など、金額や数字の入力が出来ない場合   Num Lock  をご確認下さい。 

バックアップに失敗する時 

 保存先がデスクトップの場合など、権限の関係で保存ができない場合があります。 

 保存先を変更してみてください。 

伝票入力欄で、かなモードから、英数モードに切り替えたい 

 初期設定 → 基本マスタ → 環境設定 → メニュー → 環境設定 

右下  処理の設定  で、切り替えをします。 

 

同じ科目で資金収支・事業活動収支に差がある 

 伝票入力時に  資金収支 （画面右下）のチェックが外れている可能性があります。 

 資金収支計算書に反映させたくない場合にのみ、チェックを外してご利用ください。 

 

法人科目マスタで、自動仕訳に共通科目が指定できない 

 法人科目マスタの自動仕訳には、共通科目及び単独科目は設定できません。 

 設定しようとしている科目に拠点科目があれば追加作業を行います。 

ない場合はお手数ですが、拠点区分科目マスタで共通科目を作成してください。 

 

新規追加した科目を、コードで呼び出したい 

 新しく追加した科目を伝票入力時に科目コードで呼び出したい場合、科目マスタで科目を追加した画面で、

「呼出コード」のへ任意の番号を登録する事ができます。 

 

 

  

こんなときは？ 

 よくある質問   

 日々の処理   
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伝票入力画面で、常に同じ科目が表示されている 

・勘定科目の右側の  固定  が選択されている場合です。 

（固定に選択されている時は、勘定科目が青色で表示されます。） 

 固定  をクリックして解除すると新たに科目検索が可能になります。 

 

入力できない科目がある 

 器具及び備品取得支出などの資金収支のみ該当科目は伝票入力画面で直接入力することはできません。 

 資金収支のみ該当科目は貸借対照表の科目で仕訳することにより自動計上される科目です。 

 

伝票の追加または削除したい 

 例えば「15 番」と「16 番」の伝票の間に挿入したい場合「15.1」と小数第一位まで入力が可能です。 

 また、連番になっている伝票のうち、間違って作成していた伝票を削除する事も可能です。 

（削除は、仕訳伝票入力画面で、削除したい伝票を呼出し  削除：F4  にて削除可能です。 

※ 小数点での伝票を作成、または伝票削除後  データ管理  →  伝票番号振り直し  が可能です。 

 

伝票入力画面の右下「☑資金収支」のチェック 

 通常は、チェックが入っています。このチェックは、その仕訳を資金収支計算書に反映させることを示して

います。※通常はチェックが入っている☑の状態です。特別な理由があり、資金収支計算書に仕訳を反映さ

せない場合のみチェックを外してください。 

 

伝票入力画面の下に仕訳がある 

 単一伝票入力の画面下に仕訳の表示がありますが、最終登録した仕訳です。修正登録された場合も表示され

ます。 

 

伝票番号と整理番号が一致していない 

 伝票番号と整理番号が一致しない理由は伝票を削除した等、複数考えられますが、その場合は番号振り直し

を行うことで、一致した番号に並び変えることができます。 

 必ずバックアップをおこない、その後番号振り直し作業を行います。 

 

伝票画面の右上 4色の付箋 

 伝票（各行）には付箋機能があります。金額が確定していなく後日確認される場合など、お客様の状況に応

じてご利用いただけます。 

 また、画面右上の付箋を選択すると、その伝票全てに付箋がつきます。各行に付箋を付ける場合は各行の右

側の付箋にチェックをつけてください。 

 「メモ」機能も合わせてご利用ください。 

  

 伝票入力   
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予算の前期末支払資金残高がおかしい 

 当初予算書作成時には、前年度の決算は確定していません。 

予算書の前期末支払資金残高は、予算作成時に前年度の入力済み伝票から算出され残高を表示します。 

 補正予算後でも修正は可能です。遡って修正する時は当初予算から順番に修正登録してください。 

 

予算作成日の「年」が間違って表示される 

  予算作成日  の欄に  月/日  を入力すると  年  が違って表示される場合、使用中のパソコンのカレンダ

ー設定を確認してください。 

※ 「24/05/01」や「240501」「05/01」と手入力していただくことも可能です。 

 

 

決算帳票で金額が全て 0で表示される 

 決算書及び、各種帳票で  決  が選択されていないかご確認ください。 決  は決算仕訳のみを表示します。 

 決算伝票を個別に決算仕訳として処理されていない場合は金額が表示されません。 

 

固定資産集計表と固定資産台帳の取得金額が一致しない 

 固定資産集計表は期末に存在している物品を対象に計算を行っております。当期内に除却した物品がある場

合、その取得金額や減価償却累計額は含みません。固定資産台帳の方はそれらも含めて表示されますので、

期末帳簿価格のみ合致していることが正しい見方になります。 

 なお、除却物品の内訳は固定資産増減明細表で確認が可能です。 

 

財産目録で、不必要な行を削除したい 

 該当の行にカーソルを合わせていただき  行削除：F6 もしくは、右クリックで「行を削除」をクリックす

ると１行削除されます。 

 

財産目録で、行を追加したい 

 階層の行を追加したい場合は、行を選択後  行追加：F5  もしくは右クリックで  追加  もしくは  挿入   

を選択します。※  追加  は選択行の「下」に行が追加されます。 挿入  は「上」に挿入されます。 

 

財産目録で、科目の明細を表示したい 

 施設別での金額（固定資産）、支払先別での明細（未払金）など、明細を表示させたい場合、上記と同様に 

行の追加・挿入を行っていただき、明細を登録いただく事が可能です。 

 

 予算   

 決算   


